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Society5.0の言葉に代表される次代社会は、デ

ータ駆動型社会であると同時に、グローバル化社

会でもある。ポピュリズムの台頭等で、グローバ

ル化そのものも混沌としているが、貧困、環境問

題に代表される地球規模課題の解決なしには、も

はや人類社会の存続そのものが危うい。グローバ

ル化は質の変容を伴いつつも、やはり果たされる

べき一定の方向付けであろう。一方、情報社会に

おいて、ビッグデータは国を超え地域を超えて集

積される。AIを駆使する若きイノベーター達は、

国境なきデータが持つ意味を正しく捕捉しなくて

はならない。社会は、グローバル化からデータ駆

動型に移行するのではない。AIを活用したデータ

駆動型社会への移行とグローバル化の同時進行と

いうこの局面が、日本の高等教育機関に大きな課

題を投げかけていると言える。

一方、この社会変革期においては、個人も組織

もそして社会も学び続ける土壌が必要である。人

の育成に視点を与えたとき、この土壌に対して、

土を耕し、水をまき、肥料を施すことが、これか

らの日本の高等教育の役割であろう。その対象は、

大学生だけでなく、組織、社会の学び続ける力を

創出する社会人も同様に主体である。学生時代に

学び続ける基盤を作り、社会においてソフト、ハ

ード両面での生産的活動に携わる学びを続け、結

果として良質な社会が導かれるという“学びの意

義と位置づけ”に対して、今一度社会的コンセン

サスが必要である。次代の社会は見通せないとい

う指摘は度々行われているが、一方で、質の異な

る新しい社会の創成期にあるという見方もでき得

る。創成期にある社会は見通せないことは自明で

あり、だからこそ現代の若い世代は、新しい社会

の創成に関わる大きなチャンスを有している。し

たがって我々高等教育機関も、将来社会が見通せ

ないことに悲観的立場に立つのではなく、新しい

教育へのチャレンジのタイミングと捉えるべきで

あろう。

新しい教育への移行において、データサイエン

スやAIの活用に対する教育プログラムの整備が各

機関で進められている。本学でも株式会社三菱総

合研究所殿との協働により、データ解析の入門か

ら応用までの科目ラインナップを、全学部生を対

象として開放している。また、データ社会に向け

た基本リテラシーについてはさらに全学必修化に

向けて準備を進めている。データ駆動型社会にお

ける人間の関わりは４つの段階にあると考えられ

る。第一段階はデータを集積し、編集すること、

第二段階は、ディープラーニングなどによるデー

タ認識技術を開発すること、第三段階はデータを

分析すること、そして第四段階は得られたデータ

分析結果を活用することである。このように段階

を整理すると、現段階での高等教育における新た

な取組みの多くは、いわゆるデータサイエンティ

ストの養成、そして主に経済社会での解析結果の

活用手法の修得に注がれているように思われる。

この取組みが社会の発展に大きな意義を持つこと

は論を待たないが、前述のデータの集積や編集と

いった“入口”に向けた教育機会とはどのような

ものであろうか。

この問いは、新しい社会の創成期に非常に大き

な意味を持つと思われる。入口段階での教育は、

「AIに何を問うのか」という人間の本質的な立ち

位置に対する問いかけと連動する。このことは、

単にマーケティングや経済動向予測等に効果を発

揮するということではなく、データ駆動型社会に

おける倫理、価値、規範に少なからず影響する人

間社会の「質」を導く土台でもある。AIに判断を

委ねる社会ではなく、社会の中心には常に人間が

あるという根本を維持するために、高等教育がこ

のことについて果たす役割は大きい。本号にて特

集される「イノベーションの担い手」が持つべき

資質とは、まずもってこの部分にあるのではない

だろうか。社会で学び続ける基盤を学生に具備さ

せる教育を考えることは、教養、専門性、コミュ

ニケーション力、スキルを、国際通用性、創造性

という観点からどのように養成するか、そしてそ

れらの要素を、グローバル社会、データ駆動型社

会の進展、変化にどう適応させるかの議論に他な

らない。これは高等教育の新たなチャレンジと言

って過言ではないだろう。

上智大学
学長 曄道

����
佳明
����

社会で学び続ける“基盤”を考える



１．はじめに
「一年生全員に起業体験をさせている!?」

米国バブソンカレッジといえば、起業の研究と

教育で名高い大学です。そこでは、一年生全員に

必修科目として「起業体験」を課しています。

半期の授業でアイデア発想と事業計画を練り上

げてチームを結成し、次の半期でそれを実践して

売上と利益を確保する。同大学の山川泰宏准教授

からお話を伺ったときは衝撃を受けました。

「事業資金はどうするのか？」と尋ねると、大

学が貸しつけてくださるとのお返事。トータルに

赤字になることはなく、黒字化したチームは寄付

してくれる場合がほとんどだそうです。

筆者なりに理解したポイントは３つです。

①　事業の創造プロセスに沿って、適切な知識を

適切なタイミングで、適切な量だけ提供する。

②　法律の問題など、その時に必要な専門知識に

ついてはオンデマンドに支援する。

③　期間を１年と区切り、教育目的に徹すること

で大学の授業への関心を高める。

筆者はちょうど文部科学省の教育助成EDGE

（グローバル起業家養成）プログラムの実行委員

だったので、本学で企画を起こしました。

ところが、一筋縄にはいきません。大学上層部

も「企画は面白い」と認めてもらえたのですが、

大学が資金を貸し付けるというところがボトルネ

ックとなりました。寄付金の準備もしましたが、

今度は「学生が債務者になる」ことの是非が問わ

れたのです。

そこで思いついたのが、インターンシップの枠

組みです。学生たちがアイデア発想と事業計画を

練り、それをインターン受入れ企業に委ねて実践

（起業という職業訓練）させてもらえないだろう

2 JUCE Journal 2019年度 No.3

特　集

イノベーションの担い手を育成する
起業教育－１

単位認定科目で「起業」を体験する

あらゆるモノがネットにつながるIoTの普及に伴い、膨大なデータが世界各地で毎日生み出されている。企業や組

織の活動はもとより、一人ひとりの生活や行動に至るまでビッグデータとして記録・分析され、使い方次第では生き

とし生けるものの幸せに大きく貢献する。有限な資源の「石油」に対して、無限に近い資源の「データ」は正にデジ

タル世紀が創り出す「新たな資源」である。そのような背景から、データから社会やビジネスのニーズに対応した課

題を発見し、問題解決や価値創造に関与できる人材の育成が喫緊の課題となっている。世界からは遅れているが、日

本の大学でもデータサイエンス教育への取組みが始まった。産学連携による教育イノベーションが課題と言われてい

るが、どのような教育プログラムでチャレンジしていくのか、たずねてみた。

早稲田大学
商学学術院教授 井上　達彦

かと。本学にはインターンシップに単位をつける

制度があるので正規の授業として運営できます。

起業家の育成に協力的なスタートアップ数社に

問い合わせ、株式会社ビジネスバンク・グループ

（以下BBG）に受け入れていただくことになりま

した。代表の浜口隆則さんは「日本の起業率を

10％に引き上げる」ことをミッションに掲げる

社会起業家です。学生たちの掲げたテーマと計画

を最大限に尊重して、メンター（指導者）をつけ

て支援すると言ってくれたのです。

こうして生まれたのが、「実践・起業インター

ン」（Real Entrepreneurship by Active Learning、

以下REAL）です。[1]

２．REAL
このプログラムは、起業に関心のある学生（２

年生以上）に、インターンとして起業経験をして

もらうもので、学生は「自らのビジネスアイデア」

をBBGに持ち込み、社内カンパニーを立ち上げ、

１年間で黒字化できるように努めます。

インターン学生が、カンパニーの経営をします

が、収益事業を行う最終責任はBBGにあるので、

インターン学生は事業の損失を負うことはありま

せん。ただしインセンティブを与えるために、イ

ンターンとして黒字化することができた学生チー

ムにはその成果に応じて還元給付をすることにし

ました。

本学はBBGに業務委託し、起業の体験指導に必

要な経費を支払います。事業資金はそこから捻出

されるので、インターン学生たちは、いかなる機

関とも資金の貸し借りを行いません。

インターンシップの期間は最大１年ですが、学

生によって立ち上げられた事業が引き継がれ、発

展的に経営されることも推奨する計画です。当該

継続事業によって継続的に収益が得られれば、そ
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れを本プログラム継続・発展の資金に充てること

ができると考えました。

科目の主管は商学部とグローバルエデュケーシ

ョンセンターですが、全学部・全研究科にオープ

ンにされています（各半期２単位科目）。

３．REALの経過報告
2017年に企画、2018年秋学期から実践科目と

してスタートしました。学生たちの関心は高く、

前提科目（後述）を履修したチームのなかで11

チームがREALに進むことを希望しました。その

中からベンチャーキャピタリストや経営コンサル

タントを交えて３チームを選抜しました。

学部や研究科をまたがるチームが編成されまし

た。商学部、理工学部、理工学研究科、人間科学

部、社会科学部などに所属する男性15人女性３

人です。必要な人材をメンバーに組み入れること

ができるので、このプログラムに関与した学生総

数は18人となりました。

初年度の目標は、すべてのチームが実際に製

品・サービスを販売して売上をあげるというもの

です。紆余曲折がありましたが、学生たちの熱意

とメンターの野田拓志さんたちの支援により３チ

ームとも売上をあげ、黒字化してくれました。

その中で最も売上が高かったのは、駆け出しの

プログラマーとシステム開発案件をマッチングさ

せるプラットフォーム事業です。売掛け金も含め

ると149万円を計上してくれました。３チームの

トータルでも59万円の黒字という結果です。

４．実践に先立つ前提科目づくり
事業創造に向けた仮説検証には様々なステージ

があります。アイデアレベルでの仮説検証、プロ

トタイピングを伴った仮説検証、実際の製品やサ

ービスを市場に投入してからの仮説検証です。

REALに進む前に、少なくともアイデアレベル

の仮説検証をして、そのスジの良さを確かめる必

要があります。それゆえ、筆者らは「ビジネスア

イデア・デザイン」（BID：入札を意味する）と

「起業の技術」という科目を新設しました（図１

参照）。

BIDはアイデアを売買する仮想の市場をつく

り、入札ゲームを繰り返してアイデア発想法を身

につけるという授業です（四半期２単位科目）。

一方、起業の技術は、起業に必要な基礎知識を

講義とミニワークによって習得する授業です。

BIDで生み出したアイデアを膨らませて事業計画

に落とし込んでいきます（四半期２単位科目）。

REALに進んだ学生たちは、他では変えられな

い経験をしたようです。

「ピボット（軸足を定めつ

つ方向転換すること）は

授業で何度も聞いていた

が、実際に行ってみて本

当に大切さがわかった」

「最初にミッションを皆で

共有できたので、筆者の

ピボットにもついてきて

くれたし、メンバーの方

からピボットの提案が出

されました」という声が

印象的でした。

•
•
•
•

•
•
•
•

•
•
•
•

•
•
•
•

図１　実践企業インターンの全体像

５．学生起業家を増やすものとは違う
よく「起業経験は若い時に積んだ方がいい」と

言われます。その方が、「生涯における成功確率

が高まる」と考えられているからです。学生起業

家を増やそうという発想は、この経験則から生ま

れています。

しかし、学生起業家については反対意見も多く、

「大学では学問を学んだ方がいい」というご指摘

や「起業の成功確率は低いので学生を煽るべきで

はない」というご注意を頂きます。学生の本分は

学業にあるという正当な考え方です。

私自身は「起業経験は早い方がいいが、実際に

勝負をするのは専門知識や実務経験を備えてから

の方がいい」と考えています。

アプリのヒット作を生み出して数百万円稼げた

学生起業家で、その後ヒット作を出せずに苦しん

でいる学生がいます。その他にも、実績が出なく

ても学業そっちのけでアプリの制作に没入してし

まう学生もいます。先輩の起業家の話に触発され

て、何の計画もないまま退学を願い出た学生もい

ました。

筆者らが純粋な教育目的のREALを立ち上げた

のは、失敗経験も含めて、できるだけ若い時期に

一通りの起業経験をさせたいからです。

起業するにしても自分たちが十分な知識や経験

がなければ社会で通用しないことがわかります。

チームに貢献しようにも、自分に専門性が備わっ

ていなければ話にならないとも感じます。参加者

の多くは、大学で学ぶ知識がいかに役立つのかを

実感するようです。

REALは学生起業家を増やすための取組みでは

ありません。大学でますます専門性を磨いてもら

い、将来、起業家としても大企業内のイノベータ

としても活躍できるようにするための起業体験授

業なのです。

REALはスタートしたばかりの授業で規模も小さ

く、まだ多くの学生に受けてもらうことができい

ません。本学がバブソン大学のように「起業体験」

を大切にするのであれば、貸付に取組むか、イン

ターンシップを拡大する必要があります。REALは

プロトタイピング的な意味合いが強く、私として

もリスクをコントロールできることを検証し、大

学の上層部に認めてもらう必要があると考えてい

ます。しかし、一つの実験としては、今後の起業家

教育を真剣に考える起爆剤になると考えられます。

参考文献および関連URL
[1] 東洋経済オンライン「早稲田大学が『起業インター

ン』を始めたワケ」

https://toyokeizai.net/articles/-/252731
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１．はじめに
効果的な起業教育の実施にあたっての課題とし

て、座学を通じた起業に関するスキル・知識の伝

達以上に、学生への起業家精神の啓蒙、すなわち

『他人事から自分事』への転換があげられます。

本学起業教育プログラムの主軸科目『起業とビジ

ネスプラン』は、一度に400人を超える大人数の

授業ですが、座学にとどまらずICT等を活用した

双方向性の授業運営、また学内ビジネスプランコ

ンテスト（以下、BPCと略）と授業を連携させ、

学生の意欲向上と優れたアイディアの創出を支援

しています。

２．本学BPCの特徴
本学BPCは、2019年度で14回目を数え、３年

生を中心に本年度実績では430組がエントリーを

行う、学内限定型のコンテストです。本学の学年

定員は1,000名ですので、およそ半分が参加して

いる計算になります。７月末にエントリーされた

ビジネスプランは、一次審査で20組を選出、産学連

携起業教育センターによるブラッシュアップを経

て二次審査で８組にまで絞り込み、11月に外部

公開式の最終プレゼンテーション審査を行ってい

ます。この過程で優秀なビジネスプランが発掘で

きた場合は、並行して学外のビジネスプランコン

テスト等へ積極的に参加を促しています。産学連

携起業教育センターはその名の通り、産学連携機

能と起業教育機能を兼ね備えていますので、メン

タリングの段階から地域の企業や創業支援機関・

金融機関等と学生をマッチングさせ、ビジネスプ

ランの実効性を高める働きかけをしています。

３．『他人事から自分事に』＋『アイディ
アの殻を破らせる』仕掛けづくり
起業教育では、学生への起業家精神の啓蒙、す

なわち『他人事から自分事』への転換が重要とな

ります。また、受講前の段階ではどのようなビジ

ネスアイディアが評価されるかの『物差し』が学

生の中に出来上がっていないので、授業の過程で

日本工業大学　
産学連携起業教育センター 筒井　研多

授業とビジネスプランコンテストを
組み合わせた起業教育の取組み

画期的、魅力的なアイディアを思いつく、つまり

『アイディアの殻を破る』仕掛けが鍵になります。

そこで、本学の専門職大学院の実務家教員と産

学連携起業教育センターがチームとして授業を運

営し、学生のモチベーションを高める様々な工夫

を行っています。一度に400名を超える大人数に

対して、一方通行の座学形式にならないように、

Google Form等のオンラインアンケート機能を活

用し、様々な起業アイディアやアンケート・授業

への質問を授業時間中に収集しています。これら

の結果はリアルタイムに学生にフィードバックを

行い、他者の考え方の多様性把握と相互理解を促

し、また優秀なアイディアへサインを送ることで、

授業への参加意欲と自信を与えます。さらに、毎

回の授業では、前年度のBPCファイナリストの学

生に、最終審査会で行ったプレゼンテーションを

再現してもらっています。多くの先輩のプランに

触れる過程で、『先輩の〇〇なプランが評価され

るのであれば、（荒唐無稽だと思っていた）自分

の△△なアイディアが、実は良いものなのかもし

れない』といった『気づき』や『物差し』が学生

の中に構築されます。先輩のロールモデルに触れ、

『次は自分の番だ』とBPCへの参加に高い意欲を

持つ学生も増加していきます。

こうした動機づけの過程は、学籍番号を紐づけ

た毎回の授業内アンケートを蓄積し、授業内課題

によるアイディア熟成のプロセスと併せて個人単

位でロギングし、全体的なモチベーションの高ま

りを把握すると同時に、授業内で個々に合ったフ

ォローを行います。実際に、一次審査を通過した

学生の属性を分析すると、『授業の過程で当初の

アイディアを変更した』、『積極的にBPCに参加し

たい』と回答した割合が多いことが判明していま

す。この様に、BPCと授業内コミュニケーション

を活用し、大人数授業の特性を応用し、豊富な母

集団の『やる気』や『気づき』を結合させ、優れ

たアイディアの発生率を高める仕掛けづくりが起

業教育プログラムを運営する側の挑戦であり楽し

みでもあります。
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１．はじめに
本学では東大阪キャンパス大規模整備計画「超

近大プロジェクト」を実施しており、その第一期

工事が完了し、2017年４月６日に新たな学術拠

点「ACADEMIC THEATER（アカデミックシア

ター）」が誕生しました。アカデミックシアター

は本学の「実学教育」の拠点として、医学から芸

術まで、多様な専門性を兼ね備えた14学部48学

科と短期大学部のすべての学びが融合する中核施

設として企画、運営されています。

２．アカデミックシアターが目指す新た
な価値
「偏差値では計ることのできない次元の違う独

自性を持った大学になる」これは本学の掲げる新

たな大学としての姿勢の一つであり、私たち教職

員が一丸となって取り組むテーマです。アカデミ

ックシアターはまさにこの独自性を発揮する象徴

的な施設になるべきであると考えています。では、

偏差値では計ることのできない価値と何か。この

問いに向かい合った時、答えとして導き出したの

が、不確実な世の中において、答えのない問題に

真正面から立ち向かうことのできる人材を輩出す

ることでした。つまり、これまでにない価値を創

造する「起業家的人材の育成」です。アカデミッ

クシアターでは、学部での専門的な学問をベース

としつつも、ビジネスとして領域横断的に物事に

チャレンジできる「インキュベーションファクト

リー」というプロジェクトを立ち上げ課外講座と

して学生にプログラムを提供しています。そして、

この取組みを通じて多くの起業家を輩出する仕組

みを作ることこそが本学が学生に、そして世の中

に必要とされる「偏差値では計れない価値」にな

ると考えています。

３．起業家的人材育成の取組み
インキュベーションファクトリーの中核プログ

ラムとして３つの活動を展開しています。一つ目

は、Lean LaunchPadプログラムです。これは、ス

タンフォード大学で教鞭をとるシリアルアントレ

近畿大学
アカデミックシアター事務室主任 寺本　大修

日本一多くの学生起業家を生み出す大学への挑戦

プレナーでもあるSteve Blank氏が提唱する起業家

育成プログラムで、アイデア発想からビジネスモ

デル、そして仮説検証までを理論的に学ぶことの

できる講座です。次に二つ目が、STARTUP

ACADEMY KINDAIです。この講座では特にビジ

ネスを実践することが求められており、講座受講

生は社長として、実際に商品を販売し、利益を得

るという実践経験をします。学生は、上記二つの

講座を軸に「理論」を学修し、「実践」する力を身

につけます。そして最後の三つ目は、本当に起業

家として立ち上がる後押しを実施する「OKonomi

（おこのみ）」というプログラムです。このプログ

ラムは2019年７月から新たにスタートした仕組

みで、VC（ベンチャーキャピタル）、起業家によ

る審査会を月一回ペースで実施し、合格チームに

は30万円の法人設立準備金と１年間の事業成長

メンタリングを提供するというものです。７月か

ら開始し、10月時点で11チームが審査会に挑戦

し、すでに４チームが法人設立（準備中含む）し

ました。今年度は合計10件の法人立ち上げを目

指しており、さらに５年間で合計100件の法人立

ち上げを目指し、起業家を育む土壌を作っていき

ます。

４．アカデミックシアターの考える起業
家的人材像
東大阪に本部キャンパスを構える本学としての

“らしさ”を築いていきたいと考えています。そ

れは、本格的な実践のノウハウに浪速商人らしい

泥臭さをミックスした本学ならではの多様な、な

んでもアリの起業家です。学生と話をすると、よ

く耳にする起業家のイメージがあります。それは、

世の中を革新するイノベーティブな価値を創るこ

とこそが起業家であるという大きな理想です。し

かし、その理想への一歩目は、もっと身近で、今

できる何か、でいいのではないか。その一歩目を

踏み出す勇気と機会を与えることが重要ではない

かと思っています。学生の挑戦を肯定し、後押し

する仕組みを作ることで、「学生起業家数NO.1と

言えば、近大」を目指します。
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１．女子大学の新たな使命とビジネス教育
本学は、2013年度に経営・経済を学ぶグロー

バルビジネス学部ビジネスデザイン学科を創設し

ました。毎年多くの学生がこの分野に関心を抱い

て入学しており、従来の女子大学のイメージを刷

新する新たな領域を開拓できたのではないかと考

えています。

近年、女性活躍社会の実現が掲げられています

が、残念ながら課題は山積しています。ジェンダ

ー不平等状況を示す「ジェンダー・ギャップ指数

2018（世界経済フォーラム）」によると、日本は

149ヵ国中110位という低い水準に留まりまし

た。この指数は、政治的参加度、経済的参加度、

教育達成度、健康及び生存の４指標によって構成

されますが、我が国の特徴は、教育・健康面で世

界トップクラスでありながら、政治・経済面での

実績がその地位を引き下げているというギャップ

の大きさにあります。

現実問題として女性が社会で実務に携わると、

ライフステージの途上で、あるいは異なるコーホ

ートとの関係において様々な障害に接することに

なりますが、人材としてのポテンシャルが高けれ

ば、そこで抱くアンビバレントな葛藤は一層深刻

となります。そうした壁をどのように乗り越えて、

ビジネスという価値創造の場面で、自律した個と

して自らのキャリアを如何に形作っていくかを示

していくことも、女子大学の重要な使命と言える

でしょう。

２．３つの集中領域で磨くビジネスの力
ビジネスデザイン学科では、価値創造の源泉を

顧客づくり、組織づくり、経営資源づくり、視野

づくり、経済学的思考からなる「ビジネス５つの

知」と捉え、科目間の関係性を意識したカリキュ

ラムを提供しています。また、グローバルな視野

の獲得に不可欠な英語力を養うため、英語科目は

習熟度別とし、本年度に本学キャンパスに移転し

たテンプル大学日本校を含む協定校への留学も推

奨しています。１年次には「ビジネス５つの知」

の基礎と英語力を磨き、２年次前期には全員が本

学の海外キャンパスである昭和ボストンに留学し

ます。

大学生活の後半では、学生が、卒業後の進路を

念頭に３つの集中領域（トラック）からひとつを

選び、所属ゼミナールの専門性と連動させつつ、

トラック内の科目群を集中的に履修選択すること

で、理論と実践の両輪で知識習得を自らデザイン

昭和女子大学　
グローバルビジネス学部ビジネスデザイン学科准教授 藥袋

���
貴久
����

ビジネス創造を通して社会を彩り豊かにする
女性人材の育成

する仕組みを提供しています。３つの集中領域と

は、英語力とリーダーシップを獲得して協定校留

学に挑戦し、グローバルなビジネスシーンで共感

力をもって活躍できる人材輩出を目指す「グロー

バルビジネス」、創造性と革新性をテーマに、情

報通信技術を使いこなして新たな市場創造を担う

人材輩出を目指す「ICTイノベーション」、論理

的思考を身につけ、構想力と現場力をもって課題

解決に取組み、顧客志向の事業開拓を牽引する人

材輩出を目指す「ビジネスデザイン」の科目体系

をさします。

特に、新機軸となる「ICTイノベーション」で

は、すぐにWebサービスを展開できるようなプロ

グラミング学修や数的処理能力を高めるデータ解

析、インターネット協会加盟企業と連携したIoT

時代の分野横断型人材育成プログラムなど、ベン

チャーや起業にも焦点を当てたユニークな講義を

展開しています。卒業後のキャリアとして自ら業

を起こすことも選択肢のひとつでしょう。起業に

は、資金調達、会計、租税の知識が不可欠ですが、

学生は、会計ファイナンス学科（2018年度設置）

開設科目の一部も履修することができます。

３．凝集性の高さを活かしたプロジェク
ト活動
マーケティングを専門とする筆者のゼミでは、

プロジェクトと称して企業の方々にご協力いただ

き、商品・サービスの開発、販売促進や店づくり

の提案など現場の課題解決の一端を、現在進行形

で経験できるよう工夫しています。ビジネス開発

に必要なビジョンを自ら描く力を育成するため

に、学んだ知識を現場に活かすだけでなく、現場

で必要とされる知識も学ぶことが重要で、そうし

た実践的な学びのサイクルを身につけてもらうこ

とが目的です。

女子大学で教鞭をとっていますと、グループワー

クにおける凝集性の高さ（まとまりの良さ）に瞠

目する場面があります。大学生活において女性が

リーダーを務める機会は、共学校と比べて格段に

多いと言えるでしょう。私達は、これらを学科の

特色と捉え、ビジネスコンテスト参加や政策提言

など各ゼミの専門性に沿ったプロジェクト学修を

積極的に導入し、実社会との接点において学生達

の活動成果が日々積み上げられています。こうし

た「シスターフッド」の醸成は、未来の経済社会

を彩り豊かにするための重要な要件となると考え

ているのです。
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１．はじめに
本学は、「すすんで世界に雄飛していくに足る有能有

為な人材、真の国際商業人の育成」を建学の精神に掲
げ、1965年度商学部１学部からスタートし、現在は５
学部１研究科からなる都市型総合大学です。本学が起
業教育に取組み約20年となります。本稿ではその中心
を担ってきた「起業塾」に関して、少し説明させてい
ただきます。

２．起業塾
本学における起業教育は、起業により自分の力で未

来を切り拓く学生の育成と、起業の過程を通して社会
を体験することを目的に、2001年度に開講した起業塾
と題する全学共通科目で行われています。
起業塾は、起業体験を目的に、会社を立ち上げ、ビ

ジネスプランを立案し、学内で起業を行い、株主総会
で会社を整理することまでを模擬的に実践する「起業
塾１」と、起業プランニングの実践を目的に、起業家
や各分野の実務家を講師として招き、ビジネスアイデ
アの発想法、人事･労務の知識、実践的マーケティング、
財務分析の基礎等をオムニバス形式の座学で学びつつ、
ビジネスプランの作成に取組む「起業塾２」からなり、
共に４単位の通年授業として開講されています。これ
ら二つの授業は、年度を分けて履修することもできま
すが、多くの学生は同じ年度内に平行して履修してい
ます。

３．ユニークな実践例
起業塾では二つの授業が連携しながら、学生がビジ

ネスアイデアを生み出しそれをプラン化し、学内で模
擬的に起業することを求めます。今年度の受講生の学
内起業実践例から、ユニークなビジネスアイデア２例
を紹介させていただきます。
一つは、流通学部２年の男子学生のアイデアである

「レンタル傘スポット」です。学内５箇所にレンタル傘
のラックを設置し、１日100円で使用できるようにし
たものです（写真１ レンタル傘スポット）。利用者は、
はじめにQRコードから利用者登録を行い、翌月に利用

阪南大学
流通学部教授・副学長 加藤　清孝

阪南大学における起業教育　　　　　　　

額の合計を払う制度となっています。このビジネスを
始めた学生は、毎日片道２時間かけて通学しています。
通学時の負担を少しでも軽減したいと考えたとき、荷
物の量を減らすことが重要であり、中でも一番嵩張る
物が傘であることに気づきます。「傘を持ち歩かなくて
もいいようにしたい」と考え、このビジネスを構想し
たといいます。この学生は、起業塾を通して、起業へ
のモチベーションが高められ、さらにビジネスプラン
を「自分のビジネス」として大事に育てていくことの
気持ちができたと述べています。
もう一つは、キャンパスを飛び出し故郷である鳥取

県米子市に、夏休み期間限定でタピオカドリンク専門
店を開業した例です（写真２ タピオカドリンクショ
ップ開店風景）。このビジネスを始めたのは経営情報学
部３年の女子学生で、日頃より地元米子市の活性化に
貢献する方法を考えていました。その様な中、昨年よ
り全国的に大ブームとなっているタピオカドリンクが、
地元米子市では扱っている店がないことを知り、自分
で店を立ち上げることを決意したのでした。タピオカ
や牛乳の調達先確保のために、幾度となく大阪と米子
の間を日帰りで往復し、地元農業協同組合やNPO法人
の協力のもと、開業にこぎ着けました。40日に満たな
い営業期間でしたが、当初の売り上げ目標を約１週間
で達成することができました。彼女は、起業塾で学ん
だ、事業計画書に対する考え方と作成の仕方が非常に
役だったと述べています。
このように、起業塾での学びは、学生のビジネスア

イデアを形にするために重要なサポート役を果たして
いると考えられます。

４．起業教育と今後の課題
約20年間続けてきた起業塾ですが、いくつか課題も

浮き彫りになってきています。はじめに、IT関連企業
を中心として、様々な起業家が世間の注目を浴びる昨
今ですが、学生達の中では起業への認識や意欲は決し
て高くないと思われることです。「仕事は与えられるも
の」との思いが強い学生が多く、このような学生に
「自分で自分の仕事を作り出す」との意識を育てること

は簡単ではありません。これは、近年の
好調な就職状況の影響もあると思われま
す。実際、起業塾の受講者数は2015年度
を境に、減少しています。
とはいえ、学生達の発想は豊かで、起

業塾受講生からは様々なビジネスアイデ
アが生み出されます。現在は、それらを
学内で模擬起業として実践していますが、
今後は、実社会で実践する機会を提供す
ることも必要です。空き店舗の利用など
地元商店街との連携や卒業生ネットワー
クの活用を通して、学外拠点を確保する
ことが今後の課題の一つと言えます。
チャレンジ精神旺盛な起業家マインド

を持つ学生を育てることは、建学の精神
にも通じます。様々な課題を克服しつつ
起業教育をさらに発展させていくことは、
本学の社会に対する役割と考えます。写真２　タピオカドリンクショップ開店風景写真１　レンタル傘スポット
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特　集

イノベーションの担い手を育成する起業教育－１

１．はじめに
昨今、社会問題である「人口減少」、「少子高齢

化」の波が急速に押し寄せています。地方におい

ては特に顕著であり、生産年齢人口の減少が大き

な課題になっています。本学では、将来の事業の

担い手となる若者に対し、イノベーションを起こ

し地方活性化を自らが体現するための教育を地域

教育機関として積極的に取組んでいます。

２．人材育成教育EDGE-NEXTとは
本学は、平成29年度より早稲田大学を主幹機

関としたEDGE-NEXTコンソーシアムに、東京理

科大学、滋賀医科大学、多摩美術大学とともに参

画しています。EDGE-NEXT （Exploration and

Development of Global Entrepreneurship for NEXT

generation） とは、文部科学省の「次世代アント

レプレナー育成事業」プログラムであり、次世代

のアントレプレナー（起業家）の育成を大学が中

心となり促進する５年間の事業です。

本学でも独自のプログラムを開発し、平成30

年度から授業を開講しています。この事業で最も

重要なのは「起業家精神を有する人材の育成＝尖

った人間の育成」です。求められる人材とは、

“自分の挑戦目標に対しリスクを恐れず実行する

人材”、“独創的なアイデアを持つ人材”です。参

加者のレベル・目的に応じて主に３つのプログラ

ムを有し、教育しています。

①　地域連携起業家育成教育プログラムでは、地

域課題をテーマに、行政・地域企業・学生が課

題解決に向けたプロジェクトを立ち上げ、解決

策をコミットし確実に地域に実装していきます。

飯豊町のケースでは、地元酒造と連携し、

地元に自生するヒメサユリから採取した酵母

を使った日本酒造りに取り組んでいます。ラ

ベルデザイン、販売戦略提案やイベント企画

を実施し、新しい日本酒で地域活性化を目指

しています。

②　起業家育成教育プログラム（基礎編）は、

大学生、一般社会人を対象に、前期８回、後

期８回を土曜日に開催しています。20名を

超す業界で著名な外部講師を招き、講義・講

演、グループディスカッション、チーム発表

を通し、起業家精神（マインドセット）と起

業に必要な知識（スキルセット）を自分の事

業イメージを育てながら、習得させていきま

山形大学　
国際事業化研究センター長 小野寺　忠司

山形大学における「次世代アントレプレナー育成」
〜地域活性化を体現する尖った人材の育成〜

す。昨年度の受講生の中から、５件が事業化

されました。その中の一つ、本学工学部の学

生が設立した、起業したい学生を支援するベ

ンチャー企業「インキュベーションポートや

まがた株式会社（iPY）」は、学生の事業アイ

デアを育成し、資金面での支援を行い、事業

の実現化を目指しています。新事業が軌道に

乗れば、会社設立を行い独立（船出）させて

いく母港の役目を果たします。

③　起業家育成教育プログラム（実践編）は、

山形県の委託事業である「山形県ものづくり

ベンチャー創出支援事業」を本学国際事業化

研究センターで事業採択し実践編として実施

しています。企業、研修者、学生が持つ具体

的なシーズ技術や事業アイデアを事業化する

ために、１年目はハンズオンで顧客価値策定

及びビジネスプラン策定を行い、２年目は資

金調達を支援し事業化、事業拡大を目指しま

す。現在までに40チームほどを支援してお

り、２年目に支援した企業は、10億円近い

補助金や投資を獲得しています。

他にもグローバル人材に必要な英会話の教育

や、データ関連人材の発掘・育成のためにプログ

ラミングスクールを実施しています。

３．本学人材育成プログラムの特徴
本学がHUB（ハブ）となり、本学の学生はも

とより、県内および隣県の大学生、また企業に対

してもオープンにプログラムを提供しており、さ

らに今年度からは、県内の中高生向けにも教育を

拡大しました。加えて、山形県・市町村、教育機

関や報道機関とも連携し、関係機関一丸となった

人材育成を実施しています。実例として、東北地

方の学生及びベンチャーを対象にした「みちのく

イノベーションキャンプ」を２泊３日の合宿形式

で開催、延べ417名の参加がありました。また、

大学が主体となり、行政、報道と連携し県内中高

生対象の「やまがたイノベーションキャンプ」を

３泊４日の合宿形式で開催、県内の中学・高校生

30チーム（83名）が参加しました。

このEDGE-NEXTプログラムを通して、若者の

起業に対する意識や意欲の変化を非常に感じてお

り、起業家精神のさらなる醸成に努め、「山形県

から日本、そして世界をリードできる人材」を育

てていきたいと考えております。
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研究データ検索基盤CiNii Research

国立情報学研究所　オープンサイエンス基盤研究センター

１．はじめに
国立情報学研究所（以下、NIIとします）が構築

を進めている研究データ基盤NII Research Data

Cloud（NII RDC）は、研究データの管理基盤、公
開基盤、検索基盤という３つの基盤から構成され
ています。今号では、この中から研究データ検索
基盤について紹介します。

これまでNIIは、日本の学術情報流通に関わる
様々な検索サービスを大学の研究者や学生、図書
館員などに提供してきました。NII学術情報ナビゲ
ータCiNii（https://ci.nii.ac.jp）は、学術論文や会議
抄録、大学図書館の蔵書、博士論文といった学術成
果情報についての検索サービスです。科学研究費助
成事業データベースKAKEN（https://kaken.nii.ac.jp）
では、文部科学省および日本学術振興会が実施す
る科学研究費助成事業により行われた研究の採択
課題や研究成果報告書などをデータベースに収録
して、検索サービスとして提供しています。学術機関
リポジトリデータベースIRDB（https://irdb.nii.ac.jp）
では、日本の機関リポジトリに登録されたコンテ
ンツのメタデータを集約して、データベースとし
ています。

学術情報の検索サービスに新たに求められてい
るのが、研究データについてのサポートです。オ
ープンサイエンスでは、論文だけでなく研究デー
タを含む研究成果を積極的に公開することで、論
文だけではなし得なかった再利用や分野横断型研
究への発展を促進しようとしています。別の側面
としては、論文のもととなった研究データを論文
の補足として公開することは、研究成果の再現性
や透明性にとって重要です。以前より生物学や臨
床医学といったいくつかの研究分野では、雑誌論
文に投稿する際に研究データを公開することを求
められることがありましたが、最近は多くの分野
で雑誌論文の投稿規定として研究データの公開に
ついて言及されるようになってきています。

政府関係機関事業紹介

そのような状況変化の中で、学術論文の検索を
提供しているCiNiiにおいても、論文の詳細情報と
して補足物が表示できたり、研究成果物の一種と
して研究データそのものが発見できるようになる
ことが求められてきました。そこで現在新しく開
発を進めているのが、CiNii Researchです。

２．新しい学術検索サービス CiNii Research
従来のCiNiiは学術成果情報を主な検索対象とし

ていましたが、CiNii Researchでは視点を変えて広
く研究活動に関わるものを検索対象とします。論
文や図書といった伝統的な研究成果物だけではな
く、研究データやソフトウェアといった新しいタ
イプの研究成果物や、KAKENが扱っているような
研究プロジェクトや研究者といった研究活動に関
わる様々な事象をつなぐようにデータベースの整
備と検索サービスの開発を進めています。これに
よって、今読んでいる論文に使われているデータ
を探したいといったように、様々な切り口から検
索して、関連する情報を辿ることで目的のものを
発見できるようにします。

CiNii Researchでは様々なデータソースからメタ
データを収集して活用しています。CiNii の論文
2,000万件や図書1,200万件、KAKENの研究者20
万人・助成60万プロジェクトに加えて、IRDB を
介した各大学機関リポジトリ、JaLCやDataCiteと
いった研究データのためのDOI登録機関、ならび
に分野データリポジトリなどからメタデータを収
集しています。これらのメタデータの形式はデー
タソース毎にすべて異なるため、CiNii Research用
に統一した形式に合わせて変換することで利用し
ています。現時点で約6,760万件収録しています。

CiNii Researchでは、単に集めたメタデータをそ
のまま検索できるようにしているのではなく、論
文、研究データ、研究者といった検索対象として
想定している学術情報資源の間を名寄せして関係
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政府関係機関事業紹介

リンクを構築することで、緩やかなデータ統合を
しています。これをCiNiiナレッジグラフと呼んで
います。名寄せとは、例えば複数のデータソース
に同じ論文や研究者がある場合に、それを統合し
て扱うようにすることです。関係リンクとは、例
えばある論文を書いた研究者や、ある研究データ
を用いて書かれた論文、ある論文を引用している
論文といったように、学術情報資源間にある何か
しらの関係を明示したものです。一つ一つは単純
な関係ですが、それを集めると巨大なグラフとな
るのです。

図１にCiNiiナレッジグラフを可視化した例を示
します。ネットワーク図の円形のノードは個別の
論文や研究データ、研究者などを表しています。
また、エッジはノード間の関係を表しています。

の研究者が研究データを公開する場所の一つとし
て考えられています。連携を強化するために、
2019年４月にIRDBの完全リニューアルを行いま
した。新しいIRDBは、日本の機関リポジトリコミ
ュニティであるオープンアクセスリポジトリ推進
協会（JPCOAR）が策定した新しいメタデータス
キーマ（JPCOARスキーマ）をベースに作られて
います。これにより研究データが扱いやすくなる
ほか、研究者や学術資料を識別するためのIDを流
通しやすくなるといったメリットがあります。ま
た、メタデータのエラーチェックや正規化も可能
となっており、問題があった場合は機関側と連携
して修正をするということも行っています。なお、
機関リポジトリ自体の強化については、次号で紹
介する予定です。

次に想定しているのが、各大学や研究機関が持
っている研究データリポジトリやアーカイブとの
連携です。研究データ共有は、すでに分野内の研
究者間では行われていることが多く、分野で有名
な研究機関が研究データリポジトリをホストして
いることがあります。国立情報学研究所では、情
報学分野の研究向けに企業や研究コミュニティが
提供するデータセットを集約した情報学研究デー
タリポジトリ（https://www.nii.ac.jp/dsc/idr/）を提
供していますし、東京大学社会科学研究所附属社
会調査・データアーカイブ研究センター（https://

csrda.iss.u-tokyo.ac.jp/）では、統計調査・社会調
査の個票データを収集・保管・提供しています。
CiNii Researchでは、分野別データリポジトリのメ
タデータを収集してナレッジグラフに統合するこ
とで、分野横断的な検索を提供したいと考えてい
ます。これはオープンサイエンスの目標の一つで
ある分野横断型研究への発展にとって重要な一歩
です。

４．おわりに
CiNii Researchは2020年度内の公開に向けて、

鋭意開発中です。CiNii Researchによって広く日本
の研究成果をつながりから探せるようになること
で、新しい研究のきっかけになることができれば
幸いです。

図１　CiNiiナレッジグラフ可視化例

３．大学や研究機関との連携
CiNii Researchをより良いものにしていく上で、

大学や研究機関と連携することは大切です。これ
までのNIIの検索サービスにおいても、大学機関と
の連携でデータ作成が行われてきました。論文検
索であるCiNii Articlesや博士論文検索であるCiNii

Dissertationsでは、大学側で管理されている機関
リポジトリのデータをIRDBに集約することで、利
用しています。大学図書館の蔵書検索であるCiNii

Booksは、大学図書館の方々に書誌や蔵書につい
てNIIのデータベースに入力して頂いたものを、ウ
ェブから検索できるようにしたものです。

まず想定していることは、機関リポジトリとの
連携を強化することです。機関リポジトリは大学
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国際学術無線LANローミングサービス
eduroam

国立情報学研究所　学術認証推進室

１．はじめに
前号の「学認」につづき、本号は「eduroam」

をご説明いたします。eduroamは、大学・研究機
関等学術機関が運用する無線LANによるインター
ネットアクセスサービスを、相互に提供しあうた
めの枠組みです。eduroamサービスは世界中で展
開されており、日本国内では「eduroam JP」[1]の名
前で国立情報学研究所（以下、NIIとします）が取
りまとめを行っています。

eduroam JP加入機関であれば、国内のみならず、
海外のeduroam加入機関で提供されるサービスを
利用することができます。

２．eduroamとは
eduroamは、ヨーロッパの教育研究用ネットワ

ーク運営組織GÉANTで開発された、教育・研究機
関向けの学術無線LANローミングサービスです。
このサービスは現在100を超える国・地域で展開
されており、教育・研究に関する組織間での無線
LANローミングサービスのデファクトスタンダー
ドとなっています。各国・地域ごとに加入機関の
取りまとめを行う組織があり、それらの組織が
GÉANTを通じて国際的な接続を行うことで、全世
界での共通サービスを実現しています。日本では
NIIが国内加入機関を取りまとめています。

eduroam加入機関に所属し、eduroam接続用アカ
ウントの発行を受けた利用者は、訪問先のeduroam

加入機関において、eduroam全体の共通SSID：
eduroamを発信する無線LAN接続ポイントに接続
することで、無線LANを利用することができます。
それと共に、他のeduroam加入機関から訪問して
きた利用者に、自機関の無線LAN環境を、SSID：
eduroamを発信する接続ポイントを通じて提供し
ます。

近年では様々な公衆無線LANサービスが運用さ
れています。例えば、携帯電話キャリアが自社の
携帯電話回線契約者に提供するものは多くの契約
者に利用されています。

政府関係機関事業紹介

eduroamは主に加入した教育・研究機関により、
全加入機関の構成員に対して無線LAN環境が提供
されるサービスである、と言えます。eduroamを
利用できるのは、原則としてeduroamに加入して
いる機関の構成員に限られます。

海外でのeduroamの利用者は小学生から大学院
生、教職員まで含まれ、国や地域によっては生徒
や学生の保護者にアカウントを発行しているケー
スもあります。eduroamに加入する各学校や大学、
研究所にはeduroamの接続ポイントが整備されて
います。また、加入機関外でも鉄道の主要駅や空
港などにeduroamの接続ポイントが整備されてい
る国もあります。なお、接続ポイントの位置は
GÉANT提供の基地局マップで確認することができ
ます[2]。

eduroamでは、利用者の認証にIEEE802.1xを用
いています。IDとパスワードによる認証のみでな
く、クライアント証明書を用いた認証も可能なた
め、正しく設定を行えば、よりセキュアな利用者
認証が可能です。NIIの「UPKI電子証明書発行サ
ービス」[3]にて発行されたクライアント証明書を用
いることも可能です。また、正しい設定を半自動
で行うための補助ツールがGÉANTより提供されて
います[4]。

３．日本におけるeduroam
日本では、「eduroam JP」の名称で、2006年か

ら実証実験を開始し、2016年から本格的な運用を
開始しました。NIIでは、大学、短大、高等専門学
校、研究所などの高等教育研究機関を対象に加入
を受け付けており、2019年８月末時点で262の機
関がeduroam JPに加入しています。

eduroamの利用できる場所については、加入機
関の構内だけでなく、民間事業者が市街地や宿泊
施設、会議場、喫茶店、公共交通機関の駅などに
eduroamの接続ポイントを設置している例があり
ます。関東圏だけで、喫茶店、貸会議室などに整
備された接続ポイントが約130か所存在します。
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政府関係機関事業紹介

eduroamの利用を小中高校へも広げようとする
動きがあり、NIIの高等教育研究機関用サービスと
は別の運用体制での参加が検討されています。

４．eduroam JPのサービス
eduroam JPでは、海外を含めた接続ポイントと

各加入機関の認証サーバでの認証情報のやりとり
の仲介を行っていますが、これ以外にもいくつか
のサービスを提供しています。

eduroamで構成員が利用するアカウントについ
ては、自機関でRADIUS認証用サーバを運用し、
既存の認証基盤等と連携させることで認証する方
法以外にも、これらのサービスを利用することで
代替できます。

認証連携IDサービス
認証連携IDサービス[5]は、利用者がサービスの

システムを操作して自分でeduroam用のアカウン
トを発行するサービスです。

このサービスは学認[6]のSPとして登録されてお
り、学認参加機関の利用者であれば自機関のIdPで
認証することでこのサービスにログインし、自分
がeduroam接続時に利用するアカウントを発行す
ることができます。

さらに教職員の場合は打ち合わせなどで訪問し
た部外者に対してゲストアカウントを発行するこ
とができます。この通常のゲストアカウントは原
則としてアカウントを発行した機関が設置した接
続ポイントからしか利用できません。また、イベ
ントや学会などを開催する際に、一時的に大量に
ゲストアカウントを発行する機能もあります。こ
ちらは利用制限のある学内開催用と利用制限のな
い学外開催用のゲストアカウントの２種類が発行
できます。ただし、いずれのゲストアカウントも
本サービスの利用機関単位で発行可否が設定され
ますので一部の機関では発行できません。詳細は
所属機関の担当者にお問い合わせください。

学認参加機関は、このサービスを利用すること
で自機関でのRADIUS認証用サーバの運用をせず
に済みますので、自機関でのRADIUS認証用サー
バ運用が難しい場合に利用をご検討ください。

代理認証システム
代理認証システム[7]は、各機関のeduroam運用の

担当者が、Webインタフェースを通じてeduroam

用のアカウントを発行するサービスを提供しま
す。こちらも、自機関でRADIUS認証用サーバの

運用が難しい場合にご利用いただけます。
担当者自身が発行手続きを行う仕組みとなって

いるため、発行されたアカウントの配布について
は、各機関で配布方法をご検討ください。利用を
終了したアカウントについては、担当者がロック
することで無効化できます。

どちらのサービスも、自機関でのRADIUS認証
用サーバの運用と併せてご利用いただくこともで
きます。例えば自機関の構成員のアカウントは自
前の認証基盤とRADIUS認証用サーバの組み合わ
せで認証し、ゲストアカウントについては認証連
携IDサービスのゲストアカウント発行機能や、代
理認証システムで発行したアカウントをあてる、
といった運用も可能です。

eduroam JP運用連絡会
各加入機関担当者の連絡先を登録し、インシデ

ント等が発生した際に関係機関の担当者の連絡先
を相互に開示することで、協力して問題の解決に
あたります。

５．おわりに
本稿では、NIIが展開する認証事業のうち、「eduroam

JP」について紹介いたしました。eduroamは世界
中にサービス展開されており、多くの大学等を訪
問した際に無線LAN環境を利用することができま
す。

また、eduroam JPでは、先に紹介いたしました、
「学認」や「UPKI電子証明書発行サービス」を組
み合わせて活用することができます。NIIが提供す
るほかの認証サービスと併せて、eduroam JPへの
ご加入をご検討ください。

eduroam JPに関するご質問につきましては、
eduroam-office@nii.ac.jpまでご連絡ください。

参考文献および関連URL
[1] eduroam JP, https://www.eduroam.jp/
[2] 基地局マップ，

https://monitor.eduroam.org/eduroam_map.php?type=all 
[3] UPKI電子証明書発行サービス, https://certs.nii.ac.jp/
[4] eduroam CAT（解説ページ）, 

https://meatwiki.nii.ac.jp/confluence/x/hx2_AQ
[5] 学認, https://www.gakunin.jp/
[6] 認証連携IDサービスについて, 

https://meatwiki.nii.ac.jp/confluence/x/8ldHAQ
[7] 代理認証システム, https://www.eduroam.jp/deas/



12月 ３日（火）、 ６日（金）、
９日（月）、10日（火）、

18日（水）

月　日

２月18日（火） 日本電気（東京、港区）産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
２月12日（水）

２月25日（火）
２月26日（水）・27日（木）
３月 ４日（水）

内田洋行（東京、中央区）

日立製作所（東京、品川）
追手門学院大学（大阪、茨木市）
富士通（東京、浜松町）

産学連携事業 ［社会スタディ］

産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］

１月26日（日） 帝京平成大学（東京、中野）栄養薬医歯看護学G分野連携対話集会
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月　日 会議名 会　場

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授

業改善の動向を把握できます。
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「教育改革ICT戦略大会」の加盟校参加者は講演・発表時のパワーポ
イントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 会　場
１月 ９日（木） アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）新年賀詞交歓会

1

私情協ニュース

2019年度行事日程と加盟校のメリット

令和元年

令和２年

12月14日（土）

12月16日（月）

12月21日（土）

日本大学（東京、市ヶ谷）

同志社大学（今出川キャンパス）
法政大学（東京、市ヶ谷）

社会福祉英語法律社会教育統計体育政治国際関係
コミュニケーション関係学G分野連携対話集会
大学職員情報化研究講習会［ICT活用コース]
経営経済会計心理被服理工系数学
美術デザインG分野連携対話集会

3日（近畿大学）、      6日（九州産業大学）、
9日（東北学院大学）、10日（北海学園大学）、

18日（静岡産業大学）

地域事業活動報告交流会

３月 ５日（木）
３月13日（金）
３月27日（金）

内田洋行（東京、中央区）
ＡＰ市ヶ谷(東京、市ヶ谷）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
産学連携人材ニーズ交流会
第27回臨時総会
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事業活動報告

ICTを活用した教育改善モデルの紹介

ＩＣＴを活用した教育改善モデルの研究成果を広く理解いただくため、本協会ホームページ
に平成２４年度より掲載の大学教育への提言「未知の時代を切り拓く教育とＩＣＴ活用」の２
章に掲載の31分野に亘る教育改善モデルの考察結果を抜粋して紹介しています。

本章では、未来を切り拓く若者の育成を学士課程教育でどのように実現することが望ましいか、５年先を
目指し専攻分野ごとに理想的な教育の仕組みを追及した改善モデルの構想を提案することにした。構想の基
調は、これまでの教員主導による授業の在り方を振り返り、学生が主体的に授業に取り組み、達成感や自信
を培うことができるよう学生本位の学修の仕組み作りを目指した。そのため、提案している授業改善モデル
の実現には、教員の個人的努力では対応できない教学・経営管理面での課題が山積しており、理事長、学長、
学部長などのガバナンスの決断が求められる。このような背景から本章は、大学ガバナンスに関係される
方々を中心に、学士力の実現に向けた教育現場からの課題を理解いただけるように努めた。

ここに紹介する教育改善モデルは、専攻分野における学士力の到達目標の一部を実現するための授業を構
想したものであり全てではない。医学、歯学、薬学、看護学を除く２７分野の学士力は本協会で考察したも
のであり、医療系の学士力はモデル・コア・カリキュラムによった。本モデルの構成は、第１節が「分野別
教育における学士力の考察｣、第２節が｢到達目標の一部を実現するための教育改善モデル｣、第３節が｢改善
モデルに必要な教育力、ＦＤ活動と課題｣とし、学士力から改善授業のモデル、教員の教育力、ＦＤ活動、
大学の課題と体系的に考察を試みた。以下に、モデルの考察に際して特に配慮した点を掲げる。

①　就職活動による学修期間の短縮問題は、経済界の自主努力で改善されることが期待できるとした。
②　ゆとり教育による学力低下問題は、平成２４年度に中学校、２５年度から高校で新学習指導要領に基

づく課題探求型の学習と自己との関連付けの学習が徹底されることで、今後改善が期待できるとした。
③　｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるようにすることが喫緊の課題であるとし

た。
④　教養科目と専門科目、専門基礎と専門応用の科目の統合を促進するとともに、授業科目を体系化・総

合化するなど、教員間で連携したチームによる学修を組織的に取り入れる必要があるとした。
⑤　授業科目が多く事前・事後学修時間の確保が困難、統合授業など教員間での調整が必要とした。
⑥　学生が自らの問題として授業を受けとめ主体的に学修する理想的な仕組みを創り出すことにした。
⑦　学修成果を質保証するために卒業試験、卒業論文などの出口管理の厳格化、客観的な到達度評価の基

準を作る必要があるとした。また、卒業までに学修成果を確実に修得できるよう学修ポートフォリオ
で不足している能力を洗い出し、大学が個々の学生に学修支援する仕組みを設けることが不可欠とし
た。

⑧　本モデルは、｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるように、教育改善全般に亘り
構想するものであり、教室での対面授業を基本とする中で必要に応じてＩＣＴを用いることにした。

⑨　教育改善のイメージとしては、「教員の授業以外にＩＣＴを活用して社会や世界の学識者と協力して
学べるようにする」、「グループによる学び合いを学修支援システムで展開する他、学修成果を学内外
で発表・講評し、学修成果の振り返りを繰り返す中で学修の通用性を体験させる」、「学生目線でグル
ープ学修の相談・助言を学内ＬＡＮ上で支援する」、｢不足する基礎知識を履修後も教員間の連携によ
り学内ＬＡＮ上で卒業までの期間を通じて定着・発展させる｣、「学外教員による口頭試問の外部評価
試験」などとした。

⑩　教育改善モデルの実現性を高めるため、教員に期待される教育力を考察した。専攻分野における教員
の姿勢、高度な知識、経験の視点から専門性を整理した上で、改善モデルに求められる特徴的な教育
力を抽出し、その上で教育力を高めるＦＤ活動とＦＤ活動活性化に求められる大学の課題を整理した。
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社会福祉学は、人権尊重と社会正義の理念に基づき、人間らしい生活の獲得と生活の質の向上を目
指し、人と社会環境の間に生じた貧困・差別・虐待などの生活問題の解決、自立のための支援方法の
開発、施策の研究を通じて共生社会の実現に貢献することを使命とする。
現代社会は、超少子高齢社会が進展する中、社会経済の衰退化、貧困層の拡大化、地域社会のつな
がりの希薄化、社会的孤立の増大、災害被災者問題など解決すべき課題が山積している。このように
顕在化している問題に加え、まだ社会的に認知されていない諸問題を発見、分析して社会に発信する
とともに、具体的な対応策の提示を通じて、制度・政策に反映させていくことが期待されている。
こうした前提を踏まえ、社会福祉学教育では、人権意識とエンパワメントの視点に立ち、人と社会
との間に起こる生活問題を研究・分析できる力、それを解決するための社会資源の開発、仕組みづく
り、問題を発掘する力及び連携・協働する力の修得を目指している。なお、こうした実践力を涵養す
るために、実習・演習教育を重視していることから、それによって得られる経験知・実践知は、福祉
専門職のみならず、社会の様々な分野において活用できることが期待されている。
そこで、社会福祉学教育における学士力の到達目標として、以下の五点を考察した。
第一に人間と社会環境の視点から、現代社会の生活に関わる諸問題を把握し、社会福祉の意義と機
能を理解できること、第二に人権尊重及び社会正義の理念を確認し、ソーシャルワークの目的・価
値・倫理の概要を理解できること、第三にソーシャルワーカーとしての基本的態度を身につけ実践で
きること、第四にソーシャルワークの専門的な知識及び技術を活用できること、第五に社会福祉に関
する制度・政策を客観的に分析し、新たな社会資源やサービスプログラムを企画できることとした。

ここでは、人と社会環境の間で起きる諸問題によって、困難な生活を強いられる人々を支援するた
めの知識と技術を学ばなければならない。そのためにまず、現代社会の生活に係る諸問題を分析し、
その諸問題克服のために果たす社会福祉や関連領域の制度・政策を理解し、社会福祉の実践とソーシ
ャルワークの意義が概説できることを目指す。

現代社会と社会福祉など

①　人間という存在と家族、集団、地域、制度など社会環境について概説できる。
②　差別、貧困、家族関係、虐待・暴力、疾病、就労など現代社会における諸問題の発生要因･歴史
的背景・実態について概説できる。
③　現代社会における諸問題と関連付けて、社会福祉の目的・機能を具体的な事例に合わせて概説
できる。
④　社会福祉制度・政策及び関連施策などについて概説できる。

①～④は、社会福祉の意義と機能の観点から、講義、演習におけるレポート、筆記試験などにより
確認する。
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ここでは、社会福祉実践の基盤となる基本的な理念及び価値観、哲学を修得させなければならない。
そのため、国内外で発生している差別、貧困、社会的排除などの抑圧された状況や人権侵害の実態
を把握し、専門職の倫理規範に基づき、エンパワメントと権利擁護の実現に向け、グローバルな視点
で支援過程について考察し、説明できることを目指す。

ソーシャルワーク論など

①　基本的人権について概説できる。
②　性別、国籍、人種、民族、障害、宗教、セクシャリティなど人間の多様性を通して、共生の価
値観について概説できる。
③　人権侵害の状況を理解した上で、エンパワメントの理念と権利擁護の仕組みを概説できる。
④　ソーシャルワーカーの倫理綱領を概説できる。

①～③は、ソーシャルワークの視点から、レポート、筆記試験などにより確認する。
④は、筆記試験、口頭試問などにより確認する。

ここでは、援助効果に多大な影響を与える利用者と信頼関係を形成するために、実際の援助場面に
おいて、ソーシャルワーカーがとるべき基本的な態度を身につけなければならない。そのため、関係
形成に重要な傾聴の技法や受容的・共感的態度を身につけ、実際の関わり場面で表現でき、ソーシャ
ルワーカー自身の価値観が態度に影響を与えることの自覚に立って常に自己を客観的に観察し、自己
理解を深め、自己覚知に至るプロセスを踏めるようにすることを目指す。

ソーシャルワーク演習、ソーシャルワーク実習など

①　他者の話を傾聴することができる。
②　受容的、共感的態度をもって対人関係を形成することができ、他者と協働することができる。
③　守秘義務について理解し、プライバシー保護に努めることができる。
④　援助における自己覚知の必要性を理解し、深めようとする姿勢を持ち実践できる。

①～④は、ソーシャルワーカーとしての基本的態度を身につけるために、演習、実習などにより確
認する。

ここでは、ソーシャルワークの相談援助にはインテーク、アセスメント、プランニング、インター
ベンション、モニタリング、エバリエーションなどのプロセスがあることを理解し、利用者理解のた
めの情報収集とニーズ分析に基づく援助目標の設定ができなければならない。そのため、演習・実習
を通して基本的な技能としてのアセスメント、プランニングのための技術を身につけ、具体的な事例
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を活用し、支援過程について説明できることを目指す。

ソーシャルワーク論、ソーシャルワーク演習、ソーシャルワーク実習など

①　社会福祉サービスの利用者を理解し、ニーズ分析した上で援助目標を設定できる。
②　生活歴、家族関係、経済的背景、心理的・身体的背景など個別的状況を全体的に把握し、アセ
スメントについて理解し、説明できる。
③　ミクロ・メゾ・マクロのソーシャルワークについて概説できる。
④　ソーシャルワークのジェネラリスト・モデルについて概説できる。

①は、社会福祉サービスの利用者ニーズを理解するため、演習及び実習などにより確認する。
②は、社会福祉サービスの利用者の個別的状況を理解するため、演習及び実習により確認する。
③と④は、ソーシャルワークの方法を理解するため、講義、演習におけるレポート、筆記試験など

により確認する。

ここでは、既存の制度及び政策について総合的に分析できる基礎力を身につけさせなければならな
い。そのため、潜在的ニーズの調査を企画・実施し、ニーズ充足に向けた制度・政策の提案、新たな
社会資源・サービスの開発など多様なレベルでの実践を考案し、発信できることを目指す。

地域福祉論、社会福祉調査、福祉行財政と福祉計画など

①　社会福祉制度・政策について理解できる。
②　制度・政策の問題点と課題について説明できる。
③　社会福祉ニーズを把握するための基礎的な社会福祉調査の設計ができる。
④　問題解決のために、行政・地域・市民への働きかけや新たな資源やサービスプログラムの企画案
を作成できる。

①～④は、演習、事例検討、プレゼンテーション、卒業研究などにより確認する。

上記到達目標の内、「人間と社会環境の視点から、現代社会の生活に関わる諸問題を把握し、社会福
祉の意義と機能を理解できる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

①　差別、貧困、家族関係、虐待・暴力、疾病、就労など現代社会における諸問題の発生要因･歴史
的背景・実態について概説できる。
②　現代社会における諸問題と関連付けて、社会福祉の目的・機能を具体的な事例に合わせて概説
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できる。
③　社会福祉制度・政策及び関連施策などについて概説できる。

社会経験の少ない学生に、現代社会における諸問題を共感的に理解させ、当事者の視点で問題解
決に向けて共に取り組んでいく姿勢を持たせることは困難である。加えて社会制度の基本的な理解
が乏しいために現実的な施策を批判的に考察できない。
ここで提案する授業は、疾病、失業、老齢、障害などの理由により社会的に排除されている人々
の生活実態や困難状況について、現実的な感覚の中で理解できるようにし、明確な動機付けと積極
的に関与しようとする態度と制度的課題の分析ができることを目標とする。

ここでは、初年次での教育を想定しているが、学びが４年間を通じて定着できるように、専門・
関連科目との連携の中で常に動機付けや態度・分析視点が身についているかを確認し、実習・演習
などの体験学修を踏まえた授業を前提としている。

以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　ＩＣＴを活用して当事者の発信する情報を収集し、当事者の生活実態を知り問題を理解する。
②　ＩＣＴを活用して社会問題に対する制度・政策、民間団体など支援活動の情報を収集し、グルー
プディスカッションで現状と課題を明らかにする。
③　授業成果の報告を行うとともに、成果を可視化し、社会からの評価を受けることで振り返りを
行い、それを踏まえてさらに発展的な学修につなげる。

以下に学修内容・方法の一例を紹介する（図）。
①　学修グループごとに、貧困ビジネス、災害援助、自殺、国際化などの社会問題の中からテーマ
を選択し、当事者が抱える問題及び社会環境を分析して、その問題の本質を協働的に探究する。
②　この際に、テーマ設定から資料の共有までネットを通じて行える環境を整え、グループによる
学びが活発に行える学修支援シス
テムを駆使して予習・復習を徹
底させる。
③　次に、学修グループごとに制度・
政策や支援実態を明らかにし、当
事者のニーズに合致した支援にな
っているかどうかを検討させる。
④　学修グループごとのディスカッショ
ンは、対面やネットを通じて議論
させ、学修意欲を惹起するととも
に、ネット授業などを活用して遠
隔地の当事者とのコミュニケーショ
ンを図る。また、当事者から生の
情報を即時的に収集できるように



19JUCE Journal 2019年度 No.3

事業活動報告

し、知識を活用するなかで振り返りを行わせる。
⑤　各グループの学びの成果を発表し、全体討議を行うことで、全テーマに共通する制度的課題を
明らかにし、レポートにまとめる。
⑥　グループの協働作業で学んだ成果をネットで内外に発信し、社会の意見を踏まえた振り返りを　
行う。

①　グループでの学びや学修支援システムなどにより、受身の学びから主体的な学びへと転換させ
ることができる。
②　ネットによる情報収集を通して、社会問題についての漠然としたイメージや先入観を払拭し、
自らの関心と関連付けて実態や課題などについての理解を深めることができる。あわせて、膨大
な情報を精査する力を身につけることができる。
③　当事者（団体）や支援活動（団体）などと直接アクセスすることにより、当事者の視点で社会
福祉施策の活用実態を把握するとともに、社会福祉専門職の基本的姿勢や制度政策の課題などを
検討する視点を身につけることができる。

①　リアルな情報交流を可能とする情報の受発信の仕組みなどの整備が必要である。
②　学修を支援するための上級学年生によるファシリテーターの制度化が必要である。
③　関連科目担当教員間の連携を図るためのコミュニケーションシステムの構築が必要である。

この授業の点検・評価・改善は、学生が身についた力を記入した学修ポートフォリオ及び教員
の評価シートなどを組み合わせて、社会福祉の担当教員と社会学、心理学、法学及び医療系などの
関連科目の教員で情報を共有し、ネット上で意見交流して行う。
その中で、社会福祉の意義が体得できているか、総合的に判断できているか、カリキュラム全体
の枠組みについて振り返りを行うとともに、授業内容及び運営の方法などについて、他大学教員、
関係団体のコンソーシアムからの客観的評価を受けることにより、具体的に授業を改善する。

①　グループによる協働学修を基本にした４年間の学びを通じて発展的な学修ができるようにする
ために、上級学年生によるファシリテーター制度と他教科の教員との連携のためのコミュニケー
ションシステムを大学ガバナンスとして構築しておく必要がある。
②　個人情報の保護、プライバシーなど情報倫理教育の徹底が不可欠である。

上記到達目標の内、「人権尊重及び社会正義の理念を確認し、ソーシャルワークの目的・価値・倫理
の概要を理解できる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

①　基本的人権について概説できる。
②　性別、国籍、人種、民族、障害、宗教、セクシャリティなど人間の多様性を通して、共生の価
値観について概説できる。
③　人権侵害の状況を理解した上で、エンパワメントの理念と権利擁護の仕組みを概説できる。
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④　ソーシャルワーカーの倫理綱領を概説できる。

社会人としての経験が少なく、生活空間が大学やアルバイト先などの狭い空間に限られている学
生にソーシャルワークを必要とする人々がどのような社会的環境で生活し、その生活空間が文化的
にどのような過程を経て成立してきているかを理解させることは困難であった。
ここで提案する授業では、グループによる協働学修を基本にして学生一人ひとりが演習や実習で
の学びを通して人権尊重、社会正義の理念を確認し、「なぜこれらの人々や集団･地域に働きかける
ことが必要なのか」を具体的に表現でき、制度に対する改善点や問題点が指摘できることを目指す。

ここでは、社会制度
の現状や現行制度の限
界について学んでいる
ことを前提とする。
卒業するまでの学修
期間を通じた授業改善
モデルであり、特定年
次をイメージしたモデ
ルではない。多様な事
例を通じてソーシャル
ワークが抑圧されてい
る人々に支援を行い、
その要因を除去するた
めに、社会的環境の改
善や改良に向けて働きかける専門職であることを理解させ、ソーシャルワークの目的・価値・倫理
の概要を理解させることを目指す。このためには、上級学年生をはじめ担当教員がネット上で学生
とコミュニケーションを行い、フォローアップできるようにきめの細かい学修支援の体制が必要で
ある（図）。

以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　インパクトある世界中の映像情報・事例から「人々が抑圧されている状況」について学修し、
共感できるようにする。
②　エコロジカルアプローチについて学修し、人と環境との交互作用について概念化させる。
③　ソーシャルワークのジェネラリスト･アプローチについて概念化させる。
④　当事者が暮らす生活環境の社会資源や社会制度をまとめ、用いることができる社会資源や社会
制度からの支援の道筋を導き出させる。
⑤　当事者が暮らす生活環境の社会資源や社会制度をまとめ、不足している社会資源や社会制度を
いかに効果的･効率的に生み出していけるかを学修させる。

以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
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①　学修グループごとに、人々が抑圧されている国内外の状況をＩＣＴを活用して調査し、国家の
抑圧、ジェンダー、震災でケアが必要な高齢者・障害者など多様な事例から学ばせる。
②　当事者及び社会の状況を整理した上で、インタビューや招聘、また、ネットを通じた議論など
を通して生のニーズを把握・分析させる。
③　学修グループごとに、当事者が暮らす地域の社会資産や社会資源について、地理的条件なども
勘案しながら議論してまとめ、議論の過程を学修支援システムで可視化する。
④　社会資源がない状態の中で開発していく方法について、ＮＰＯの事例などを参考としてグルー
プで議論し、ＩＣＴを用いながらレポートにまとめる。
⑤　課題に対して社会資源をどう効果的･効率的に用いることができるのかを、グループ内で検討し、
ソーシャルワーク支援として組み立て、グループごとに発表させる。
⑥　まとめたソーシャルワーク支援を他大学や社会に公開し、社会からの評価を受け、それを踏ま
えてさらに発展的な学修を行う。

①　問題発見、分析、解決までの支援過程について、グローバルな視点で考察、表現し、多様な
人々とコミュニケーションすることができる。
②　世界中の事例を通じて問題意識及び当事者意識を持つことができ、構造、要因、背景の理解が
できる。
③　社会資源をどう開発するか、どのように当事者の人権を擁護していけるのか、といった専門職
の視点で支援方法と過程を考察する力を身につけることができる。

①　海外の大学とディスカッションやプレゼンテーションを可能にする同時通訳機能を持った学修
システムが必要である。
②　関係諸機関・関係者とのネットコミュニケーションを可能とする仕組みなどの整備が必要である。
③　学修支援のための上級学年生・大学院生などのファシリテーター制度によるワンストップ型、
オンデマンドの学修サポートシステムの整備が必要である。

この授業の点検・評価・改善は、学生が身についた力を記入した学修ポートフォリオ及び教員の
評価シートなどを組み合わせて、社会福祉の担当教員と当事者団体、職能団体などとで情報を共有
し、ネット上で意見交流して行う。
その中で、ソーシャルワーク実践について、その目的・価値・倫理・人権尊重などを理解し、身
についているか外部評価を受け、振り返りを行うとともに、授業内容及び運営の方法などの仕組み
について改善を行う。

①　担当教員、上級学年生・大学院生が連携してネット上で学生をフォローアップするきめの細か
い学修支援の体制が必要である。
②　個人情報の保護、プライバシーなど情報倫理教育の徹底が不可欠である。
③　グローバルコミュニティに対応できる柔軟なカリキュラム、授業スケジュールなど、ＦＤ、ＳＤ
の全学的、学部・学科レベルでの連携が前提となる。
④　学内での技術的、倫理的諸問題に関するコンサルテーション・システムの確立が不可欠である。
⑤　学修の効果を測定するための評価システムの開発が必要である。
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①　人権尊重と社会正義に基づく強い使命感を持ち、社会改革と社会福祉の実現に貢献できる専門
家であること。
②　人と社会の多元的・複合的な価値に配慮し、グローバルな視点で国際的共生を考えられること。
③　社会福祉の新たな課題の発見、問題提起、科学的根拠に基づいた解決方法を提言できること。
④　他の専門領域・地域社会の関係者と連携をコーディネートして問題解決にあたれること。
⑤　社会福祉固有の知識・技能・倫理を理解させ、実践的に取り組ませられること。
⑥　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、参加型・発信型の教育ができること。

①　社会福祉学教育の目標に沿ったカリキュラムの全体像と当該授業の位置付けを共有し、学生に
到達度の評価指標を提示できること。
②　教員及び実践現場と協働して教育方法ならびに教材を開発し、授業を効果的に展開できること。
③　学生自身に到達度を把握させ、主体的に学修を組み立てられるなど、学生の到達度に応じた指
導ができること。
④　福祉サービス利用者の視点から実態把握をするために、社会調査の技法を的確に指導できること。
⑤　グループワークなどの技法を用いてフィールドワークを実施できること。
⑥　学修成果のポートフォリオから基礎力の洗い出しを行い、学生一人ひとりに適した指導ができ
ること。
⑦　ＩＣＴを活用して個人情報に配慮した学修成果を発表させ、関連分野の教員・関係団体などか
らの評価を受け、改善できること。

①　教員がＦＤ活動の意義を共有し、授業内容と教育方針を一致させるために継続した活動が必要
である。
②　グループでの学びやフィールドワーク、学修ポートフォリオなどの実践について、ワークショッ
プを組織的に行う必要がある。
③　到達度水準の策定や外部評価による振り返りについて、福祉サービス利用者及び関係者、専門
家などと教員間の研究会を実施する必要がある。
④　グローバルな視点で国際的共生を理解するため、国内外の研修活動に主体的に参加する必要が
ある。

①　授業の録画、教材作成、ネット上のディスカッションを可能にするため、学内外の多様なコン
テンツをアーカイブする必要がある。
②　ＩＣＴを活用した教育方法を支援するために、大学として教育支援体制を構築する必要がある。
③　関連分野の教員や福祉サービス利用者団体など関係機関から協力を得るために、連携の呼びか
け、制度の整備及び財政的な支援を行う必要がある。
④　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。
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2019年度 大学職員情報化研究講習会 
（基礎講習コース）開催報告

2

事業活動報告

本協会では、私立大学における職員への職務

能力の開発・強化支援の一環として、ICT活用

の可能性や工夫について基礎的な理解を深め、

大学の管理運営や教育活動の充実に向けて主体

的に取組む考察力の獲得を目指し、「大学職員

情報化研究講習会・基礎講習コース」を実施し

ている。

本年度は、ICTの活用が大学の管理運営、教

育活動の充実に果たしている役割を認識し、問

題発見・解決プロセスの体験を通じて、自己の

業務の改善や職場における課題解決にICTの活

用を考えて提案できるよう、７月10日〜12日

の３日間、加盟校38大学から77名（昨年度比

23.8％減）の参加者を集め、ダイワロイヤル

ホテル THE HAMANAKOで開催した。

参加者所属部門の内訳は、学事・教務部門が

34％、情報センター部門が19％など、幅広い

部門の参加があった（図１参照）。

図１　参加者の所属部門構成

１．プログラム構成

本コースのプログラムは、大学を取り巻く環

境の変化とそれに対するICT活用の意義等につ

いて情報提供し、グループ単位で大学改革や業

務改善に向けた課題について検討し、解決策の

提案・発表という流れで実施している。今年度

は、あらかじめ、大学教育や大学運営における

重要課題のテーマとして「教育の質保証を目指

した学修成果の可視化」、「全学的教学マネジメ

ントの強化」、「業務改革」の三つを掲げ、グル

ープでテーマを一つに絞り、集中的に討議を行

った。

２．事前課題

今年度は、本研修に入る前に以下の三つの観

点で自己学習を進めた。

一つは、「事前学習レポート」として、上記

の３テーマについて、自大学での取組みや課題

を整理させた。

二つは、本協会Webサイトに文部科学省の政

策や教育関連のキーワードを掲載し、討議に積

極的に参加できるよう、知識・情報の獲得を目

指した。

三つは、参加者自身の目標設定を明確にする

ため、自大学の活動を振り返り、他大学に紹介

する「自己紹介・自大学紹介シート」を作成さ

せた。

３．全体研修

（１）イントロダクション

職員として認識しておくべき社会の変化と大

学教育の役割、大学職員に求められる役割、大

学改革に主体的に取組む心構えについて理解の

共有を図った。また、20代が84％、在職年数別では３年以

下が90％を占めている。なお、男女比は男性

62％、女性38％であった。
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（２）情報提供

ICTの活用が大学の管理運営、教育活動の充

実に果たしている役割の認識を共有するため、

以下の情報提供を行った。

１）「ICTの活用と課題」

遠藤　桂一氏（芝浦工業大学情報システム部長、

運営委員会副委員長）

大学の業務や教育活動におけるICTの活用状

況の過去・現在・未来とこれからの改革に必要

性について、参加者との対話形式で意識付けを

行った。参加者との対話の中で、履修登録、成

績管理、IR、入退出管理、テレビ会議、電子黒

板などICTが多岐にわたって活用されているこ

とを確認した。また、最新のICT技術の例とし

て、AIを活用した学修・生活指導や就職支援の

システム、FAQをロボットで代替するチャット

ボット、定型業務を代替するロボット・プロセ

ス・オートメーションシステムなどの紹介がさ

れた。その上で、業務改革、教育改革にICTを

活用する必要性について、「問題は何か」、「課

題は何か」、「どんな効果があるのか」、「手段は

ICTが最適なのか」十分に深堀することの重要

性が説明された。

２）「学修の質保証・成果の可視化に向けた取組み」

中村　信次氏（日本福祉大学学長補佐、

AP事業推進委員長）

ディプロマポリシーに対する学修達成度の可

視化や、毎年度の学修計画・目標の設定と、振

り返りを通じた学生自身による自律的な学修改

善プロセスなど、学修の質保証のためにデータ

を多面的に組み合わせて活用する仕組みについ

て、日本福祉大学の事例が紹介された。平成

15年度より文部科学省の「特色ある大学教育

等プログラム―グッド・プラクティス(GP)」と

大学教育再生加速プログラムで「卒業時におけ

る質保証の取組みの強化」の採択を受けてきた。

その中で、ポートフォリオによって学生の学修

状況や成績を把握し、ディプロマサプリメント

によってディプロマポリシーに対する学修達成

度の可視化に取組んでいる。具体的には、統合

学生カルテ、学修ポートフォリオ、学修到達レ

ポートのデータを組み合わせて、ディプロサプ

リメントを作成し、卒業時点での学修達成度の

確認やロールモデルによる学修計画立案への応

用を行っている。反面、ディプロサプリメント

通用性の拡大、学修活動に留まらない学生デー

タの蓄積、膨大な学生データのIRとの連動が十

分でないこと、紙情報のデータ化が課題となっ

ている。そのような教育改革の推進に向けて、

これまでの改革行動を大学の風土として定着さ

せること、柔軟なシステム構築、教職協働視点

での取組みが必須であることが説明された。

３）「ロボットの活用による生産性向上に向け

た取組み」

神馬　豊彦氏（早稲田大学人事部業務構造改革　　

担当副部長兼情報企画部マネー

ジャー）

職員の業務を構造的に改革する一環として、

難しい判断を必要としないPC上の定型作業を

自動化するツールとしてRPA（ロボット・プロ

セス・オートメ－ション）を導入している。
適用事例としては、留学奨学金の在籍確認、

会議資料の準備、発注情報の登録・印刷、Web

科目登録・検索・確認、試験アンケートなどが

あげられた。適用の効果として、例えば、支払

い業務での伝票処理時間が大幅に減少し、新た

に４万時間が創出された。

そのような人的作業の時間を軽減する直接的

な効果に加えて、様々な観点で付随効果を出す

ことが可能で、これまで対応できていなかった

意思決定支援、高度専門的な管理運営、プロジ

ェクトの推進など限られた人的資源を高度な業

務に当てることが可能となる説明が行われた。



４）「教育改善計画を促進する教学マネジメン

トの取組み」

田中　邦子氏（武庫川女子大学教育開発支援室

課長代理）

大学教育の質向上のために、教学マネジメン

トの一環として、教職員全員が力を合わせて取

組む項目（「より良い授業方法の工夫と実践」、

「グローバルな視野を持った指導的女性の育

成」、「キャリア形成の推進」、「FD・SDの推進」）

を掲げ、教育支援システム「MUSES」を用い

て平成27年度より提案を募集している。

その背景として、早くから教育支援のための

ICTシステムを導入してきたが、システムその

ものが教育改善・改革に直接繋がっていなかっ

た。それには、情報が共有され、繋がる風土が

醸成されていることが大切であることに気づ

き、教育支援システム「MUSES」の掲示板機

能を用いて教育改善・改革へのプラン作りに活

用することになった。法人として、採択された

提案を継続していくために担当部局の決定、予

算措置、評価委員会による検証、成果発表、学

長表彰を制度化した。その結果、過去４年間で

76件の応募があり、25件が採択され、例えば、

実現したプランとして、配慮の必要な学生を支

援する「学生サポート室」の設置、新規採用教

員を対象とした「新任教員研修プログラム」の

実施、ネイティブ講師による「English Plaza」

などが実施に至っている。

なお、教育支援システム「MUSES」につい

ては、データ一元化による業務改善と学生・教

員・職員の緊密化を図るプラットフォームとし

て、中長期的な目標・方針を評価・改善してい

く全学レベルの仕組み、教学マネジメントを支

える職員の育成、肥大化するシステムの改善等

が今後の課題であるとのことだった。

（３）全体討議

情報提供について理解度の確認を行った上

で、教育改革及び業務改革に主体的に関わるツ

ールとしてICTを効果的に活用する意義などに

ついて、全体で認識の共有を図った。
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４．グループ討議・発表

（１）グループ討議のプログラム内容

２日目は、「教育の質保証を目指した学修成

果の可視化」、「全学的教学マネジメントの強

化」、「業務改革」の３テーマの内一つを取り上

げ、ICTの活用を含め、どのように取組むべき

か討議し、改善案としてとりまとめることにし

た。

とりまとめに当たっては、３テーマについて

現状や課題を共有し、テーマを絞り込む作業と

して、問題点と要因について考察させた。その

上で、時代的・社会的要請に沿った改善案をポ

スター形式で中間発表し、各グループからの意

見を受ける。３日目は、意見を参考に振り返り

を行い、最終調整した上で、３会場で最終発表

を行い、質疑応答やフィードバックを受けて発

表内容のニーズ性・実現性の観点から理解を深

めた。

（２）グループ討議内容の傾向

３テーマの内、「業務改革」を選択したグル

ープが６割程度であった。「教育の質保証を目

指した学修成果の可視化」と「全学的教学マネ

ジメントの強化」は、それぞれ２割程度であっ

た。ICTを用いた改善案の視点としては、情報

を統合し、共有する仕組みの上で、利用者視点

にたったインターフェースの提供を提案する傾

向が見受けられた。
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＊　今あるICTの使用方法を見直し、最適化し

ていきたい

＊　業務の洗い出しと見直しを徹底的に行う

＊　システムの導入をゴールにしない

＊　新しく得た発想を共有し、改善に努めて行

きたい

６．事後課題

本研究講習終了後において、グループ討議の

成果、獲得した知識、気づきを大学で活かせる

ようにするため、行動計画などのレポート提出

を任意で求めた。

事後課題レポートでは、以下のような感想が

あった。

＊　同じ年代、異なる地域、異なる規模や組織

の人達との討議を通じて、普段ではできない

業務イメージを描けた。

＊　他大学の取組みをみて、自大学にとって必

要なこと不要なことを考え、判断していくこ

とが重要だと思った。

＊　そもそも大学として何が必要か、目的とそ

れに必要なマインドや手段をしっかりと考え

ることの必要性を学んだ。

＊　社会の変化に合わせて業務もどんどん複雑

になってきており、単純な作業は機械化し、

業務効率を高めることが課題だと認識した。

＊　今までになかった視点で社会課題を考える

ようになった。

＊　どんな意見も否定せずに取り入れる姿勢で

討議することにより、発言者も意見を客観視

でき、スムーズに意見をまとめることができ

た。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会

５．参加者アンケートの感想

１）グループ討議で感じたこと

＊　理想を描き、何を改善できるか考え、ICT

導入で終わりではなく、大きな理想の姿に近

づけことの大切さを実感した

＊　まとめる難しさを感じたが、解決案を出す

プロセスを体験できて自信につながった

＊　大学に求められる３テーマから選ぶのは大

変だったが、やりがいがあった

＊　業務に忙殺されがちだが、直接関係ないこ

とや大学全体に関することを考え知識を収集

する努力が必要だと感じた

２）職場に戻っての行動について

＊　今までは言われたことをすることが多かっ

たが、自ら提案、行動し、周りを盛り上げな

がら大学を盛り上げたい

＊　上司から反対されても諦めることなく取り

組む必要性を論理的に説明できるようになり

たい

＊　同期や年齢の近い人たちを巻き込んで改革

につなげたい

＊　企画を中心としたマネジメント力を実践で

きたので、活かしていきたい

＊　ICTの導入より先に、大学を良くすること

を考え、学生にとって良いことを重視しなが

ら、教員とコミュニケーションをはかりたい

＊　RPAの導入にチャレンジしたい、そのため

にプログラミングに必要なマニュアル化を行

いたい
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Aグループ
A-1 ICTを使用した卒業論文執筆指導の実践

日本大学　野呂　有子
ICTでで提出されたされた電子媒体のの提出物をを、授業中

に そのままに、そのまま全員にに提示しながらしながら訂正作業やや説明
をを行うことでうことで、学生全員がが実際にに目のの前でで、自身
のの提出物をを教材としてとして、生きたきた形でで学修でき までき、ま
たた、提出物ををスマホスマホさえあれば いつでも どこさえあれば、いつでも、どこ
でもでも、自由にに閲覧閲覧可能でありであり、何何度でもでも見直しがしが
できるできる 々等々でで、授業へのへの参加意欲はは各段にに上がるがる
こと またこと。また、互いのいの発表ににコメントコメントをつけをつけ合うこうこ
とでとで協学のの精神がが涵養されたされた旨のの報告があったがあった。

A-2 タブレット端末を用いた双方向教育による学
生同士の多様性理解と相互的学びへの展開

土屋 衛 郎立正大学　土屋　衛治郎
立正大学APアクティブ ラーニングアクティブ・ラーニングのの主要なな

取組みであるみであるタブレットタブレットPCをを利用したした双方向教
育のの学習実態とと学習成果についてのについての全学部生アンアン
ケートケート結果からから、教員－学生間のの双方向性のの確保
をを目的とするとする双方向教育についてはについては、学生同士がが
考ええ方のの 様多様性をを理解することにつながっているすることにつながっている
ことがことが分かった またかった。また、学生同士でで刺激刺激しし、考ええ
をを比較しし合いい、知識をを広広げげ、深めめ、新しいしい観点にに
気づくというづくという学生相互的なな学びにつながるびにつながる可能性
がが示唆されたされた旨のの報告があったがあった。

A-3 TV会議システムを利用した体験授業の試み
督 健国際基督教大学　岡野　健

日本のの大学教育のの一般的ななスタイルスタイルであったであった一
方向授業をを打打開するためするため、ICTをを活用したした双方向
授業をを実現するためのするための試みとしてみとして「TV会議シスシステテ
ムムをを有効利用」した また これまではした。また、これまでは 途研究用途
でしかでしか利用されなかったされなかった 備大型研究設備をを、教育にに

もも有効利用できるようなできるような共通プラットホームプラットホームのの開
発をを試みた これらのことでみた。これらのことで、 備研究設備のの教育現
場へのへの有効利用をを促進しし、小・中学生にはよりにはより多
くのくの「学ぶぶチャンスチャンス を」を、大学生にはには実践的なな「教
えるえるチャンスチャンス を」を提供できたできた旨のの報告があったがあった。

A-4 反転授業による必修科目での学修効果改善
児玉東洋大学　児玉　俊介

典型的なな私私立文系大学のの大規模必修科目でで、
ICTをを活用したした反転授業をを実施したときのしたときの学修効
果をを 討検討したした。学修効果のの １第１はは 席出席率向上であであ
りり、第２はは反転授業をを実施しなかったしなかった年度とと比較
したした成績向上であるである。成績向上をもたらしたをもたらした 因要因
としてはとしては、LMSをを利用したした事前学習プリントプリントとと授
業内課題のの提出率のの向上があげられるがあげられる。勤勤勉かつかつ
真摯ににレポートレポートにに対応したした学生はは、学修のの内化とと
外化をを進めめ成績をを向上できたができたが、レポートレポートにに 適不適
切にに対応したした学生はは成績をを僅僅かにしかかにしか向上できなできな
かったかった旨のの報告があったがあった。

A-5 大学初年次におけるリーダーシップ教育の
効果性検証と授業改善

聡立教大学　田中　聡
立教大学経営学部ではでは、大学初年次におけるにおけるリリ

ーダーシップーダーシップ教育のの効果をを 証検証するためにするために、ICT

をを活用したした統合データベースデータベースをを構築し そのし、その分析
にに基づくづく授業改善とと教学IRのの実践にに取組んでおらんでおら
れるとのこと そのれるとのこと。その分析結果からはからは、座座学がが中心
となるとなる 始授業開始初期ではでは授業内容にに対するする理解をを
促すす介入がが有効であること またであること、またグループワークグループワーク
がが中心となるとなる 降授業中盤以降はは、グループメンバーグループメンバー
間のの相互理解をを促ししグループグループのの 係関係性のの質をを高めめ
るる介入がが学習成果のの向上にに有効であることがであることが示唆
されたされた旨のの報告があったがあった。

2019年度

ICT利用による教育改善研究発表会開催報告

3

事業活動報告

本発表会はは、全国のの国公立大学・短期大学教員をを対象にに、教育改善のためののためのICT利用にに

よるよるFD活動のの 興振興普及をを 奨促進・奨励し そのし、その成果のの公表をを通じてじて大学教育のの質的向上をを

図ることをることを目的としているとしている。今年度はは 和元 ８ ９令和元年８月９日（金）にに 森戸東京理科大学（森戸記念

館館）においてにおいて 催開催したした。一般参加者は 38は138 8 ７ 賛助 ４名（81大学、７短大、賛助会員４社）でで、発表

会はは １第１次選考もも兼兼ねて45ねて45件のの研究発表がが行われたわれた。当当日のの発表内容はは以下のの通りでありであ

る そのる。その後、第２次選考を９を９ 土月21日（土）にに実施しし、11 7 水月27日（水）のの本協会のの 6第26回

頭臨時総会冒頭にに 彰表彰式をを行ったった（詳細詳細はは 号次号にに掲載）。
※※以下のの発表者名はは発表代表者のみのみ掲載
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A-6 ソーシャル・デザイン教育におけるPV制
作を通じたPBLと協調学修の成果

飯沼 瑞東京工科大学　飯沼　瑞穂
学生のの社会課題にに関するする理解促進とと主体的なな姿姿

勢勢をを養うことはうことは、講義形式のの科目においてはにおいては困難
がが伴ったった。本研究ではでは、 続持続可能なな社会のの実現にに
向けたけた問題発見・解決力のの向上をを目的としたとしたソーソー
シャル デザインシャル・デザイン教育のの講義科目ににICTをを活用しし
たた協調学修をを導入し さらにし、さらにPV制作ををPBLのの一
環としてとして取りり入れられたれられた。事前・事後アンケートアンケート
をを行ったった結果、課題解決にに対してして積極積極的にに対応すす
るる意欲がが向上しし、グループグループでで話合うことにうことに対するする
意識がが向上したことがしたことが分かったかった。更にに、問題にに対
してして前向きなきな態度でで対応したいというしたいという意欲がが増しし
たことがたことが示唆されたされた旨のの報告があったがあった。

A-7 発表中止

A-8 初等会計科目における反転授業の教育効果
―WEBテストの活用―

圭関西学院大学　木本　圭一
初等会計科目をを対象としたとした反転授業のの実践報

告。反転授業によってによって、財務諸財務諸表にに関するする知識のの
財務諸定着・活用、財務諸表分析におけるにおける判断力のの獲得、

過学修過程及びび学習成果のの可視化によるによる成長支援そそ
してして質をを伴ったった学習時間のの増加をを目的とした ６とした。６
年にに及ぶぶ実践経験をを踏踏まえてまえて、Web学習ソフトソフトのの
導入結果がが報告されたされた。教室外学修時間のの著著しいしい
増加をを通じじ、明らかならかな教育効果のの向上がが認められめられ
たた旨のの報告があったがあった。

A-9 課題発表におけるインタラクティブプレゼ
ンテーションの汎用的手法の確立

近畿 司郎近畿大学　大野　司郎
学生がが意欲的にに課題発表をを行いい、得られたられた相互

評価にに基づいてづいてブラッシュアップブラッシュアップされたされた課題発表
をを行ううインタラクティブプレゼンテーションインタラクティブプレゼンテーションのの汎汎
用的手法にに関するする報告。課題発表をを動画にしてにして相
互評価をを行うことをうことを通じてじて、受講生全員とと教員がが
発表内容についてについてインタラクティブインタラクティブにに議論するこするこ
とがとが可能となるとなる点にに汎汎用性をを見出しているしている。発表
後のの振りり返りをりを経てて 終最終発表物をを用意できることできること
でで、授業内容のの深いい理解にに繋繋げられるげられる利点がが認めめ
られたられた旨のの報告があったがあった。

A-10 キャリア意識を向上させるオンライン高
大連携―Zoomでインタビューの意義―

安成安造形大学　筒井　洋一
無料ののテレビテレビ会議Zoomをを用いたいた高大連携授業

のの報告。通常のの高大連携授業はは対面でで行われわれ、物
理的なな移移動等のの障害障害があるががあるが、Zoomをを用いるこいるこ
とをとを通じて これをじて、これを克服克服することがすることが可能であるこであるこ
とをとを示した また このした。また、この手法をを用いていて、大学生がが
高校生ににインタビューインタビューをを行うことをうことを通じじ、キャリキャリ
アア教育にに関するする高大連携授業をを展展開しし、技術面、
キャリアキャリア教育、オンラインオンライン高大連携授業等のの観点
からから考察をを行ったった旨のの報告があったがあった。

A-11 LMSを用いたニュース時事能力検定合格
を目指した事前・事後学修サポートの分析

門 尾追手門学院大学　杤尾　真一
キャリアキャリア教育のの一環としてとしてニュースニュース時事能力検

定試験のの受験をを授業内容にに組みみ入れ このれ、この受験対
策としてとしてLMSをを導入したした分析報告。事前・事後学
修教材ををLMSにに掲載しし、学修記録ののデータデータをを利用
してして、クラスタークラスター分析をを行ったった。分析結果としてとして、
LMSのの 即利用、即ちち事前・事後学修用のの教材ををLMS

上にに提供してして学修をを促すことがすことが、受講生にに必要なな
目標をを与ええ、成績評価にに含含めることをめることを通じてじて学びび
ののインセンティブインセンティブにもなっているにもなっている旨のの報告があっがあっ
たた。

A-12 ICTを活用した大人数講義における多方
向型アクティブラーニング

阪 家 彦大阪大学　家島　明彦
全学共通教育（教養教育）・キャリアキャリア教育科目

のの授業でで実践しているしている「学生のの主体的・対話的でで
深いい学びをびを促すす仕掛仕掛け についてけ」について報告。ICTのの活
用をを通じじ、大人数講義においてにおいて多方向型アクティアクティ
ブラーニングブラーニングをを実現しし、学生のの学習意欲をを引引きき出
すことがすことが可能であることであること、学生にとってにとって「負荷がが
高いい」 毎授業（毎回ののグループワークグループワーク、課題のの提出
がが多いい等）であるにもかかわらずであるにもかかわらず、知識のの定着やや
高いい授業評価がが得られたことられたこと、定員をを大幅にに上回
るる 希望受講希望のの授業となったとなった旨のの報告があったがあった。

A-13 ICTを活用した課題による、長期学外学
修授業における学生の成長促進への試み

武蔵 宮崎武蔵野大学　宮崎　雄基
学外学修のの重要性がが高まってきているが そのまってきているが、その

効果のの測定についてのについての本格的なな取りり組みはみは途途上でで
あるとのあるとの問題意識から 7から、2017年度のの取組みにつみにつ
いてのいての 省反省（効果のの測定ではでは、ICTをを活用したした課
題（動画作成）がが高度なためかなためか、混混乱やや衝衝突がが生
じた をじた）を踏踏まえ 8まえ、2018年度はは平易ななWebページページ
のの作成にに変更したところしたところ、10カカ月後ののインタビインタビ
ューュー調査でで学生がが成長実感をを抱くようになったくようになった旨
のの報告があったがあった。

A-14 発表中止

A-15 学習成果の可視化と学生の学習の振り返
りを促進するweb授業アンケート

須 幸福岡大学　須長　一幸
福岡大学Web授業アンケートアンケート（FURIKA）をを活

用したした学習成果のの可視化のの試みであるみである。具体的なな
課題としては １としては、１）ジェネリック スキルジェネリック・スキル（社会
人基礎力）のの可視化、２）教育プログラムプログラム全体をを
可視化、にに対してどのようにしてどのように測定しし評価するかをするかを
主題としている このとしている。この課題にに対してしてFURIKAはは、
ICTをを活用してして授業アンケートアンケートをを授業のの一環としとし
てて「授業へのへの埋めめ込込み をみ」を可能としとし、授業のの到達
度やや学生自らによるらによる自己評価のの精度もも向上するこするこ
とができたとができた旨のの報告があったがあった。

事業活動報告
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A-16 STEM教育におけるクラウドコンテンツ
導入に学修改善

金沢工業大学　田中　忠芳
学びにびに対するする意識変換はは学生自らがそのらがその必要性

にに気づきづき、学修にに対するする 肯自己肯定感やや達成感をを得
られるようにするところにられるようにするところに意義があるとしがあるとし、
STEM教育（理工系人材のの確保をを目指したした新しいしい
教育システムシステム）がが 唱提唱するする新しいしい教育方法をを活用
したした実践報告であるである。具体的にはには、「線 Ⅰ線形代数Ⅰ」
等のの講義をを動画作成ししYouTubeににアップロードアップロード
しし、学生のの活用状況ををデータデータ化しし成果のの確認をを行
ったった旨のの報告があったがあった。

Bグループ
B-1 工学教育における科学の利用と生涯学習能力

市 志好東京都市大学　小林　志好
公式のみにのみに関心をを示すす傾向のあるのある工学系のの学生

にに対しし、材料力学へのへの科学とと数学のの利活用方法のの
修得およびおよび自発的学習のの 慣習慣付けにけに向けてけて、教材
改良にに加えてえてLMSをを利用したした振返りをりを導入しし、授
業のの 展進展にに応じたじた到達度確認をを行ったった試みがみが述べべ
られた そのられた。その結果、科学とと数学のの利用のの重要性をを
認識するする学生がが増加しし、科学やや数学をを自発的にに利
用するする 慣習慣のの獲得にこのにこの試みがみが有用であるとであると推測
されるされる旨のの報告があったがあった。

B-2 実習におけるマネジメントサイクルの理解
と実践能力の修得を目的としたLMSの活用

女 松 弘恵日本女子大学　松月　弘恵
栄栄養学のの給食 管給食経営管理実習ををPDCAサイクルサイクルのの

流れにれに沿沿ってってLMSをを活用したしたチームチーム基盤型のの双方
向授業にに 革改革することをすることを試みたみた報告であるである。「成
功のの 訣秘訣サイトサイト の」の設置によってによって学生間でで情報とと
成功体験のの 継承共有・継承、振りり返りがりが効果的にに行ええ
るようになりるようになり、PDCAサイクルサイクルをを取りり入れたれた給食給食
管経営管理へのへの理解がが深まったまった旨のの報告があったがあった。

B-3 LMSを活用した大学卒業生組織との連携
ゼミナール授業

裕明治大学　小池　裕也
卒卒業生のの組織とと連携してしてLMSをを活用したしたゼミナゼミナ

ールール形式のの 概科目「応用化学概論 2」をを開講しし、社
会でで 躍活躍するする先先輩たちにたちに学びび、思思考力をを育むなかむなか
でで見えてくるえてくる将将来進むべきむべき道についてについて考えるえる機会
のの提供をを図ったった報告であるである。LMSのの活用によってによって
卒卒業生組織とのとの連携がが容易となったことでとなったことで、学生
自身がが化学研究のの未未来やや将将来のの進路についてについて考ええ
るる場をを提供するというするという授業目的をを概概ねね実現できたできた
旨のの報告があったがあった。

B-4 図学への反転授業の適用とその効果および
アクティブ・ラーニングに向けた提言

森帝京大学　森　一俊
図学にに反転授業をを導入したがしたが、初年度はは学習効

果がが低下した そこでそのした。そこでその原因原因をを精査しし、事前学
修へのへのルーブリックルーブリック評価のの導入、グループグループ学修のの
強強化、振返りをりを兼兼ねたねた個人記録表のの交 誌交換日誌化等

のの施策をを導入してして改善をを図ったった報告であるである。 均平均
点のの低下はは下げげ止まりまり、不合格率もややもやや低下したした
がが、従従来型授業でのでの到達度にに回復するまでにはするまでには至至
っていないためっていないため、 密綿密なな見直しによってしによって改善をを図
りつつあるりつつある旨のの報告があったがあった。

B-5 Eラーニング課題を導入した全学必修科学
技術者倫理教育

彦金沢工業大学　栃内　文彦
大人数（1,8800人規模）のの技術者倫理教育ににｅ

ラーニングシステムラーニングシステムをを導入しし、 例事例のの構造化分析
のの後、倫理的にに適適切なな行動をを設計するする訓訓練をを実施
したした報告であるである。 例事例構造化分析のの課題ををｅラーラー
ニングニングとすることでとすることで学生のの負荷軽減とともにとともに学習
効果のの向上がが図られ あわせてられ、あわせてルーブリックルーブリック評価
がが可能・容易となったことでとなったことでTAのの評価参加がが可能
となってとなって教員のの負荷もも軽減したした旨のの報告があったがあった。

B-6 学生実験におけるレポート作成技術向上を
目指した総括的システムの構築

遠日本大学　遠藤　拓
電気電子工学基礎実験ににICTをを導入しし、LMSをを

用いたいた基本事項のの反復学習にに加えてえてタブレットタブレット
PCととLMSをを用いたいた実験レポートレポートのの対面でのでのチェチェ
ックック・添削ややｅポートフォリオポートフォリオのの活用によるによる学生
のの到達度のの可視化等をを図ったった報告であるである。学生とと
教員とのとの間でで密密ななコミュニケーションコミュニケーションととデータデータ共
有をを実現できことでできことで、実験レポートレポートのの質向上にに加
えてえて、学生のの未未到達点把握ややモチベーションモチベーションのの向
上にもにも有用であったであった旨のの報告があったがあった。

B-7 チームによるムービー製作過程が分析機器
の原理の理解度向上に及ぼす影響

川 清水 信神奈川工科大学　清水　秀信
バイオバイオ分析機器をを扱扱うう実験系授業においてにおいて、分

析機器のの原原理やや理論をを理解させるために４させるために４名ののチチ
ームームによる５による５分間ののショートムービーショートムービーをを制作ささ
せせ、授業のの最後ににムービームービー上映会をを実施したした取りり
組みについてのみについての報告であるである。アンケートアンケートとと期末試
験のの結果からから、分析機器にに関連するする実験をを行いいレレ
ポートポート作成によりにより学修させるさせる従従来のの手法にに比べべ、
基盤となるとなる学力がが十十分身につかないにつかない学生にとってにとって
本手法がが有用であるである旨のの報告があったがあった。

B-8 LMS活用による反転学習・事前事後学習を
導入した獣医生理学実習教育

松 久麻布大学　松井　久実
実験系のの獣獣医生理学実習のの課題にに対してして、全てて

のの実習項目にに事前説明のの反転授業化とと予習復習テテ
ストストによるによる事前事後学習をを導入したした取組みのみの報告
であるである。不公平感のないのない実習班編成、ディスカッディスカッ
ションション時間のの確保、TA不足感のの軽減などのなどの効果
がが報告された．またされた．また復習テストテストでで教員はは 々個々のの学
生のの実験理解度をを即即時把握できでき、事前事後学習のの
均平均受験率はは高くく、学生はこのはこの授業方式をを有効とと

受けけ止めためた旨のの報告があったがあった。

事業活動報告
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修ポートフォリオポートフォリオ作成ソフトウェアソフトウェアをを開発したした。
このこのソフトウェアソフトウェアをを用いい、各学生のの科目別成績をを
レーダーチャートレーダーチャートでで表しし、GPAおよびおよび総合得点にに
よるよる 順学年順位やや階層階層別分布人数ををヒストグラムヒストグラムでで
可視化したした学修ポートフォリオポートフォリオをを作成しし、学生指
導やや三三者面談時のの資料としてとして利用したした。アンケーアンケー
トト調査により このにより、この総合成績学修ポートフォリオポートフォリオ
のの有用性がが示されたされた旨のの報告があったがあった。

B-14 ICTを活用した物理化学の反転授業による
学習パフォーマンスの向上

崇城 宮崇城大学　宮本　秀一
専門薬学専門科目のの Ⅱ物理化学Ⅱにおいてにおいて、反転授業

形式によるによるアクティブ ラーニングアクティブ・ラーニングをを実施していしてい
るる。学生によるによる授業アンケートアンケートのの結果から ほとから、ほと
んどのんどの調査項目においてにおいて改善がが認められめられ、質をを伴
ったった学修時間のの増加とと問題発見・解決能力のの大いい
なるなる醸醸成がが明らかとなった またらかとなった。また、物理化学にに関
するする 剤師 擬薬剤師模擬試験結果をを分析することによりすることにより、
学生のの学習パフォーマンスパフォーマンスがが著著しくしく改善したことしたこと
がが明らかとなったらかとなった旨のの報告があったがあった。

B-15 クラウド活用による同僚間アンケート調査
を取り入れた問題発見課題解決型協働学修

海 療北海道医療大学　西牧　可織
学生がが互いにいに実験者やや被験者となるとなる同僚間アンアン

ケートケート調査をを取りり入れることによりれることにより、問題発見課
題解決型協働学修のの教育改善をを実践したした。アンケアンケ
ートート調査ではではクラウドクラウド型オンラインオンライン電子フォームフォーム
をを使ってって学生自身がが 紙質問紙をを設計できるようにできるように
しし、アンケートアンケート結果をを分析するするプロセスプロセスではではオンオン
ラインライン電子ボードボードをを使うことでうことで討討議のの活性化がが図
られた これらのられた。これらの取りり組みのみの結果、学生のの課題解
決能力がが高まったまった旨のの報告があったがあった。

Cグループ
C-1 クラウド型のグラフィカルサマリーを利用

した授業時間外の自律的能動的学修の促進
武蔵 太戯留武蔵野大学　中村　太戯留

授業のまとめはのまとめは学修内容のの理解促進をを図るる重要
ななプロセスプロセスであるがであるが、授業時間外にに復習をを促してして
も なかなかも、なかなか取組まないのがまないのが現状である そこでである。そこで、
授業のの最後の 5の15分をを利用してして、授業でで学修したした
素要素同士のの 係関係を１を１枚のの図としてまとめるとしてまとめるグラフグラフ

ィカルサマリーィカルサマリーをを、クラウドクラウド型のの授業支援サービサービ
スス上でで毎毎週実施しし、翌週までまで更新可能というという条条件
をを設定したした。学生アンケートアンケートでは９では９割割がこのがこの方法
をを支持しし、授業時間外のの更新もも確認されされ、方法のの
有効性がが確認されたされた旨のの報告があったがあった。

C-2 情報系学部におけるBYOD利用の試み
央 飯尾 淳中央大学　飯尾　淳

学生所有PCののBYOD利用によるによるプログラミングプログラミング
関連授業のの実施報告。一定性能をを持つつMAC及びび
Windowsのの学生所有PCををBYODのの対象としてとして、
VirtulBoxをを介してしてUbuntuLinaxをを導入ししプログラプログラ
ミングミング授業環境をを構築したした。初期設定にに 少多少のの問

B-9 体験型サイバーセキュリティ演習システム
を用いた人材育成の取り組みと成果

孝明治大学　齋藤　孝道
サイバーセキュリティサイバーセキュリティののインシデントレスポンインシデントレスポン

スス能力のの育成をを目的としてとして、クラウドクラウド上でのでのシスシス
テムテム操操作をを通してして学習するする実習システムシステムのの構築にに
関するする報告である それぞれである。それぞれ最大10時間のの標的
攻型攻撃をを学ぶぶ演習ととSQLインジェクションインジェクション攻攻撃をを

学ぶぶ演習についてについて、前知識のの学習、実践トレーニトレーニ
ングング、振りり返りり学修でで構成されているされている。演習のの事
前事後のの理解度テストテストのの結果のの 移推移よりより理解度がが
大きくきく向上しているしている旨のの報告があったがあった。

B-10 LMSを用いた理系文章作成能力向上のた
めのPDCAサイクル構築の試み

南南山大学　金山　知俊
理工系学部のの学生にに求求められるめられる 章理系文章作成能

力のの向上をを目的としてとして、ソフトウェアソフトウェア開発とそのとその
レポートレポート作成のの実践をを通じてじて 章理系文章作成能力をを
向上させるさせる仕仕組みのみの構築にに関するする報告であるである。最
４大４名チームチームででレポートレポートのの相互評価とと自己評価をを

行いい、他者からのからの評価をを確認してして自分ののレポートレポート
をを見直しし自己評価することですることで、レポートレポートのの問題点
やや改善点にに気付きき、次ののレポートレポート作成にに繋繋げるげる効
果があるがある旨のの報告があったがあった。

B-11 診療参加型臨床実習のための臨床教育支
援ICTシステムの開発と運用

安福井大学　安倍　博
臨床教育におけるにおける学修レベルレベルとと教員のの教育レベレベ

ルルのの向上やや臨床教育ををシステムシステム化・可視化してして実
質的ななPDCAサイクルサイクルをを回すす目的でで開発されたされた、
診療診療参加型臨床実習にに特化したした臨床教育支援シスシス
テムテム（CESS）のの報告である ５である。５年次のの 属附属病院
における4における40週のの実習でで使用しし、コミュニケーシコミュニケーシ
ョンョン件数やや学生アンケートアンケートのの 証検証結果からから、臨床

革実習改革におけるにおけるCESS導入はは一定のの成果がが得らら
れたれた旨のの報告があったがあった。

B-12 ICTを活用した多職種連携PBL：課題作
成型創造的PBLの取り組み

倉 輝日本医科大学　藤倉　輝道
学習支援システムシステム（LMS）とと 黒板電子黒板をを連携ささ

せせ、医学部ののPBL（正規授業）にに、他大学のの薬学
部大学院生がが課外授業としてとして遠隔遠隔的にに参加するする多
職種職種連携PBLのの報告であるである。PBLのの課題をを作成すす
るというるという取組みをみを通じじ、 黒板電子黒板上のの臨場感にに満
ちたちた議事録ををLMSにに載せせ、両大学のの学生がが会議室
機能をを用いていて協働しし、課題をを作るる 側教育者側のの立場
とと他のの学部学生ののキャリアキャリア基盤というという 素新要素にに触触
れるれる 職種多職種連携PBLのの効果がが得られたられた旨のの報告がが
あったあった。

B-13 学修成果と相対順位の可視化による学生
個々人の自己省察と学生同士の切磋琢磨
の促進

杉朝日大学　杉山　明子
学生のの学修成果をを可視化するためするため、総合成績学
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題はあるもののはあるものの、授業にに 障支障をを来たすたす程ではなくではなく、
むしろむしろ、LMSとのとの親和親和性ややVirtualBoxのの機能活用
もあってもあって、BYODによるによるプログラミングプログラミング関連授業
のの実現はは成功したとしたと言えるえる。プログラミングプログラミング以外
でもでも、数学、データデータ分析等のの授業においてもにおいても
BYOD活用がが進められてめられて旨のの報告があったがあった。

C-3 LMSによるプログラミング教育のための事
前・事後学修支援と双方向授業

亀 裕東京理科大学　亀田　裕介
初学者へのへのプログラミングプログラミング言語教育にに散散見されされ

るる学修意欲不足、教室外学修時間不足、授業進行
速速度やや受講生とのとのコミュニケーションコミュニケーションのの問題をを改
善しし、学修成果のの可視化によるによる成長支援やや主体的・

姿勢協働的姿勢のの獲得をを実現するためするため、事前事後学修
支援のためののための 採自動採点課題、双方向型授業のためのため
ののアンケートアンケート、そしてそして理解困難項目についてのについての
ICT教材ををLMSによりにより作成した これらのした。これらの改善にに
よりより、プログラミングプログラミングのの知識とと技能のの定着とと教室
外学修時間のの増加がが確認できたできた旨のの報告があったがあった。

C-4 ユーザビリティの高い資格試験対策サイト
の構築

殖 永江 貴拓殖大学　永江　貴子
過去中国語検定試験過去問題・解答Web（中検Web）

によるによるe-Learningのの活用はは試験対策にに有効であであ
るる。中検Webはは中国語検定試験合格者のの多くがくが活
用しておりしており、学生のの 律自律性をを促すものとすものと言えるえる。
今回、さらなるさらなる有効活用のためのため、学生からのからの 望要望
をを受けてけてユーザビリティユーザビリティのよりのより高いい資格試験対策
サイトサイトをを構築したした。具体的にはには、 帯携帯対応、リスリス
ニングニング問題のの頭頭出しし、単単語・文法のの補補足説明等。
このこの学修支援サイトサイトのの活用によりにより、学生のの理解がが
深まり またまり、また学習のの 律自律学習がが推進されたされた旨のの報
告があったがあった。

C-5 課題解決型中国語教材のICT活用による教
育効果

留関東学院大学　山田　留里子
中国語コミュニケーションコミュニケーション力のの向上ととチームチーム

力・課題解決力のの育成をを目標としたとしたICT教材活用
によるによる教育効果についてのについての報告。SDGsをを題材にに、
PBL科目でで実践可能なな課題解決型中国語教材をを開
発した そのした。その主なるなる構成とと目的はは、SDGsのの課題
背背景のの事前学習、イラストイラストによるによる課題解決案、課
題解決のためののための中国語コミュニケーションコミュニケーション力獲得
である このである。この教材によりにより、中国語検定試験のの受験
率向上、高度なな中国語コミュニケーションコミュニケーションのの獲得、
チームチーム力とと学習意欲のの向上等がが確認されたされた旨のの報
告があったがあった。

C-6 演習の活性化を目的とした演習支援システ
ムの開発

九州産 屋 郁九州産業大学　神屋　郁子
演習形式講義におけるにおけるクラスクラス全体とと各学生ののリリ

アルタイムアルタイムなな 捗進捗状況のの把握、それにそれに基づくづく講義
進行とと学生ののフォローフォロー、これらをこれらを目的としてとして独独自
にに開発したした授業支援ツールツールについてのについての報告。このこの

ツールツールによりにより、学生とと教員ははPCややタブレットタブレットをを
介してして 依質問・点検依頼とそのとその対応がが行ええ、質問・
点検内容ををデータベースデータベースにに登録することによりすることによりクク
ラスラス全体・個別のの 捗進捗状況ががリアルタイムリアルタイムにに把握
できるようになったできるようになった。担当担当教員とと学生ののアンケーアンケー
トトからはからは上記目的のの達成がが確認できたできた旨のの報告がが
あったあった。

C-7 ビデオによるライティングの添削指導：
ICTで一斉指導でも個別指導を実現できる！

弘 佐 剛弘前大学　佐藤　剛
英語教育の４の４技能のの育成においてにおいて、リーディンリーディン

ググややリスニングリスニング能力とと比べてべて、ライティングライティング能力
のの向上をを図ることはることは比較的困難である このである。この発表
はは、ライティングライティング 級初級のの授業におけるにおける英文のの添削
にに焦焦点をあてたものであるをあてたものである。具体的にはには、学生がが
作成したした英文をを添削するする作業をを動画でで撮影撮影してしてクク
ラウドラウド上でで学生とと共有するというするという添削のの可視化にに
よりより、学生ひとりひとり一人にに応じたじた英語作文のの指導のの
ありあり方をを提案したものでありしたものであり、学生のの主体的なな学
びをびを育成するものであるするものである。教育効果としてとして、英作
文のの変容のの様様子をを 量計量的なな指標をを用いていて分析しし、
英文のの量量およびおよび語彙のの豊かさのかさの点でで有意なな向上がが
確認されているされている旨のの報告があったがあった。

C-8 初修中国語ブレンディッドラーニングのた
めのスマートフォン利用復習システムの構
築

東北大学　趙　秀敏
大学初修中国語教育におけるにおける授業時間数のの制

約、発音やや文型習得のの困難ささ、学修意欲不足などなど
のの問題にに対応するためするため、対面授業とと授業後ののe-

Learningによるによる復習をを組みみ合わせたわせたブレンディッブレンディッ
ドラーニングドラーニングのの実践にに関するする発表である またである。また、
e-LearningををPC利用からからスマートフォンスマートフォン利用へへ
転換しし、スマートフォンスマートフォン利用復習システムシステムをを構築
したした点でもでも 徴特徴がある このがある。この手法によりにより、ユビキユビキ
タスタス教育環境本来の どこでも いつでもの、どこでも、いつでも、自分
ののペースペースでで学修できるできる環境をを整整えている そのえている。その結
果、学習意欲のの向上とと継続継続、授業後自習、特にに音
声面をを重視したした自習のの促進などのなどの効果がが確認されされ
ているている旨のの報告があったがあった。

C-9 VR（仮想現実）画像を使った中国語教育
の試み

沖 悟沖縄国際大学　小渡　悟
中国語のの運運用練習にに臨場感のあるのあるVR 仮想（仮想現

実）映像をを活用することですることで、学生をを言語景観にに没
入させてさせて授業へのへの参加意識をを高めるめる教育方法にに関
するする発表であるである。具体的にはには、位置情報やや存現文
をを使うう練習にはには静 詞静止画、動詞のの変化態やや完了完了態、

補結果補語などをなどを使うう練習にはには時間変化のあるのあるVR

動画をを利用しているしている。VR映像をを活用してして、受講
者のの興興味関心をを高めめ、発話のためののためのモチベーショモチベーショ
ンンのの向上につなげている またにつなげている。また、実際のの言語景観
をを使うためうため、言語のの習得だけではなくだけではなく、 接間接的でで
はあるもののはあるものの言語習得のためののための 背文化背景などのなどの情
報ももVR空空間をを活用してして獲得させているさせている旨のの報告

事業活動報告



32 JUCE Journal 2019年度 No.3

があったがあった。

C-10 IT教室の特性と音声認識ソフトを活かし
た英語リスニング・スピーキング活動の
可視化

戸神戸学院大学　中西　のりこのりこ
e-Learningシステムシステムをを活用したした「英語会話 の」の

教育改善のの試みについてのみについての報告であるである。英語でのでの
音声指導上のの一般的なな問題点のうちのうち「音声をを記録
にに残残すことのすことの難しさしさ」「日本語モノリンガルモノリンガル環境
においてにおいて英語でやりでやり取りをするりをする難しさ のしさ」の２点をを
克服克服させるためさせるため、「音声言語のの可視化」「 単元授業単元
ののモジュールモジュール化 に」に取りり組んだんだ授業実践発表であであ
るる。具体的にはには、学生ひとりひとり一人ののiPadややPCをを使
ったった音声活動をを自動音声認識をを活用してしてモジューモジュー
ルル化してして記録することによりすることにより活動内容をを可視化ささ
せせ、e-Learningシステムシステム上にに提示してして学修履歴をを
覧一覧できるようにした そのできるようにした。その結果、受講生のの聞聞くく

力・話すす力がが入学後の３の３ヶヶ月でで 躍飛躍的にに伸伸びび、２
年次前期には９には９割割以上のの受講生ががCEFR A2以上
にに到達したことがしたことが外部テストテスト結果によりにより確認されされ
たた旨のの報告があったがあった。

C-11 ICTを活用した主体的な英語コミュニケー
ション力の向上をはかる

祉東北福祉大学　髙橋 寿橋　加寿子
小学校のの英語教科化にともなうにともなう小学校教員をを目

指すす学生にに対するする英語教育方法にに関するする発表であであ
るる。LMSをを利用したしたオープンオープンなな学習環境をを実現すす
ることによりることにより、授業外でもでも学生同士がが互いにいに学びび
合いい、問題をを主体的にに解決していくしていく方法をを提案しし
ているている。具体的にはには、反転学修のためにのために「ディスディス
カッションカッション という」というサイトサイトをを設けけ、授業のの予習復
習だけでなくだけでなく、学生同士のの情報のやりのやり取りやりや一定
ののトピックトピックについてについてパートナーパートナーのの意見をを参考にに自
分のの意見をを構築したりするのにしたりするのに活用させさせ、英語にに
触触れるれる機会をを増やすことによりやすことにより授業外学修でもでも効
果をあげているをあげている。TOEIC対応型テストテスト結果においにおい
て かなりのて、かなりの伸伸びがびが確認されたされた旨のの報告があったがあった。

C-12 初年次英語科目における反転授業の効果
測定―学修習慣の観点から―

太 聡環太平洋大学　井上　聡
初年次教育のの「実践英文法 の」の授業ををデジタルデジタル

教材をを活用してして能動的学修にに転換させさせ、時間外学
修のの質をを高めることをめることを目指したした発表であるである。ベーベー
スラインスライン期にはには教材のの演習とと答ええ合わせまでをわせまでを事
前にに課しし、授業はは 疑質疑応答、共同学修によるによる演習
とと解説というという構成にし そのにし、その後のの処遇処遇期においてにおいて
ははデジタルデジタル教材をを本格的にに活用したした反転型学修にに
切りり替えている そのえている。その 何結果、「何度でもでも繰繰りり返しし
てて解説をを聞聞くことができるくことができる」「短期間でで学習のの質
をを向上させることがさせることが可能」というという点でで、デジタルデジタル
教材をを活用したした反転型予習のの有効性がが確認されてされて
いるいる。今後ははデジタルデジタル教材のの中にに双方向性をを担担保
するとともにするとともに、デジタルデジタル教材をを授業設計のの中にに明
確にに位置付けることがけることが重要であるである旨のの報告があっがあっ
たた。

事業活動報告

C-13 数理科目における反転授業のための授業
ビデオ配信とその教育効果

誠金沢工業大学　西　誠
3平成30年度数理基礎教育課程のの科目で 4で14名のの

教員のの協力をを得てて、教材ビデオビデオをを学生にに配信配信したした。
合計で 3338ので113338のコンテンツコンテンツのの視聴がありがあり、月別
傾向ではでは、授業がが進むにつれてむにつれて視聴数がが増加するする
傾向にあったにあった。学生へのへのアンケートアンケートからはからは、授業
ビデオビデオはは学習にとってにとって有効ななコンテンツコンテンツであるこであるこ
とがわかった さらにとがわかった。さらに、反転授業ではでは通常授業よよ
りりビデオビデオ視聴がが増加するとともにするとともに、時間外のの学習
時間がが増加しし学習効果がが高くなることもくなることも確認されされ
たた旨のの報告があったがあった。

C-14 LMSを活用した新たな読書法と質問づく
りの実践とその応用

摂南摂南大学　大塚 正人
主体的・対話的でで深いい学びをびを拓くく事をを目的としとし

てて、LMSとと、新しいしい読書読書手法であるであるアクティブアクティブ・
ブック ダイアログブック・ダイアログ及びび新しいしい質問出しのしの手法でで
あるあるクエスチョン フォーメーション テクニックエスチョン・フォーメーション・テクニッ
ククという つのという２つのアクティブ ラーニングアクティブ・ラーニング的手法をを
融融合したした。授業ではではグループグループごとのごとのリレープレゼリレープレゼ
ンテーションンテーションやや質問出しなどをしなどを行う そのためのう。そのための
資料のの配配布やや学生ののアウトプットアウトプットのの 収回収はは、LMS

をを使用することですることで非常にに効率的になったになった旨のの報告
があったがあった。

C-15 数理的記述式、自動採点方式、かつ反復
受験に対応したオンラインテストの実践

市 口 亀 澄山陽小野田市立山口東京理科大学　亀田　真澄
理工系初年次をを対象にしたにした線線形代数のの講義におにお

いていて、対面授業にに融融合させたさせたe-Learning 環境をを提
供したした。期末試験はは、学生所有ののノートパソコンノートパソコン
をを活用してしてオンラインオンラインでで実施した このした。この試験シスシス
テムテムはは、ランダムランダム出題、数式入力可能、Maxima

によるによる 処数式処理をを使用したした 採自動採点、反復受験可
能といったといった 徴特徴がある またがある。また、期末試験ののエビデエビデ
ンスンスとしてとして、 終了試験終了後にに 算 紙計算用紙ののデジタルデジタル画
像ををアップロードアップロードさせているさせている旨のの報告があったがあった。

C-16 学習活動を支える研究倫理教育：大学初
年次で導入するｅラーニングコンテンツ
の可能性

阪女 積 希大阪女学院大学　善積　実希
これまでこれまで、大学初年次教育のの一環としてとして情報倫

理教育をを実施してきたがしてきたが、学生のの日常生活におけにおけ
るる情報倫理のの理解とと大学でのでの学びにおけるびにおける研究倫
理のの理解のの一般化がが 十不十分であるようだった そであるようだった。そ
こでこで、インターネットインターネットややSNS上のいじめからのいじめから、学
術的記述方法にいたるまでのにいたるまでの初年次のの学生もも理解
できるできる研究倫理ｅラーニングコンテンツラーニングコンテンツをを開発しし
たた。選択式問題だけでなくだけでなく記述式問題もも設けるこけるこ
とでとで、学生とと教員ののコミュニケーションコミュニケーションをを図ってって
いるいる旨のの報告があったがあった。
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３日目は、教育改善のためのICT活用の発表とし、
79件の発表が紹介された。

第１日目（９月４日）

全体会
【高等教育に対する国の取組み】
2040年に向けた高等教育のグランドデザイン

（答申）を踏まえた教育改革　
文部科学省高等教育局高等教育企画課
高等教育政策室課長補佐　

奥井　雅博　氏
2018年11月の高等教育のグラン

ドデザインの答申は、すべての高等
教育に関わる教職員一人ひとりが理
解し、学生と向き合った教育をして
いただきたい、ということが大きな
方向性となっている。高等教育改革
の全体像としては、Society5.0に対
応した大学教育改革、教育の質保証、大学の基盤強
化と連携・統合、リカレント教育の拡充、アクセス
機会の確保があげられる。
2040年には、現在とはまったく違う社会が出現
する可能性がある。そのことを踏まえた人材育成が
課題になっている。答申の概要としては、大きく３
つのポイントがある。第一に学修者本位の教育への
転換、第二に多様性、第三に教育の質保証と情報公
表である。
第一の学修者本位の教育への転換では、予測不可
能な時代を生きる人材像として、「普遍的な知識・
理解と汎用的技術を文理横断的に身につけていく、
時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的
思考力を持って社会を改善していく資質を有する人
材」が重要で、その手法として、学生一人ひとりの
学修成果の可視化が必要となる。
第二の多様性では、社会人や留学生を含めた、多
様な学生を受け入れる体質転換、自前主義から脱却
した教育、文理横断した教育プログラムの導入とそ
れを可能にする学部等連携課程の設置基準の改正、
単位互換制度の柔軟化、ICT活用教育の推進、地域､
企業等と連携した実践的な教育の充実、複数の高等
教育機関、産業界、地方公共団体との恒常的な連携
体制の構築、教育・研究コストの可視化などが重要
になる。
第三の教育の質保証と情報公開については、実現
すべき改革の方向性として、学修者が「何を学び、
身に付けることができるのか」を明確にし、学修の
成果を学修者が実感できる教育を行うことがあげら
れる。そのためには、全学的な教学マネジメントを
確立し、学修成果の可視化と情報公表を促進する必
要があり、さらに質保証システムの確立という観点
から、大学設置基準も見直す必要がある。また、大
学のホームページから自己点検評価など調べようと
しても分からないなど、情報をどのように公表して
いくのか、社会にどのように見てもらえるのか点検
する必要がある。
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本大会は、「イノベーションを支える大学教育を
考える」をテーマに、以下の開催趣旨に基づき実
施した。
「近い将来さまざまなモノがネットにつながり、

AIなどの技術革新が進展する中で産業構造､就業構
造、ライフスタイルが大きく変化してくる。その
ような社会では、異なる分野が融合し、新たに社
会的価値、経済的価値を生み出すイノベーション
が常態化されるようになる。昨年度文部科学省で
は「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン
（答申）」を発表し、知識・技能を文理横断的に身
に付け、論理的思考力を持って社会を改善してい
く人材を目指し、多様性を配慮した教育研究体制、
とりわけ全学的な教学マネジメントの確立、学修
成果の可視化と情報公表の促進、時代の変化や情
報技術、教育研の進展等を踏まえた大学設置基準
の抜本的な見直しを掲げ、教育イノベーションの
課題を提示した。
これを受けて、国・社会のイノベーションを支

える人材育成の方向性と課題、教育の質を保証す
る教学面での改善・改革の取組み、情報活用能力
の強化を目指した学修、授業の改善を目指したICT

の活用・効果について探求することにした。　　　　　　　　　　
１日目の「全体会」では、向殿

政男会長（明治大学）から、「本協
会はこれまでICTの活用を通じて教
育改善の働きかけを呼び掛けてき
たが、今後は広く教育のイノベー
ションが進展するよう、事業の名
称を『私情協教育イノベーション
大会』に改称して、各大学の改革
行動に繋げられる場となることを期待している」
との開会挨拶の後、９月４日から６日の３日間に
亘るプログラムが実施された。
１日目の全体会では、①高等教育に対する国の

取組みとして、グランドデザインを踏まえた教育
改革、AI時代の人材育成に向けた政府の取組み、
②デジタル時代の人材育成、③学生主体教育とし
てのSDGs活用の取組み、④大社接続によるAI活用
教育の問題発見・解決力、創造力を促進するため
のICT活用取組み、⑤AI技術を取り入れたデータサ
イエンス教育の試み、⑥文部科学省選定の数理・
データサイエンス教育の取組みとした。
２日目のテーマ別意見交流では、午前中２グル

ープに分かれ、①「分科会Ａ」ではAI社会を理解
するための企業関係者との意見交流、②「分科会
Ｂ」では学修成果可視化とIR活用の取組みと課題
の理解共有、③「分科会Ｃ」では人間中心のAI社
会原則、教育の情報化推進に関する著作権問題に
対する理解共有、④「分科会Ｄ」ではICT活用によ
る学修行動のモニタリングによる学修成果改善の
取組みと課題の共有、⑤「分科会Ｅ」では大学・
地域社会連携にICTを利活用した医療系教育プログ
ラム実践効果の共有、⑥アクティブ・ラーニング
にICTを利活用した取組みの理解共有、⑦社会で求
められる情報活用能力育成に向けたモデル授業の
見直し、専門教育と連携した授業実践について意
見交換し、理解の共有を深めることにした。

2019年度 私情協 教育イノベーション大会 開催報告
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答申では、国が全国的な学生調査を通じて、学生
の声を通じて学びの実感、例えばどのような学習経
験をしたのか、教育が自分にとって役に立っている
のかなどを把握し、学生目線から大学の教育力発揮
の状況を把握し、各大学自らが教育改善を行い、社
会が理解しやすい形で発信・公表していくことの重
要性を掲げており、この場を借りて理解と支援をお
願いする。質保証については、国のシステムで行う
ことは当然として、重要なことは大学内部での質保
証が機能していくことが避けて通れない課題であ
り、その結果を社会に発信していく必要がある。答
申に書かれた大学設置基準の抜本的な見直しについ
ては検討中であるが、定員管理、教育手法、施設設
備、学生／教員比率、教員組織のありかた、ICTを
活用した授業を行う際の施設の考え方など、様々な
検討事項がある。これらについては、文科省や一部
の委員だけではなく、大学関係者とともに、どうし
たらよい教育システムが構築できるのかを一緒に議
論していく必要がある。

［質問］大学設置基準の見直しの例として、学生／
教員比率の設定があげられているが、中小私学では
設定された比率にあわせて教員を採用することは財
政的に厳しい。どう考えればよいのか。

［回答］現時点で確たる基準はない。慎重な議論が
必要である。

［質問］大型大学の場合、相当の内部留保があると
考えられる。それを学生／教員比率の改善や授業料
の軽減、奨学金などに使うべきだという議論はある
のか。

［回答］内部留保をどう投資するのかは各大学の経
営戦略によるが、大学はそれを社会にしっかりと説
明していく必要はある。

AI（人工知能）時代の人材育成に向けた政府の
戦略と推進・普及の取組み

文部科学省高等教育局専門教育課課長補佐
加賀谷　次朗　氏

政府がどのようなAI戦略を策定
し、それを踏まえて、文科省がどの
ような取組みをしているかを説明す
る。まず、AI戦略が策定された背景
には、AI、ビッグデータ、IoT、ロ
ボティクス等の先端技術の高度化に
よるSociety5.0の到来、人生100年時
代、グローバル化、少子高齢化による人口減少等が
ある。大学においては、大学進学率が上昇傾向にあ
るが大学進学者数は減少する。さらに、今後10年か
ら20年で、日本の労働人口の約49％が人工知能や
ロボットによって代替されるとの予測もある。この
ような状況のなかで、どのような人材を育成すべき
か、というのが「AI戦略2019」である。この戦略
のなかで、Society5.0は、科学技術イノベーション
の活用を通じて人間中心の社会を実現する壮大な構
想で、AIはその鍵となる基盤技術と位置づけている。
そして、「人間中心のAI社会原則」に基づき、実現
すべき未来のビジョンを共有した上で、AIの社会実
装を推進するための戦略を策定した。人材育成の主
な取組みとして、2025年を目標に、リテラシー、
応用基礎、エキスパートという３段階に応じた育成
目標・人数を策定した。リテラシー・レベルの初等
中等教育段階では、多様なICT人材の育成や生徒一
人一台の端末を活用する授業の実現、高等教育段階
では、標準カリキュラムの開発と展開や優れた教育
プログラムを政府が認定する制度を構築する。応用
基礎レベルでは、AI×専門分野のダブルメジャーを
促進する。エキスパート・レベルでは、若手の自由
な研究を海外への挑戦機会を拡充する。高等教育で
年間50万人、応用基礎レベルで年間25万人の人材
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を育成することを目標にしている。
数理・データサイエンス（DS）・AI教育に関す
る教育改革では、リテラシー教育として、文理を問
わず、すべての大学・高専生（約50万人卒／年）が、
１・２年次に初級レベルの数理・DS・AIを習得す
ることを目指す。学部の３・４年生を想定した応用
基礎レベルでは、文理を問わず、一定規模の大学・
高専生（約25万人卒／年）が、自らの専門分野の数
理・DS・AIの応用基礎力を修得することを目指す。
いずれも、大学・高専における標準カリキュラム・
教材の開発と全国展開、認定コースの導入、大学・
高専に対する運営費交付金や私学助成の重点化など
を行う。さらに、大学・高専の卒業単位として認め
られる数理・DS・AI教育の内、優れた教育プログ
ラムを政府が認定する制度を構築し普及促進する。
「AI戦略2019」を踏まえた文科省の取組みとし
ては、数理・DS・AI教育の全学部学生への展開が
あり、入口（入試）から出口（就職）まで、数理・
DS・AI教育の促進につながるシステムを構築する
ことを目指す。具体的な内容としては、第一に大学
入学共通テストへの「情報Ⅰ」の追加の検討、第二
に「数理・データサイエンス標準カリキュラム」の
策定・活用、そして第三に「数理・データサイエン
ス教育プログラム認定制度」（仮称）を産学官連携
により創設すること、などがあげられる。これまで
の取組みとしては、文系理系を問わない全学的な数
理・DS・AI教育を実施する国立６大学からなる拠
点校・コンソーシアムを設置し、今年度、20の国立
協力校を追加し、全国への普及展開を加速化してい
る。今後、拠点校・協力校と私立大学との連携も目
指す。拠点校の代表的な取組みとしては、北海道大
学の「学士・修士・博士にとらわれない、シームレ
スなプログラムで専門分野にとらわれないボーダレ
スなデータサイエンス教育」があげられる。この取
組みでは、学部でリテラシー、応用基礎、実践力の
各レベルに対応した科目が開設され、ICTプラット
フォームを活用した授業が行われている。令和２年
度の概算要求では、運営費交付金のなかで、大学の
数理・DS・AI教育の全国展開のために、前年度よ
り３億円増額した12億円を計上した。
最後に私立大学の私学助成についてふれる。概算
要求では、「Society5.0に対応した高度技術人材育成
事業」（継続9億7,100万円）、「知識集約型社会を支
える人材育成事業」（新規18億円）、「保健医療分野
におけるAI研究開発加速に向けた人材養成産学協働
プロジェクト」（新規14億円）などを計上した。ま
た、文科省全体の予算としては、「AI戦略2019」関
連予算として、全体で819億円を計上した。

［質問］文理横断に対してどのようなイメージをも
っているのか。また、文理横断に期待することは何
か。

［回答］数理・DS・AIにおいても、例えば倫理的な
ものや人間知に関わる人文社会科学的な視点が必要
となる。文理横断でイノベーションが生まれること
を期待している。

【デジタル時代の人材育成】
価値を創り出せる人材の育成

タッチコア代表、九州工業大学客員教授　
小西　一有　氏

１．デジタル、IoT、デジタル・トランスフォー
メーションの定義
「デジタル」というのは、アナロ
グの逆という意味ではなく、“つな
がること（コネクティビティ）”に
よって可能になる、複数のテクノロ
ジーイノベーションが融合する世界
をさす。「IoT」（Internet of Things）
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について国際電気通信連合（ITU）では、「いつでも、
どこでも、何とでもつながる」としており、物理的
な世界（フィジカル・ワールド）をこえて情報の世
界（インフォメーション・ワールド）へと、あらゆ
るものがつながっていく世界を意味する。「デジタ
ル・トランスフォーメーション」は、業務の一部を
ロボットで自動化したり、コールセンターにチャッ
トボットを導入して人員削減したりする単なるデジ
タル化とは違い、デジタルテクノロジー及びデジタ
ルビジネスモデルを使うことで業績改善のための組
織変革を意味するものである（デジタルビジネス変
革≠デジタル化）。これらの定義を踏まえた上で、
意味のイノベーションとは何か、問題解決のイノベ
ーションの欠点、イノベーションに関する勘違いの
３点について説明する。

２．「意味のイノベーション」とは何か
ロウソクを例にとりあげる。ロウソクの機能は明
かりで、その効能は暗いところを明るくすることで
ある。停電時などに使って、安ければ何でもよい。
これに対して、Yankee Candleという会社のロウソク
は、ゆらゆらと火がゆれて、癒しの機能をもち、そ
の効能は疲れをとるとか、明日への活力をあたえて
くれる。ロウソクそのものの存在意義が変わる。こ
れが「意味のイノベーション」である。他の事例と
しては、写真の意味の変化があげられる。米国のイ
ーストマン・コダック社は、メディアが報道するよ
うに、デジタル化に遅れたから倒産したのではない。
むしろ、デジタル化という意味では、同社は先駆的
だったが、写真は後世に偲ぶものから、言葉よりも
強力にメッセージを送るツールに変化したことに対
応できなかったと言える。変化が激しい時代には、
新たなビジョンを発見し、そこに新たな意味を付加
していかないとイノベーションが生まれない。

３．問題解決のイノベーションの欠点とは
パナソニックが開発した、HOSPIという病院内で
薬を運ぶロボットがある。これは、人件費が高い薬
剤師の代替手段として、人件費削減という意味では
問題解決に役立っているが、「意味のイノベーショ
ン」ではない。それに対して、オランダのPhilips社
による「周辺環境に注目するヘルスケア事業」
（AEH:Ambient Environment Healthcare）は、「意味の
イノベーション」を実現している。この事業では、
MRI検査を受けるまえに、控室で子供たちが先生と
患者になってMRI検査をままごとのようにして遊ぶ
仕掛けをつくることで、子供たちの不安を軽減する
とともに、鎮静剤を投与する割合を減少させた。つ
まり、この例では問題解決というよりも、医療の意
味そのものを変えてしまっている。問題解決のイノ
ベーションが、選択される商品・サービスの創造で
あるのに対して、「意味のイノベーション」は、愛
される商品・サービスの創造を意味する。そして、
前者がどうやって解決するのかに着目し、性能の競
争（よりよいもの）に結びつくのに対して、後者は、
なぜ解決するのかに着目し、価値の競争（意味深さ）
にたどりつく。

４．イノベーションに関する勘違い
米国のIDEOという会社が提唱し、日本にも広ま
った「アイデア思考」についてひとこという。アイ
デア思考について、日本では間違えて伝えられてい
るが、重要なことはただ一つで、アイデア思考とい
うのはマインドセットで、常に人間を意識しながら
考える、多様性を活かすことによる恩恵、どのよう
な状況でも自分たちはできるのだという信念、そし
て、早く、たくさん失敗して経験から学ぶ、という
４点につきる。このようなマインドセットが、「意

味のイノベーション」を創造するのに重要である。
現在、世界では米国のGAFAや中国のBAT（Baidu,

Alibaba, Tencent）などが力をもっているが、これら
の企業は経験価値で勝負しようとしている。日本は、
ハードウェア、ソフトウェア、ネットワークといっ
た分野で、工業力としてはそれほど弱くなかった。
しかし、工業力ではない経験価値について理解しな
ければ、この先、競争力の源泉は手にできない。

【質疑応答】
［質問]中国は、なぜ経験価値の創造で成功している
のか。

［回答]経験価値の創造以前に、政府が支援して優秀
な人材にビジネスを自由にやらせているからだと考
えられる。

【学生主体教育の仕掛け】
学生主体教育としてのSDGs（持続可能な開発
目標）活用の取組と成果・課題

金沢工業大学SDGs推進センター長
平本　督太郎　氏

SDGsは2030年までに達成すべき
17のゴールとその下に169のターゲ
ットがあり、2015年９月に国連で
加盟国193ヵ国が全部賛成し、現在
その達成に向けてSDGsを実施して
いる。
金沢工業大学では、SDGsには

「地球規模」、「バックキャスト」、「誰一人置き去り
にしない」という３つのキーワードがあると捉えて
いる。「地球規模」は、日々の生活が地球規模の課
題につながっており、地域での取組みを世界が求め
ているニーズとして理解し直して、横展開していく
ことが必要になってくる。「バックキャスト」は、
現在の延長線上では人類が生存し続けることができ
ないと分かっているので、あるべき未来像を描いた
上で、現在の優先順位を決めていく思考が求められ
ている。「誰一人置き去りにしない」は、資本主義
の行き過ぎによるゆがみを解消するための新しい方
法を模索すること。SDGsの前のMDGsの際に、数値
目標は達成できても、現場の問題が解決されない状
況が起こった。取り残された人びとをきちんと認識
し、その人達も含めた社会システムを作らなければ
ならない。子供の貧困がその具体例である。
「地球規模」の補足をすると、SDGsには「地球
１個分の」というキーワードがあり、経済・社会・
環境の３つが調和することが重要視されている。気
候変動による災害がわかりやすい。生態系の中で、
人間が出した負の損害を吸収して浄化することが可
能だが、許容量に限りがある。１年間で自然の力で
復活できるキャパシティが「地球１個分」で、それ
に対して、人間の生活は、平均で地球1.7個分使っ
ている状況である。日本は2.8個分使っている。こ
れは、自分たちの子供や孫の生活資源を使っている
ことで、負のエネルギーを残していることになる。
負のエネルギーが見えにくいことが難点である

が、今や知らないでは済まされなくなってきている。
常に全体のバリューチェーンを意識する必要性が高
まっている。ICTを活用して「見える化」して改善
する取組みが求められている。
日本で明確にSDGsが採り入れられたのが2018年
４月閣議決定の第５次環境基本計画だが、一つの行
政区分の中での取組みに限らず、農村・都市すべて
を含めた地域循環共生圏を作る必要がある。
金沢工業大学では、金沢の地域において様々な自
治体と連携してリアルなフィールドで実際に学生達
が活動しながら持続可能な社会作りに取組んでい
る。山の中のキャンパスでは、教育を新たな核とし
て、新しい循環構造を作ろうとしている。自然と都
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市の魅力を合わせ、山間部と平野部の格差を是正し、
地球１個分に戻していくモデルを実現しようとして
いる。
バックキャストに関しては、防げる未来を描き、
そこから現在やるべきことの優先順位をつける必要
がある。そして、ゴールが決まれば、人びとの行動
の優先順位が変化し、それにより地球が持続可能に
なっていく。SDGsにより、様々なところでルール
変更が行われている。
誰一人取り残さない社会を実現するには、トレー
ドオフ、つまり何かを選択するために何かを犠牲に
するという構造を解消しなければならない。このた
めには、例えば、技術者にとっての倫理感が教育に
おいても必要になり、経営者にも正しい経営倫理が
必要になってくる。トレードオフを解消するには、
主体の二者間だけでなく、第三者を入れて、調和の
とれた仕組みを作ることが必要になる。
地球規模、バックキャスト、誰一人取り残さない、
この考え方のマインドセットをしながら教育を進め
ていく必要がある。
金沢工業大学がJapan SDGs Awardに選定された理
由は、一つはすべての領域に関連することから学
部・学科を超えた全学体制による連携をしており、
学生達の教育付加価値を高めることを目指した教
育、二つは学生主体のSDGsに貢献する次世代リー
ダーの育成として、自ら学び行動することを推し進
める教育体制、三つは地域の実際の課題に対して、
研究成果が役に立っているのかを振り返る中での社
会実装型研究を背景にした教育、四つはSDGsに特
化した通年カリキュラムの４点があげられる。なお、
正課の外では学生達が連携できるように学生団体
「SDGs Global Youth Innovators」を立ち上げ、主体的
な活動を支援している。
これからの未来を切り拓いていく学生の感覚を尊
重した上で、教員、職員が同じ立場で一緒に持続可
能な社会を創っていくことを常に意識しながら活動
していく、実際の地域課題を解決するプロジェクト
デザイン（PBL）教育の取組みを教育の軸に据えて、
問題発見、問題解決能力を培う活動を進めている。
PBLは毎年1,600人くらいの学生が６人１チームで、
200くらいの提案が出ている。これを実際のフィー
ルドで役に立つのか検証することで、自分達の計画
は正しいかどうか見極め、提案している。その中に
おいては、自治体で予算化して実行されるものや、
自治体と一緒に国のプロジェクトとして大規模な実
証実験を行っているものもある。ベトナムでもスタ
ディツアーの中で、現地の課題に対して、計画・検
証のフェイズで進めている。しかし、実際には失敗
を繰り返しながら成功を作っていく中で、折れない
心が身につく。これは社会に出た後で企業から高く
評価されている。

SDGsに特化した通年カリキュラムとしては、３
年生を対象に地域の話だけでなく、地球規模とどの
ように結びつけるのか、TEDを活用した環境技術イ
ノベーション授業、社会システムイノベーションの
授業を展開している。

SDGs教育の成果として、一つはSDGsアクション
カードゲームを企業と共同開発し、国連の組織で英
語版のゲームを説明するなど学生の国際発表の機会
が増大したこと、二つはSDGsの活動をしていくと、
企業に入るよりも多くの経験ができることから、大
学院の進学が非常に高く、学生の学修意欲の向上が
増大したこと、三つはSDGsのカードゲームを介し
て、他の教育機関からの高い関心が寄せられ、連携
がかなり進められていること、四つは企業や自治体
等の学外ステークホルダーとの連携の好循環があげ
られる。
今後の課題として、一つは「世代を超えた共創教

育」で、小中高の若者が金沢工業大学の取組みに参
画できる仕組み、二つは「分野を超えた共創教育」
で、若手・中堅教員を中心とした学際的研究ネット
ワーク、三つは「文化を超えた共創教育」で、地域
の課題の解決策やその検討手法を広く世界へ横展開
していく仕組みの３つがあげられる。

【質疑応答】
［質問]取組みに熱心でない学生はいるのか。
［回答]一言では言えないが、プロジェクトデザイン
教育がベースにあるので、就職するにあたって必要
性を感じてきちんとやり遂げている。ただ、途中で
他の分野に関心が高まっていく場合には無理強いは
していない。

【大社接続によるAI活用教育の取組み】
日本IBMと共同開発した「AI活用人材育成プログラ
ム」の取組み

関西学院大学学長補佐
巳波　弘佳　氏

関西学院大学が行っている日本
IBMと共同プロジェクトの内、AIに
関する基盤教育とキャリア支援の施
策について紹介する。
1956年に人工知能という言葉が

定義されて、その後10年間、第一次
AIブームが起こり、その後1980年
代にExpert Systemが流行った第二次AIブームが続
き、現在は、ワトソンやアルファ碁に象徴される第
三次AIブームにある。この要因には、膨大なデータ
収集が可能になったこと、コンピュータの飛躍的進
歩があげられる。そして、人工知能の性能が実用レ
ベルになったと言える。
このような状況下で、AIを使いこなす人材の必要
性が叫ばれている。そこで、関西学院大学ではAI活
用人材の育成をIBMとの共同プロジェクトとして行
うことにした。共同プロジェクトには様々なテーマ
があるが、人材育成と学生支援の２つを優先した。
まず、学生支援のキャリア支援で用いるチャット
ボットを作成した。これはLINEふうに応答してく
れるAIで、学生はいつでもどこからでもキャリアや
就職に関する質問ができる。それに対し、会話する
AIであるチャットボットが自動的に回答する。音声
ばかりでなくテキストでも可能で、スマートフォン
やPCの画面上で、自然言語でのやりとりができる。
チャットボット導入の目的は、圧倒的に多い定型
的な質問に対応する人間の時間をなくし、人間のカ
ウンセラーにはていねいに応対する時間を充てるこ
とにより、効率的なキャリア支援を確立することで
ある。蓄積した大量のQ&A集をベースにAIに学習さ
せ、チャットボットを開発した。利用度を上げるた
めにｅポートフォリオからワンストップでサービス
を提供できる仕組みにした。これにより、いつでも
どこでもどんなことでも学生は質問できるようにな
り、めざましい効果があった。
チャットボット開発は、１から全部作ったわけで
なく、既存システムと汎用的AIモジュールを組み合
わせて完成させた。将来は水平展開を考えている。
キャリア支援に関するQ&Aを各大学で共有すること
ができれば、日本の学生全体にとってよい就職支援
ができると思う。チャットボットはプロトタイプで
あり、他大学と共同することは決してやぶさかでは
ない。

AI活用人材の教育について、まずどのような人材
が必要なのかを考えた。最先端のAI技術を研究開発
する人達はもちろん必要だが、それだけではなく、
AIを活用したビジネスや新しいサービスを企画する
AIユーザーの人材と、AIユーザーに対してソリュー
ションを提供するAIスペシャリストの人材が必要で
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は武蔵野大学であった」ことが掲載され、両大学は
データサイエンス学部を持っているということで話
題になった。
本学データサイエンス学部のカリキュラムでは、
新しい学修スタイルを組み合わせて、学修イノベー
ションを達成したいと考え、学生たちに「育牧」と
いう教育方針を伝えている。キチンと管理されてい
るわけでもないし、完全に放牧するわけではないが、
自由に世の中を駆け回ってもらい、ちゃんと見守っ
て育てると意味合いがある。もう一つは、きちんと
教えすぎないこと。高い目標を持って、試行錯誤し
て、失敗をたくさん重ねて自ら学ぶという学修スタ
イルを前面に出していきたい。そして、学生たちに
身に付けて欲しい力は、テクノロジーを相互作用的
に使える「エンパワーメント」と環境変化に対して
しなやかに対応できる能力「レジデンス」である。
カリキュラムは、情報学を基本とし、その中にあ
るデータ工学、人工知能工学、統計工学、これらを
有機的に組み合わせた学問体系を規範として考えて
いる。21世紀型の新学問領域では、大学の存在意義、
大学自身の再定義が議論されているが、データサイ
エンスと大学自身の再定義をかけ合わせて、スマー
トクリエイティブな人材を輩出したいと考えてい
る。スマートクリエイティブはオリジナルな言葉で
はなくて、シリコンバレーを席巻しているGAFAの
中で活躍している人を象徴して使われている言葉で
ある。
４月に入学した学生71名に対して教員は10数名
おり、全学生、教員の参加するサイバーフィジカル
な空間である実践学修コミュニティをSlackで用意
し、24時間この実践コミュニティの中でお互いにコ
ミュニケーションを取るという一種のベースライン
を設定している。様々な最新のテクノロジー、例え
ばZoomを使って、講義をすべてリアルタイムに記
録し、学生にすぐ配信するなどのスマートラーニン
グを実践している。教卓で話しをして講義をすると
いうスタイルはほとんど取らず、７人で１グループ
作って、全員BYODでパソコンを持参し、グループ
の中で課題をインタラクティブにこなすスタイルを
とる。「座学なし、試験なし」という形でどれだけ
できるかということに挑戦しており、教室に入った
だけで熱気が非常に伝わってくる。また、レポート
は、基本的に動画で提出することで、学生たちの表
現リテラシーをあげるとともに、学生同士でも見る
ことができるようにしている。協調学修などのスタ
イルを前面に出したので、最初は学生から「先生は
ちゃんと教えないで不親切」「先生の課題は抽象的
で分からない」ということが多かったが、自分で前
提を埋めたり制約条件を加味して、１〜２カ月の中
で、学生はそれを納得し、協調学修の面白さを会得
している。
学びの理念としては、心に響く、当事者性のある、
夢中になる、達成感がある、肯定的なフィードバッ
クにあふれている教室環境を大事にしている。論理
的な思考や創造的な思考などのジェネリックスキル
は、いろいろなタスクを達成する過程のなかで副次
的に身に付くものであり「知幹力」と呼んでいる。
ゼミや卒業研究は、教員の薫陶を個別に受けること
のできる最も大学らしい教育スタイルだが、私ども
のほうでは１年生の後期から未来創造プロジェクト
という形で、半年に１回、複数の先生に順番に薫陶
を受けるプロジェクト型学修を置いている。
先端的なツールとしては、世界的な企業が使うも
のを活用している。例えば、Pythonを１年生の時か
ら習う。しかし、Pythonだけできてもユーザーイン
ターフェイス周りのことはできないので、全体は作
れない。CS50（Computer Science 50：ハーバード
大学やイエール大学で実施されているコンピュータ

ある。本学はAIユーザーとAIスペシャリストを養成
すべく、文系・理系を問わず、AIデータサイエンス
関連の知識を持って、それを活用し、現実の諸問題
を解決できる能力を有する人材を育成することを目
的とした。

AI活用人材育成プログラムでは、AIの知識だけで
はなく、ITスキル、データサイエンス、ビジネスス
キルも必要であり、これらを体系的に学ばせること
で、社会や企業の求める即戦力の人材を育てていく。
科目構成は全10科目で、PBL的科目が多い。初学者
を念頭に置いた授業内容、体系的かつ実践的なスキ
ルの習得、ビジネス視点の醸成、この３つが特徴と
なっている。
具体的には、入門として全員受講の「AI活用入門」
があり、AI利用のアプリケーションを開発のための
基礎知識を学び、実際に活用する演習を行う。次に、
基礎として、「AI活用導入演習A・B」があり、モジ
ュールを使って、AIを利用したアプリケーションを
実際に開発する。「AI活用実践演習A」では、必要最
低限のJavaスキルを使ったWebアプリケーションの
開発の仕方を学修する。「AI活用実践演習B」では、
機械学習、深層学習に関する基礎的な知識を学び、
Pythonを用いて実際に機械学習のプログラムを作
る。「AI活用実践演習C」では、UIとUXのインター
フェイスを学ぶ。「AI活用データサイエンス実践演
習Ⅰ・Ⅱ」では、統計ばかりでなく、様々な問題フ
レームワーク、マーケティングフレームワークなど
の演習を行う。最終的には、総合演習として、実デ
ータを自ら学んだ問題解決フレームワークを使って
分析し、結果をプレゼンし報告書をまとめる。
教材及び授業進行は事前に用意されているので、
教員はきめ細かな学生指導に専念でき、学生の様子
を見ながら臨機応変に対応することが可能になる。
IBMとの共同開発により、企業の実務の視点を採り
入れ、実際の現場での内容を含んだ演習を多くし、
実例を意識したPBLを用意している。
授業はこの春に始まったばかりだが、定員を大幅
に超える受講申し込みがあった。学生たちの注目度
が非常に高く、全学部から幅広く受講生が集まった。

AIは理系の独占物ではなく、みんなが使うもので
ある。やりたいことにAIをプラスすることによって
より良いものができる。学生には、AIに使われる人
材ではなく、AIを使いこなす人材になってもらいた
い。AI活用人材になって、社会を変革するリーダー
になってもらいたい。

【質疑応答】
［質問]文科省推薦のモデル授業のカリキュラムでは
学生の意欲が失われる危惧があるが、使えるものか
ら始めて後付けで勉強させるという貴学のやり方は
よい。関西学院大学が拠点校になった方がよいので
は。

［回答］国の動きは承知しているが、理系だけでな
く文系も含めて、楽しく学び、学生が実際にAIを使
えるところまで引き上げたいと考えている。当プロ
グラムが参考になればうれしく思う。

【AI技術を取り入れたデータサイエンス教育の取組み】
協調学修やプロジェクト型学修を基軸にした
データサイエンス教育の試み

武蔵野大学データサイエンス学部学部長
上林　憲行　氏

武蔵野大学データサイエンス学部
は、この４月に新入生を迎えたばか
りであり、学生の状況も含めてお話
したい。2019年度入試の実績につ
いては、５月連休のAERAの特集記
事で「入学志願者が一番増えたのは、
国立大学では滋賀大学、私立大学で



サイエンスの入門コース）では、１年生でPython、
TensorFlow、SQL、Tableauなどのレベル1を全部通
して行い、２年生でレベル２、３年生でレベル３と
いった具合に学んでいく。よい点は、例えば１年生
の時に「私、Python知りません」という人がいなく
なり、それぞれの学年に応じたレベルで課題解決が
できるようになる点である。
卒業までは時間があるが、例えば、転職サイトで
データサイエンスというキーワードを入れると、IT

企業だけではなく、職種、業界を問わずニーズがあ
ることがわかる。いわゆる世の中でいうホワイトカ
ラーが21世紀に持つべきジェネリックスキルがデー
タサイエンスだと考えてもいいのではないかと思
う。

【質疑応答】
［質問]座学なし試験なしというのは斬新ですが、逆
に問題は何か。

［回答]最初思っていた以上に協調学修は学生にフィ
ットした。しかし、皆それぞれ頑張ってやってくだ
さいというのでは機能しない。つまり、コラボレー
ションに関する基本的なスキル（例えばKJ法）をイ
ントロダクションしないといけない。それと、協調
学修が必要となるような問題、世の中に出ていく時
に直面する非常に曖昧性のある問題を扱うことが大
事である。フリーライダー問題では、辛抱強くリー
ダーやサブリーダーを教員がサポートし、グループ
の中でお互いが協調学修の楽しさを分ってもらうこ
とが大切だと思う。

【文部科学省選定の数理・データサイエンス教育強
化拠点の取組み】

（１）カリキュラム分科会
東京大学数理・情報教育センター教授

丸山　祐造　氏
2016年12月に、数理・エータサ

イエンス教育強化方策により６大学
（北大、東大、滋賀大、京大、阪大、
九大）が拠点として選定され、各大
学にセンターが設置された。そして、
数理・データサイエンス教育拠点コ
ンソーシアムが形成され、全体会議
を年２〜３回開催している。2019年には、新たに
協力校20校が選定され、６大学がこれら20校をブ
ロック別（北海道・東北エリア等のブロック）に先
導し、数理データサイエンスを全国に広めていくこ
とになった。昨年度、３つの分科会（カリキュラム
分科会、教材分科会、教育データベース分科会）が
作られ、私が主査を務めるカリキュラム分科会では、
標準カリキュラムを作成している。文科省からは、
全国の大学のすべての大学生（１学年50万人）に対
して利用可能なデータサイエンス標準カリキュラム
を作ってほしいと言われている。
米国NSFの小委員会（StatSNSF）では、「データ

の設計、取得、管理、解析、データからの推論を目
指す科学」というサイクルをデータサイエンス（DS）
として定義している。そして、データに基づいた妥
当な判断を行う能力を養うための10の分野として、
「倫理」、「データの記述・可視化」、「データの取
得・管理・加工」、サイエンスとしての３つのベー
シックである「統計基礎」「数学基礎」「計算基礎」
と、「モデリングと評価」、「ドメイン知識の考慮」
「コミュニケーションのチームワーク」「ワークフロ
ーと再現性」をあげている。
カリキュラム分科会では、米国の10分野を参考に

DSのサイクルの７分野に注目し、「データの法規と
倫理」、「データ記述と可視化」、「データ管理とキュ
レーション」、「統計基礎」、「数学基礎」、「計算基礎」、
「データモデリングと評価」としている。学生がDS
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に主体的に関わる職業につかない場合でも、受け手
としてDSの成果を享受しつつ、しかも負の側面に
注意して安全・安心に人生を送れるような教育が大
事ではないかと考えている。具体的には、７分野そ
れぞれを大分類とみなし、中分類、小分類を設け、
小分類を１個の単位として、スキルセットと学修目
標を整理している。最終的には、３段階くらいを想
定したレベル別にカリキュラムを用意しようと考え
ている。また、スキルセットの学修目標では、積極
的に高校の科目を多く含むように作成し、先ほどの
大分類、中分類、小分類と高校の単元の対応表を作
っている。「数学」については現在の学習指導要領
の数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学A、数学Bの単元
を中分類で対応させ、「情報」についてはDSのリテ
ラシーが多く含んでいる次期学習指導要領の「情報
Ⅰ」を対応させている。スキルセット、学修目標を
含む第一次報告が、おおよそ１か月内に一般公開さ
れる予定となっている。

（２）教材分科会
滋賀大学データサイエンス学部長､

データサイエンス教育研究センター長
竹村　彰通　氏

教材分科会（主査：清水教授（滋
賀大学））の活動及び具体的な成果
として、教科書シリーズ、そしてｅ
ラーニング教材の提供について紹介
する。具体的なプロセスとして、①
教科書を作ること、②学内教材で可
能なものを共有していくこと（提供
方法の情報共有）を進めており、コンソーシアムの
ホームページで情報共有を行っている。東京大学で
はいくつかの講義（最適化手法、時系列解析など）
を動画配信しており、九州大学はデータサイエンス
の概論を提供している。北海道大学ではブラウザ上
で受講できる数学の演習システムを作成している。
京都大学では生物統計に関する講義動画を公開、大
阪大学ではｅラーニング教材を作成している。滋賀
大学ではMOOC教材を作成し協力校に提供している。
教科書シリーズ（データサイエンス入門シリーズ

（講談社））では、６拠点から編集委員を出していた
だき、編集方針を定めて10冊刊行するということで
進めており、私が編集長をさせていただいている。
これまでに、「データサイエンスのための数学」「デ
ータサイエンスの基礎」、「最適化手法入門」の３冊
が刊行されている。例えば「データサイエンスのた
めの数学」は、データサイエンス応用に特化して数
学が書かれており、線形代数では「データの扱い方
と組み合わせ方」という観点が入っている。
最後に、滋賀大学のコンテンツについて紹介する。
滋賀大学は2017年４月に日本初のデータサイエン
ス学部を開設し、この４月には修士課程を開設した。
学部からの卒業生がいない段階での修士課程設置の
ため、院生は企業からの派遣が多く、社会人のスキ
ルアップの需要が強い。博士課程も来年開設予定で
ある。滋賀大学での学部開設後、横浜市立大学デー
タサイエンス学部が2018年、武蔵野大学データサ
イエンス学部が2019年に開設され、「データサイエ
ンス学部」とカタカナ名で名乗っている学部が３校
となった。
滋賀大学では、MOOCという仕組み（ドコモgacco）
を使って、「大学生のためのデータサイエンスⅠ」
と「Ⅱ」を提供している。「Ⅰ」では、統計の基礎
の他、R、Pythonを使った事例を入れたり、応用事
例として企業の方の話を入れている。「Ⅱ」では、
機械学習に特化して、機械学習のいろいろな手法を
まんべんなく含めている。統計学会で作成した「統
計学Ⅰ」「統計学Ⅱ」の２科目と合わせてパッケー



れる。このように、今後、AIによる変化とダイバー
シティによる変化が同時に進み、「終身雇用から人
材流動性の高まりへ」、「ジェネラリストからエキス
パートへ」のように、キャリア・能力・組織・業
務・ワークスタイルが一斉に変化していく。
「AIとの共存」をキーワードに、多様性があり創
造的な仕事に誰もが取組める社会になることを期待
している。

「AIを活用した価値創造の可能性と思考のフレーム
ワーク」

富士通株式会社AIフロンティア事業部長
永井　浩史　氏

AIの社会への実装について、現在
の状況、日本国内からだけでは見え
てこない実情を中心に話題提供す
る。世界各国のGDPに対する通貨流
通高の割合を見ると、急速にキャッ
シュレス決済が進んでいて、電子決
済で、お金の流れ、購買の意識など
が見える化された社会の到来を示している。さらに
グローバル的に急速にAIの社会実装が進み、巨額の
投資が行われていることから、富士通はAIと量子コ
ンピューティングを、政府の支援が手厚く、税制面
で有利なカナダを拠点に展開している。
現在、AIはスマートフォンに実装されているよう
に、実用段階に到達している。フィンランドではAI

の画像認識技術を応用したスマートレジが、中国・
台湾ではAIを「場の認識」、「場の観察」に応用し、
挙動不審者を識別する技術が実用化されている。英
国では、AIと量子コンピューティングにより、巨大
な冷蔵倉庫でのロボット化された製品ピックアップ
を導入したオンラインスーパーマーケットが誕生し
ている。このように人間界・ヒューマンソサエティ
からIoTで、ビッグデータをデジタルスペースに送
り込み、このビッグデータの海からの特徴の抽出と
認識にディープラーニングが使われ、得られた知識
がデータベースシステムに蓄積され、組み合わせ最
適化問題を量子コンピューティングで高速処理して
人間にフィードバックする。このようなIoT×AI×
量子コンピューティングという広大なAIシステムが
今後５年間で実装されていくと予測される。
“Data is new oil.”というキーワードで示されるよ
うに、膨大なデータが収集される中で、データとAI

を掛け合わせるフレームワークの重要性が高まって
いる。この状況では、「デザイン思考」、「シナリオ
プランニング」、「ビジネスモデル検討」が必須とな
り、AI活用の実践には、ツール・技術という面以外
にも幅広い思考・スキルが求められる。これはクイ
ックプロトタイピングによりコンセプトを検証し、
エスノグラフィーという思考法により「場を観察し
てInsightを得る」ということが重視され、５年・10
年先のフューチャーシナリオを考えながら、バック
キャスティングしてデザインする力、未来洞察力と
もいえるデザイン力が非常に重要になる。
最後に、デザイン思考やシナリオプランニングの
ような、新しい概念を紹介したが、「自分が社会で
生きていくためにどう生活するか」、「どのようにコ
ミュニケーションをとってその場を観察して解決す
るか」など、教育の本質としてはかつてから重要と
されていたことに帰着すると考えられる。

分科会B：質保証を確保するための学修成果の
可視化

「学修成果可視化とIRへの活用―取り組みと課題―」
関西国際大学評価センター長

藤木　清　氏
われわれが学修成果の可視化を考えるとき、いつ
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第２日目（９月５日）

テーマ別意見交流
分科会A：AI社会を理解する

「AIと共存する未来」
野村総合研究所主任コンサルタント　

岸　浩稔　氏
AIと共存する未来について、未来
社会論的な観点から、AIが入ってく
る社会、人材や組織、教育などがど
のように変化するかということに関
して話題提供を行う。
野村総合研究所は、Oxford大学の
マイケル・オズボーン教授とともに
日本のデータを分析し、2015年12月に、将来、日
本の労働人口の49％が人工知能やロボットで代替可
能になるということを発表した。米国および英国で
は、それぞれ47％と35％という結果が得られてい
る。これは、各国の職業の構造にも影響される値で
あり、日本の場合は、労働構造・社会構造の中で事
務職に従事する人口が多いため、代替確率が高くな
っている。各種の職種について、コンピュータ化可
能確率に注目すると、業務の複雑さ・高度性は、コ
ンピュータ化可能確率との間に相関がないことが分
かる。この点から、AI時代に求められるスキルとし
ては、「創造的思考」、「ソーシャルインテリジェン
ス」、「非定型」があげられる。

AIの導入に伴う労働環境の変化として、「機械に
よる失業」と「AIとの共存」という２つのモデルが
考えられる。前者では人が機械に置き換えられるだ
けであるが、後者では人が高付加価値の業務にシフ
トすることとなり、AIが効率を支え、人は創造性を
担い、生産性と創造性が両立する仕事に変化してい
く可能性がある。人は人でなければできない仕事を
行い、各自が得意な分野で能力を発揮するようにな
る。ここで、AIは知識や業務ノウハウを提供し、こ
れを活用すればエキスパートとして活躍することが
可能となる。一方で、社内調整や承認などを行う中
間管理職の仕事の必要性が低下する。このようにAI

の導入は、業務の見直し・スリム化の推進につなが
る。
業務を遂行するために必要や能力を、「コンピテ
ンシー」、「機能スキル」、「運用スキル」に整理する
ことができる。これを人の「ケイパビリティ」とよ
び、職務・職位によりこれらの３つの能力の比重が
異なるため、個人の評価指標になりえる。人材評価
は、個人の成果を組織の成果と関連付ける目標管理
（パフォーマンス・マネジメント）から、個人の能
力を組織の成果と関連付ける能力管理（パフォーマ
ンス・デベロップメント）に移行することが考えら

ジとし、ドコモgaccoから学生１人あたり1,500円で
半年間使える仕組みとしている。学生にはIDが付与
されるので、どの講義を見たか、小テストができて
いるか等を確認でき、講義にも使っていただけると
思っている。また、先のデータサイエンス入門シリ
ーズとは別に、滋賀大の授業の内容を書いた教科書
を学術図書出版から出している。

【質疑応答】
［質問]全大学生を対象にした初級レベルの数理・デ
ータサイエンス・AI教育について、現段階でどのよ
うに考えているか。

［回答]正直、できていない状況だと思う。一般的な
ところはビジネスマン向けの本などがあるが、教材
がまだ不足している。これからになるが、至急対応
しなければいけないことは間違いないと思う。



も2008年の「学士課程教育の構築
に向けて」という答申に立ち返るこ
とにしているが、ディプロマポリシ
ー（DP）について大学が期待され
ていることは、以下のようなことで
ある。すなわち、大学全体や学部・
学科等の教育研究上の目的、学位授
与の方針を定め、それを学内外に対して積極的に公
開すること、学位授与の方針策定にあたってPDCA

サイクルを稼働させること、そして、学位授与の方
針等に即して、学生の学修到達度を的確に把握・測
定し、卒業認定を行う組織的な体制を整えること、
などである。

PDCAサイクルについては、３つのポリシーが
Planにあたるとの意見もある。しかし、３ポリシー
を頻繁に変更するのは現実的ではないので、あくま
でも３ポリシーをPlanに落とし込み、AP実現のため
の入学選抜方法の整備、CP実現のためのカリキュ
ラムの整備、DPの学修成果を身に付けさせること、
などをプランすることになる。これらを実施（Do）
し、点検評価（Check）するわけだが、実際には改
善（Action）になかなかつながらないという課題が
ある。そこで、学修成果を可視化し、３ポリシーに
照らし合わせて適切に教育が実施できているかを自
己点検・評価し、誰がどのように改善の行動を起こ
すのか、などをアセスメント・プランとして策定し
ておくという枠組みが内部質保証システムとして必
要である。なぜ学修成果を可視化するのかというと、
大学レベルと学部学科レベルでは、改善すべき課題
を把握し、それを教育改善や学修支援に結び付けて
いくためであり、学生個人レベルでは、振り返りに
よる成果と課題の把握により、目標設定ができるよ
うにするためである。
本学では、DPを制定するにあたって、学修成果
の評価ツールとして、従来からあったKUIS学修ベ
ンチマークを含めて、学修行動調査、卒業研究の成
果（卒業論文）、到達確認試験の４つを設定した。
「KUIS学修ベンチマーク」は、ルーブリックに準拠
した学生による自己評価と教員による確認によって
評価を実施する。春・秋学期のはじめに、ｅポート
フォリオを通して試験やレポートを返却し、それを
もとに学生は自己評価するととともに、教員と学生
が面談する。「学修行動調査」は、学生が大学に適
応しているかを調査する「適応調査（学修編）」と
「進路と学生生活に関する調査」に分かれる。「到達
確認試験」は筆記試験で、２年生の終わりに、専門
的な基礎知識が身についているかどうかをチェック
する。ルーブリックは全学共通のものを作成したが、
重要なことは、作成して終わりではなく、評価方法
等のすり合わせをしていくことである。

CPについては、教育内容として専門教育（専攻
別）、基盤教育（いわゆる一般教育）があり、教育
方法としては、経験学修、アクティブ・ラーニング
を意識した授業、科目間・教員間連携、フィードバ
ックなどを設定している。経験学修の内容として、
海外で学ぶグローバルスタディを必修とし、サービ
スラーニングとインターンシップを選択必修として
いる。ただし、今年度から一部の学部・学科では、
３つのうち２つを履修する方式に変った。教育方法
としての今後の課題は、ProjectあるいはProblemを
もとにしたPBLである。APに関する評価ツールとし
ては、入学時の基礎学力診断テストと学修行動調査
（適応編）がある。
さて、学修成果について、ルーブリックで示され
たKUIS学修ベンチマークに対する学生・教員の評
価は、2016年度卒業生のデータをみると、「世界市
民＝多様性理解」は８割を達成しているのに対して、
「問題発見・解決力」の達成割合が低いという課題

がある。もう一つの課題は、学修行動・活動、リフ
レクション、教員との面談、目標設定というサイク
ルが身についていない学生もいる。そこで、「評価
と実践Ⅰ」（１・２年通年の１単位認定科目）と
「評価と実践Ⅱ」（３・４年通年の１単位認定科目）
という授業を開設した。この授業のなかで、卒業後
の進路に沿って、４年間の履修計画を立てる「ラー
ニング・ルートマップ（LRM）」を作成させている。
また、全学的な意識付けをするために、『成長実感
ガイド』というリーフレットも作成した。
学修行動調査では、入学後の能力変化を自己評価
させているが、外国語コミュニケーション能力は３
年生でもあまり伸びないという課題がある一方で、
知識、伝える力、協働などの能力は伸びやすいこと
がわかった。また、グローバルスタディ等の同じ経
験をしても、様々な能力を伸ばす学生とそうでない
学生がいることがわかった。
そこで、IRの面から「成長したきっかけ」を分析
した結果、「教授・先生から直接指導を受けた」「尊
敬できる教授・先生に出会えた」などの「教授・先
生」関係と、「新しい授業を理解しようと努力した」
「素晴らしい授業に出会えた」などの「授業」関係
が重要な要因であることがわかった。さらに、入学
時のプレースメントテスト（日本語運用能力、言語
運用力、数理分析力）の合計（ポテンシャル）と１
年終了時の累積GPA（パフォーマンス）の相関をみ
ると、ポテンシャルとパフォーマンスの軸で４つの
タイプに学生をわけることができる。もっとも問題
なのは、ポテンシャルが高いのにパフォーマンスが
低い学生群である。このタイプの学生をきっちり分
析して、学修支援に結びつけていく必要がある。こ
のようなIR分析の結果をFD等で共有するとともに、
学生に対する説明でも使用している。重要なことは、
このようなデータやエビデンスが問題となる学生の
シグナルになることであり、そのシグナルを察知す
ることで、早めの対応・支援が可能になる。

【質疑応答】
[質問１]直接評価と間接評価という言葉について説
明してほしい。
[回答]教員が学生の能力についてレポートやテスト
で評価するのが直接評価、教員の評価ではなく学生
の自己評価を間接評価と考えている。
[質問２]DPのルーブリックについて、学生の自己評
価をどのように教員が確認するのか。
[回答]各ゼミの担当者（アドバイザー）が、学期が
はじまって３週目頃に、学生１人に対して15〜20
分程度の面談を実施して、自己評価が上がった理由
等について聞いている。
[質問３]達成度が低い学生については、ルーブリッ
クの基準が厳しいのか、教育が足りないかのどちら
かの可能性があるが、両者をどのように区別するの
か。
[回答]確かに難しい問題であるが、調査を進めなが
らルーブリックの文言についても調整を続けてい
る。
[質問４]主体性や自主性とどのように客観的に評価
するのか。
[回答]基準は、それぞれのルーブリックの文言通り
だが、定量的データと定性的データの両方を使いな
がら評価する。
[質問５]学修成果を把握するために様々な調査が行
われているが、学生側に「調査疲れ」はないのか。
[回答]確かにその傾向もあるが、授業時間内に回答
したり、スマホによる回答を可能にしたりして、負
荷を軽減する努力をしている。
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[質問３]AI原則のプライバシーで、忘れられる権利
についての議論はあるのか。
[回答]議論はない。忘れられる権利は個人情報保護
法等に関係する。
[質問４]ロボット兵器に対する政府の基本的な姿
勢・方針はどのようなものか。
[回答]ロボット兵器のことは内閣府も総務省も
OECDも議論してない。

教育の情報化推進に関する著作権問題
「大学教育における著作権問題」

神奈川大学法学部教授
中村　壽宏　氏

平成30年に著作権法が改正され
た。その要点は、第１に、デジタル
化、ネットワーク、AIの進展への対
応。第２にICT活用教育への対応
（未施行）。その他、障害者対応、ア
ーカイブ利活用である。この改正で
は著作権法のコンセプトが変わっ
た。これまでは著作権利者の権利保護が大前提であ
ったが、それが、権利者の権利は保護しつつ利用者
が一定の条件を守る限りは著作物を無償・無許諾で
使えるようにする、という著作権者の権利主張が制
限される権利制限へと転換された。権利制限は３層
に分けられる。第１層は権利者の利益を通常害さな
い行為、第２層は権利者に及ぶ不利益が軽微な行為、
第３層は公益的な政策のための行為。これらの条件
下で利用者に自由な使用が許される。しかし、権利
制限は著作財産権に対するものであり、著作者の人
格に関する権利を侵すことはできない。人格権侵害
は同一性保持権に関して生ずることが多い。これは
著作物はそのままの形で提供するとの原則であり、
著作者の断りなく著作物を加工することは認められ
ない（論文引用、授業レジュメ等は例外）。同一性
保持侵害と複製は大学教育の中でも無意識に行われ
ている。特に複製権については、原則として私的使
用ならば認められるが、例えば、誰もが利用できる
コピー機による複写は認められない。同時配信遠隔
授業を含む対面授業において著作物を複製・配布す
ることは認められるが、サーバー等に教材を置きオ
ンデマンドで学生がアクセスできるような、異時配
信による著作物の利用は補償金が課せられる。この
補償金は改正35条で定められたものであり、徴収機
関としてSARTRAS（授業目的公衆送信補償金等管
理協会）が今年発足した。SARTRASは、教育機関
の現状を鑑み、教材管理・共有・経年利用等を認め
る基本ライセンス及びその使用料を定め、補償金と
共に徴収することを検討している。その他、商用利
用等は専門ライセンスとなる。補償金は大体決まっ
ているがライセンス料金は未定。学生数を基準とす
る仮案が出ている。

【質疑応答】
[質問１]著作権問題を軽視もしくは知識がないのは
何学部・何系に多いか。
[回答]医療系、看護系、語学系が多い。
[質問２]日本の場合、SARTRASへの支払金額は学
部学科により異なるのか。 
[回答]学部学科単位で補償金の契約をできるかは議
論の最中。
[質問３]誰でも著作物をSNS等でアップロードでき
るが、海外を含め著作者へどのように補償金を分配
するのか。
[回答]未定だがSARTRASも日本音楽著作権協会
JASRACと同様な体制をとると思われる。
[質問４]基本ライセンス、専門ライセンスは著作権
者と直接交渉するのか。
[回答]SARTRASが一応窓口となるだろう。未だ検討
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分科会C：AIを適切に利用するための社会原則
「人間中心のAI社会原則」

中央大学国際情報学部長
平野　　晋　氏

日本政府は、サイバー空間とリア
ルワールドがつながり、IoT、AI、
ロボティックスを使い経済発展とと
もに社会問題を解決して行くSociety

5.0を目指している。その中でAIは
社会・経済の柱になる。AIに対する
期待は利便性・効率性が高まると
か、生産性が向上するなどがある反面、仕事を奪わ
れるのではないか、自動運転で事故が起きた場合、
誰が責任をとるのかなどの不安がある。このような
不安を解消するため、先進国は倫理綱領のような緩
やかなルールを発表し始めている。
日本の内閣府も今年３月に「人間中心のAI社会原
則」を発表した。基本理念として、人間の尊厳が尊
重される社会とするためにAIを道具として使い、多
様な背景を持つ人々が多様な幸せを追求できる社会
となるようAIを利活用・開発し、持続性ある社会に
AIは貢献すべきとの基本理念を構築した。その上で
AIが普及するために必要な、それに備えた社会
（「AI-Readyな社会」）はどうあるべきかとして、個
人は仕事や生活でAIを利用できるリテラシーを身に
付け、企業はAI利活用を前提としたビジネスを展開
し、社会のイノベーション環境ではあらゆる情報が
AI解析可能なレベルでデジタル、データ化され活用
できる状態となることなどが打ち立てられた。
そのような構造の中で、緩やかなルールとして、
人権を尊重することなどに向けてAIは使われるべき
であるという「人間中心の原則」、AI弱者を生み出
さないために幼児から高齢者にリテラシー教育が必
要になる「教育・リテラシーの原則」、個人の自由、
尊厳、平等が侵害されないようにする「プライバシ
ー確保の原則」、AI利用のリスク管理の取組みを進
めるための「セキュリティ確保の原則」、AI資源の
集中と不当なデータの収集や主権の侵害が行われる
社会であってはならない「公正競争確保の原則」、
AI設計思想の下で全ての人々が公平に扱われなけれ
ばならない「公平性・説明責任・透明性の原則」、
データの利用が国境を越えて自由に闊達に扱われる
よう、人材・研究の面から徹底した国際化・多様化
と産学官民連携を推進すべきである「イノベーショ
ンの原則」の７原則が制定された。
このような日本でのAI原則が背景に今年５月に

OECDのAI原則、６月に日本開催G20でOECDベー
スのAI原則が採用されるという流れとなった。特に
重要なのは、透明性と説明可能性の面で異議を個人
が申し立てる機会があるようにすることがG20でコ
ピーする形で採用された。
その後、AIの利用者（AIを利用してサービスを提
供するものを含む）が利用活用段階においてデータ
の質の担保などの留意事項をAI利活用ガイドライン
(AI利活原則)としてまとめ、その解説を記載してい
る。
今後の動きとしては、原則からそれをどのように
実行していくのか、詳細設計の段階に日本も世界も
なっていく。

【質疑応答】
[質問１]日本の公正取引委員会がGAFA規制に乗り
出すという、どう規制するのか。
[回答]優越的地位の濫用が疑われ、何らかの規制が
必要というのが日本の姿勢である。
[質問２]消費者側の同意でデータが集まることを規
制できるのか。
[回答]公正取引委員会が精査し規制に乗り出すとの
話はある。消費者の同意の仕方も放置できない。
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上昇し、学部間の差が小さくなることが分かった。
その原因は、学生が他の学生の学修行動をモニタリ
ングして自信を深めることができたこと、教員がモ
ニタリングしながら適切にフィードバックできたこ
とだと思われる。
次に、基礎統計学はリハビリテーション科学部の
３年生を対象にした２コマ連続授業で、記述統計量
の算出や統計的検定、分散分析などを協働学修で学
ぶものであった。また、反転学修と協働学修を交互
に取り入れて授業を展開した。
この授業では、授業回が進むにつれ、主体的な学
修成果が見られるようになった。これは事前・事後
学修の達成度が高くなってくることから示唆され
た。さらに、文章指導は薬学部の学生を対象とした
３コマ連続授業で、悪文添削、文章読解、調査研究
レポートの作成を演習課題と協働学修で学ぶもので
あった。特に、2019年度からクラウドを全面的に
活用し、KJ法のボードや文章を評価するルーブリッ
ク評価表の作成過程をモニタリングして協働学修を
行った。その結果、到達目標の達成度も高く、学生
のコミュニケーション能力も高まった。また、学生
の文章作成に対する自信も高くなった。これは教員
のモニタリングとフィードバックが適切であったこ
とを示唆している。
以上のことから、学修内容を設定し、到達課題や
演習課題、ルーブリックを適切に設計した上で、
ICTを活用して学修行動をモニタリングすることで、
協働学修の効果を高め、学生の主体性を育成するこ
とができた。今後、学生のコミュニケーション能力
を醸成するきっかけになるような工夫を加えていく
予定である。

【質疑応答】
[質問１]授業を展開する上で作業量も多く負担も多
いと思うが、こんな授業を実際に展開できるのだろ
うか。
[回答]授業は担当教員２名と補助してもらえる職員
がいる。電子シラバスやデータ収集はこの職員にお
願いしている。この体制で授業を展開している。
[質問２]同時アクセスの問題でアプリケーションが
動かないというトラブルは起きていないのか。
[回答]この授業の最大同時アクセス数は200で、有
線ネットワークで対応している。１、２度トラブル
があったが、常にバックアッププランを用意してお
り、それで対応した。バックアッププランの用意は
必要だと思う。
[質問３]反転学修の予習をしてこない学生にはどの
ように対応しているのか。
[回答]事前課題のフィードバックをすぐ返すことが
重要だと思っている。実際にはできないこともある
が、できるだけ対応している。また、文章指導の授業
では、課題の提出締め切り時間を授業前にしている。
[質問４]協働学修ではフリーライダー的な学生は出
ないのか。
[回答]100％見つけることはできないが、高い確率
でそういった学生を見つけることはできる。モニタ
リングの効果だと思う。

分科会E：大学・地域社会連携にICTを利活用
した取組み

「３大学９歯科医師会が連携したICT活用による歯科
医学教育プログラム実践の効果」

昭和大学歯科医学教育推進室主任教授　
片岡　竜太　氏

昭和大学の特徴に、新入生が１年間全寮生活を送
ること、なおかつ、医学部、歯学部、薬学部、保健
医療学部の学生が混ざった４人部屋で生活をし、授
業の４割が学部共通の科目であることがあげられ
る。

中とのこと。
[質問５]著作権の補償金制度は今後すべての大学と
教育機関が加入することになるのか。
[回答]異時で授業目的公衆送信を行う大学は契約が
必須、ということになっている。

分科会D：ICT活用による教育改善の取組み
「能動的学修支援と学修行動のモニタリングによる
学修成果の改善-ICT活用による教育改善の取り組
み」

北海道医療大学情報センター長・薬学部
二瓶　裕之　氏

現在、様々な教育現場において教
育の質的転換が求められている。そ
の中で能動的学修を支援するICT活
用や学修成果の可視化による教育効
果の検証が重要な課題となってい
る。北海道医療大学で実践してきた
教育改善の取組みとその教育効果の
検証について紹介する。
本学では、10年前よりICTを活用した知識習得の
支援を行ってきた。これは本学の医療系学部で国家
試験対策が重要であったことに起因する。また、夜
間教育ではワークショップ型の授業が導入されてお
り、グループワークや発表会を通して一定の成果を
あげていた。このようなことから、能動的学修を促
進するような支援が進めることになった。能動的学
修には多様な方法があることから、それぞれの方法
について教育効果を検証することが重要である。ま
た、学生の主体的な学びを促進するには、学生が学
修成果をできるだけ早く把握できるような可視化の
仕組みも必要である。
そこで、本取組みでは、まず、授業設計の改善を
試みた。「どの時点でどういう能動的学修を行い、
どのようなことを評価するのか」を意識した授業設
計を行った。授業回ごとに到達目標と演習課題を設
定し、課題を実施するために行う学修方略（反転学
修や協働学修のやり方など）も決めた。加えて、事
前・事後学修についても演習課題を設定した。その
上で、到達目標に対する達成度を評価するためのル
ーブリック評価表を設定した。また、これらの情報
を学生に一括して提示した。提示方法は、紙媒体の
シラバスだけではなく、Google for Educationを利用
した電子シラバスも用いた。具体的には、Googleカ
レンダーに授業回ごとの到達目標や演習課題など、
Googleフォームにルーブリック評価表を掲示した。
教員や学生が常に確認できるようにした。
次に、協働学修でのプロダクト作成やホワイトボ
ード作業をGoogleスライドやJamboardで共有化し、
教員や学生が自他の学修行動をモニタリングできる
ようにした。これによって、教員が素早くフィード
バックを返したり、学生が成果を把握して振り返り
をすることができるようになった。また、電子シラ
バスを利用したことで、学生は過去の学修内容や学
修成果物を確認することができる。その結果、過去
の学修記録を参照しつつ、現在の課題を進めること
ができるようになった。
このような能動的学修を促進する取組みを行った
授業は５科目で、本発表では情報リテラシーに関す
る「情報処理演習」と「基礎統計学」、リメディア
ルに関する「文章指導」について報告する。
まず、情報処理演習は６学部の１年生を対象に

ICTに関する知識・技能の修得を目指す授業であっ
た。全授業回の内、前半の授業回は、知識の定着を
重視した反転授業で、後半の授業回は、反転授業に
協働学修の内容を加えたものであった。
この協働学修を加えた後半の授業回で、到達目標
の達成度に対する学生の自己評価平均値が全体的に
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ICTを活用して連携した取組みは、
学部卒前教育の今後について提唱さ
れたスパイシスモデルがベースにあ
る。つまり、従来のホスピタルべー
ズドからコミュニティベーズドに変
わる。大学病院は非常に難しい患者
が来る特定機能病院となっており、
学生が普通の病気の患者に触れる機会が少ないのが
現状で、大学では学べないことを地域の診療所や病
院で勉強することになる。
大学と地域社会との連携を、北海道医療大学、岩
手医科大学、関連する歯科医師会と共同して取組む
ことが文科省の大学間連携共同教育推進事業に採択
された。
３大学とそれぞれの地域合わせて９つの歯科医師
会が連携して口腔医学をチーム医療として行うため
の教育システムを構築した。ステップ１として３年
次に、アクティブラーニング形式で全身と口腔の関
連についての基礎知識を習得し、ステップ２で４年
次に、ヴァーチャルペーシェント（仮想患者システ
ム）を活用してコミュニケーションと臨床推論能力
の養成を行う。そして、ステップ３として５年次の
臨床実習で、実践と振り返りを行う。平行して電子
ポートフォリオシステムを活用することによって、
きめ細かな学生指導が可能になる。
連携教育の運営は、３大学９歯科医師会で年２回
の対面ワークショップとSkypeによる月例会議、こ
れに加えて到達度評価委員会と教育プログラム検討
委員会を開催した。
３大学の教員を対象にした模擬授業で、教材と授
業内容の周知を図るとともに、その都度フィードバ
ックし、教育プログラムの改善を図っている。これ
は現在でも継続して行っている。また、３大学共通
試験のフィードバックもプログラム改善に活かして
いる。
地域連携歯科医療実習は、歯科医師会との協働で
行い、学生は地域歯科医医療の現場で様々な側面に
触れ、知識や技術に加え、コミュニケーションの重
要性を理解する。こうした取組みを、学生による実
習報告会、歯科医師会との教育に関する意見交換会、
公開シンポジウム、Web会議システムを活用した３
大学の学生交流、学生による学会発表などで、フィ
ードバックし、教育効果を高めており、高い外部評
価も得られた。なお、取組み内容とその成果はホー
ムページに公開している。
得られた成果は、社会のニーズを意識することに
より、学生のモチベーションの向上と教員に対して
のFD効果が上がったこと、特に、実習での歯科医
師の指導とそのフィードバックとにより、学生が社
会のニーズを実感したことがあげられる。ICT活用
で特記すべきは、教材の共有、仮想患者の教材、卒
前教育を生涯教育へ発展させることである。
今後の発展性として、多様な地域の特徴を採り入
れた教育システム、卒前卒後教育システムの連続性、
歯科医師会を中心とした生涯学習システム、社会の
ニーズの変化に対応した教育システムの構築につな
げていきたい。
今後の課題は、IT教材の更新にかかる労力と費用、
患者情報を含むためIT教材の公開の難しさ、教員お
よび歯科医師のITスキルの向上、IT教材作成時に生
じる著作権の問題などがある。

【質疑応答】
[質問１]学生の交流はその後も続いているのか。
[回答]交流会の前にプロダクトを公開し、他の意見
を聞いてPPTを修正している。これにより初対面意
識がなく、おそらく学生間の自主的交流はその後も
続いていると思う。
[質問２]教材アップデートの計画について聞かせて

ほしい。
[回答]スタート時は2025年問題だったが、今は
2045年問題にかえる必要がある。予算が限られ、
一部の教員に負担が集中することもあり、頭が痛い。
参加大学が増えていけば、大学間協力で多少は上手
くいくだろうと思う。
[質問３]教材の評価について聞かせてほしい。
[回答]学生からは、正答でも誤答と判断されること
がある、という不満をよく耳にする。多様な正答例
を作成しているが、すべてのバリエーションに対応
するのは難しい。一方で、動画は実際の患者が登場
するので、臨場感もあり、とてもよい評価が得られ
ている。
[質問４]教材作成に関しての苦労があったら聞かせ
てほしい。
[回答]MCQ形式でないものを作りたかったので、正
答を数多く作るのに苦労した。実際には正解でも不
正解となってしまった答を正答に加える作業を今も
続けている。著作権問題には頭を悩ましている。動
画作成および更新時に患者から同意を得るのに骨が
折れる。
[質問５]映像のライブ配信についての考えを聞かせ
てほしい。
[回答]画像や情報のライブ発信にストリーミングサ
ーバを使っているが、これでも録画されてしまい、
その録画が出回る危険性がある。これを考えるとキ
リがない。３大学間では、画像や動画データのアー
カイブを作成しようという案があるが、完全にクロ
ーズできるかどうかというと難しい。もしうまくい
けば、大いに活用していきたいと考えている。

分科会F：社会で求められる情報活用能力の育
成に向けたモデル授業の理解と実現に
向けた対応策の考察

「価値の創出を目指した問題発見・解決思考の「情
報活用能力」の育成～Society5.0 に対応したAI人材の育成
を視野に入れて～」
情報教育研究委員会情報リテラシー・情報倫理分科会

主査　玉田　和恵　氏
社会で求められる情報活用能力を
育成するために、私立大学情報教育
協会では「社会で求められる情報活
用能力育成のガイドライン」を、大
学卒業時に全ての学生が修得してお
くべき学士力として提案している。
学士課程教育では、生涯に亘って学
び続け、主体的に考え最善の解を導き出すために多
面的な視点から思考・判断・行動できる人材の育成
を目指している。また、近年Society5.0時代に向け
て大学教育においても、データサイエンスやAIなど
を適切に活用できる人材を輩出することが求められ
ているため、本年度はそれに対応したガイドライン
改定について提案を行った。また、現在、SDGs

（持続可能な開発目標）が社会の課題となっている。
貧困を撲滅し、持続可能な世界を実現するために、
17のゴール（目標）が設定されている。問題解決の
取組みの深浅に応じて能力が評価できるような課題
としてSDGｓは適していると考えられるため、授業
モデルの一例として、SDGｓの中でも大学生の身近
な課題として解決可能な「食品ロス」の問題をテー
マとして取上げた教材例を紹介した。

「社会で求められる情報活用能力の育成に向けたモ
デル授業の理解と実現に向けた対応策の考察＜到達
目標Ｃ＞」

情報教育研究委員会情報専門教育分科会　　
主査　大原　茂之　氏

IoTによって我々の周りの空間は物理的な空間に



の事前学習と振り返りで構成され、
医療情報を活用した課題発見・解決
の要点、手順、心構えについて学修
する。まず、根拠に基づいた医療
（Evidenced based Medicine;EBM）の
枠組みに沿って治療方針決定に至る
プロセスを擬似体験しながら生涯学
習に必須となる医療情報の取扱い方を修得する。続
いて、機械学習・深層学習の概要を学び、チーム毎
にAIを用いた診療支援について提案を試みるととも
にAI浸透後の医療人に求められる資質について考察
する。

【ディスカッション】
話題提供後のディスカッションでは、初等中等と
大学での情報教育の接続の問題や、データサイエン
ス・AI・プログラミングなどの教育をどのように実
践していくべきかということが議論された。主には
大学に入ってくるまでの知識や技術の習得度の差を
どう解決するか、全ての私立大学でデータサイエン
ス・AI・プログラミングなどを指導する場合の指導
体制、特に指導者不足の問題が明らかになり、今後
の課題とした。

分科会G：アクティブ・ラーニングにICTを利
活用した取組み

「TEDを活用したアクティブ・ラーニングでGlobal
Issues を学ぶ」

創価大学法学部教授　　
前田　幸男　氏

創価大学がスーパーグルーバル大
学創成支援事業に採択されたのを受
けて、法学部の専門科目Global Issues

で行っている、TED（Technology

Entertainment Design）を素材とした
アクティブ・ラーニングの取組みに
ついて紹介する。
同科目は、２年次に政治学・国際関係論の専門科
目（２単位）として開講され、履修者は約25〜50
名で、すべて英語で授業が行われる。また、言語能
力（Listening, Speaking, Writing, Readingの４技能を駆
使できる力）と思考力の向上を目指す。授業デザイ
ンとしては、Global Issuesに関する10のトピックと
それらに関連するTEDのコンテンツを選び、それら
が国連の「持続可能な開発目標」（SDGs）に掲げら
れている17の目標とどうつながるのかを意識させ
る、「ネクサスアプローチ」という方法をとった。
設定した10のトピックは、食、教育、セキュリティ
か共生か、創造性、デモクラシー、貧困と多様性、
人口、環境、リーダーシップ、宗教、などである。
90分の授業の流れは、①発表者によるプレゼン、②
質疑応答、③他の履修者によるプレゼンに対する評
価、④グループ・ディスカッション、⑤各グループ
のディスカッション内容のシェア、などからなる。
これらをTED×LMS×反転授業×LTDのアクティ
ブ・ラーニング・コンプレックスと呼んでいる。時
系列的にみると、履修者全員がTEDのコンテンツ事
前視聴し、学習管理システム（LMS）にコメントを
書き込み、さらに、TEDの内容を事前にインプット
した上で、プレゼン担当者に対する成績評価をルー
ブリックにしたがって行う「反転授業」、その後、
４〜５名での「話し合い学習法」（LTD）で思考の
アウトプットと相互共有を促し、そして、授業終了
後に、プレゼンとLTDで得られた知見に対する省察
をLMSに書き込む、という授業の流れになる。評価
方法は、講義へのコメント、期末レポート、グルー
プ発表、TEDの事前学修と気づきの事前入力、発表
へのフィードバックとLTDで気づいたことの事後入
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加えて、サイバー空間が誕生し急速
に拡大しつつある。その結果、両方
の空間を有機的に活用する新たなニ
ーズが生まれ、文系、理系を問合わ
ず必須の活用力として求められつつ
ある。この活用力を修得させるには、
ビッグデータとAIの応用事例に基づ
いて基本的な活用の仕方を理解させ、これらをツー
ルとして創造力、構想力、コミュニケーション応力
を高める新しい教育のあり方が求められる。そのた
めの反転授業案は次のようになる。①情報通信技術
の社会的役割、②モデル化とシミュレーション、③
データが先導する社会、④社会における情報通信技
術のあり方と情報セキュリティとした。IoTやAIの
技術を修得することが目的ではなく、空間とこれら
の技術を活用して生み出す価値について、思いを巡
らし、意見交換できるようになれば初年次教育とし
ては成功。

「文系（経済学）の社会で求められる情報活用能力
育成教育の授業モデル案」

情報教育研究委員会分野別情報教育分科会
主査　児島　完二　氏

「AIや産業用ロボットの導入によ
り、日本の労働現場はどのように変
化するか」を講義テーマとして文系
（経済学）の授業モデル案と到達目
標を提示した。経済学部３年生を対
象とした授業では、１回目に産業革
命時の機械打ちこわし運動から現代
における職業の変化を捉え、生産現場に導入されて
いるロボットなどの状況から将来の労働現場を推論
する。２回目には、少子高齢化に直面する日本では
労働者一人当たりの生産性の向上が急務であるとい
う課題を、現在の経済政策と関連させて考察する。
最後の３回目には、チームごとにまとめた結論を発
表する。毎回の授業では、受講生の事前学修に基づ
きチームでの議論を進め、事後学修により理解度を
深める。

「理系（機械工学）の社会で求められる情報活用能
力育成教育の授業モデル案」

情報教育研究委員会分野別情報教育分科会
角田　和巳　氏

専門教育（14コマ）の４コマを使
い「あなたの提案する日本のエネル
ギービジョン」というテーマで、情
報活用能力育成を目的とした専門科
目との連携モデル授業を実践した。
前年度の授業結果を踏まえ、事前課
題として、SDGsを手掛かりに日本
のエネルギー戦略やその実現に向けた課題調査を行
い、その結果を持ち寄って第一週目にグループ内で
課題解決の方向性を議論した。第二週は、ICTを活
用して収集したデータに基づき、エネルギー需給に
関するモデリングやシミュレーションを行い、第三
週に進捗状況を報告した。そこでの議論や指摘を再
度検討して最終的なエネルギービジョンを取りまと
め、第四週に各グループから提案を行った。

「医療系（医学）の社会で求められる情報活用能力
育成教育の授業モデル案」

情報教育研究委員会分野別情報教育分科会
渡辺　淳　氏

医療系分野（医学）の授業モデル案として「医療
プロフェッショナルに必要な医療情報の利活用」を
提案した。授業は学生３〜５名を１チームとした
TBLを基本とし、対面学修４回程度およびその前後
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Ａ－１ 私情協ガイドライン到達目標Ｃの指導を目
指した大学新入生のプログラミング教育に
関する意識調査

江戸川大学　小原　裕二
小中高大連携の情報教育実現のため、新入生のプ
ログラミング教育に対する期待、学修したい内容を
調査・検討した。学生は、初等中等教育でプログラ
ミング教育の必修化、ロボットやAIなどSTEM教育
に敏感に反応している。今後は、指導法及び教材開
発、カリキュラムの検討が必要である。

Ａ－２ 情報リテラシーの過去20年と今後
東海大学　白鳥　裕

20年前と現在のパソコン保有率と使用目的を比較
した結果、情報リテラシー教育を取り巻く環境が変
化したことがわかった。スマホの普及により、ネッ
ト利用などがパソコン型スマホに移行している。こ
のような状況下で、情報リテラシー教育を再考して
いく必要がある。

Ａ－３ ファシリテーター活動を通じた大学生の問
題解決力育成 
〜小学生へのプログラミング教育での実践〜

江戸川大学　神部　順子
プログラミング教育の目的が明確化されていない
のが現状で、プログラミングをさせることが主眼に
なっている。調査結果から、大学生のファシリテー
ターとして問題解決能力を育成するとともに、小学
生へのプログラミング教育の指導のありかたを検討
していく必要がある。

Ａ－４ モバイル・ラーニングによる ALの実践とソ
フトコントロールによる学習環境整備の試み

帝京平成大学　庄司　一也
モバイル・ラーニングによるALを実践したこと
により、多くの学生たちが「授業の理念」を理解し、
正しい行動をとって学修をすすめることができた。
満足度や理解度も向上した。今後は、ソフト・コン
トロール」ばかりでなく「ハード・コントロール」
の視点も取り入れていきたい。

Ａ－５ 能動的学習と授業内容の質を両立させるス
マホクリッカーを活用した文学教育の授業

創価大学　山中　正樹
スマホクリッカーを活用して、能動的学修と授業
内容の質向上を図った。回答内容をスクリーンに投
影し、補足説明や発展的内容の解説を加えた。双方
型の授業実践によって、学生の関心が高まった。さ
らに、他の学生の意見が可視化されることなどによ
って、学生の学修意欲向上につながった。

Ａ－６ 武道教育におけるアクティブラーニングの
模索－剣道形におけるICT活用の事例－

桐蔭横浜大学　高瀬　武志
武道教育において、ICT活用の授業方法、および、
モバイル端末等を利用した授業を行うことによっ
て、学修意欲の向上、専門的動作の理解度向上、技
術習熟度の向上が見られた。ペアワークやグループ
ワークなどの協働学修を通じて、授業の消化不良を
なくすことが可能になった。
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力、などからなる。
授業で取り上げたTEDのコンテンツとひとつ紹介
すると、第１回目の「食」についてでは、有名な料
理人であるジェイミー・オリバーのプレゼンを手が
かりにした。彼は、学校給食がいかにひどいかとい
う話をしたうえで、子どもたちが野菜などの食べ物
がどうつくられて、どこから来ているのかを理解し
ていないことを示し、給食も教育の一部であるとい
う。つまり、ここでは給食から様々問題を解決する
糸口がみつかる可能性を示している。このコンテン
ツを深く考えるために、都市と食の関係についても
コンテンツをはじめ、関連するコンテンツを組み合
わせて活用した。
受講生の英語レベルにはばらつきがあり、英語の
ネイティブ学生もいる。学生のモチベーションを持
続させるために、発表グループにはネイティブ学生
や帰国生とバランスよく配置し、発表をリードして
もらうようにした。また、スピーキングが苦手でも
ライティングであれば対応できる学生のために、授
業前学修と授業後学修でLMSへの書き込みを評価の
一部とする工夫をした。さらに、LMSへの書き込み
と学期末レポートは、ライティング・センターでネ
イティブ・チェックを受けなければならない仕組み
にした。
このような取組みの結果、学生からは、英語力が
向上した、とのコメントがあった。また、数量的な
分析結果では、Global Issues受講生の授業外学修時
間と授業の理解度において、大学全体の平均を上回
った。ただし、残された課題としては、①クラスサ
イズの設定、②英語レベルの下限設定の是非、③学
期途中での履修取消しへの対応、④履修者の英語力
のフォローアップの可否、⑤グループ発表の評価の
公正性、などの５点があげられる。

【質疑応答】
[質問１]法学部学生の受講生はどれくらいいるのか。
[回答]国際平和・外交コースの学生は毎年50名程度
で、２〜４年のあいだで受講するが、毎年、25〜
35名程度である。
[質問２]LMSは何を使用しているのか。
[回答]独自開発の「プラス」というものを使用して
いる。
[質問３]英語能力以外に、取り扱われるテーマその
ものについてのフォローアップはあるのか。
[回答]いまのところは十分に手が回っていないが、
この科目をきっかけとして、国際関係やグローバル
系の科目に興味をもってほしい。
[質問４]本来の標準的なLTDだと60分はかかるはず
だが、実践されているLTDとはどのようなものか。
[回答]久留米大学の安永教授等が推進する標準的な
LTDそのものではないが、それと同じような仕掛け
を使っている。
[質問５]ディスカッションがうまく進まないときの
工夫はあるか。
[回答]幸いにも、あまり沈黙を続ける学生がいなか
ったが、かなり意識的にコミュニケーションが促進
されるようにファシリテートしている。
[質問６]学生の自己肯定感の向上や英語に対する抵
抗感の軽減といったデータはあるか。
[回答]アンケート項目のなかに、それらを問う質問
はないが、今後、取扱う必要がある。
[質問７]プレゼンやディスカッションのやり方につ
いて、事前に学ぶ機会はあるのか。
[回答]初年次セミナーでテーマとしてあつかってい
る。
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る。授業内容と各授業回の双方に対応した指標作り、
科目の特製を考慮した指標作りの検証が必要であ
り、学力可視化機能の改良も必須である。

Ａ－14 水工水理学を通じた教育改善の試み
日本大学　安田　陽一

アクティブ・ラーニングに関連した問題を出題す
ることによって、論理的に考えることの重要性を周
知することが可能になり、授業内容の構成を理解す
る習慣と他の科目への取組みに改善が見られた。ま
た、学力低下の学生ばかりでなく、上位学生の学力
向上を確認することができた。

Ａ－15 予習用動画・音声資料は到達度型要通過
試験と受け身型講義の理解に資するか

専修大学　小川　健
基本的概念の理解につながる映像や音声資料の提
供に関しては十分な効果が認められなかった。講義
内容や映像内容を理解して回答していないケースが
推察された。予習用動画や音声資料を毎回視聴する
習慣を付ければ理解促進に効果がある。他方、事後
学修に活用する利便性が認められた。

Ａ－16 教えることから学ぶ英語科教育法の実践
－AL型教職科目の開発－

環太平洋大学　井上　聡
「教えることから学ぶ」授業を設計し「理論と実
践の往還」を試みた結果、学生の主体的な関わりが
促された。一方、「指導内容と指導技術の交錯」と
いう課題が残された。知識の活用を通して、知識・
技術の両面から課題の発見・解決を促進する効果的
な教職科目の授業設計が求められる。

Ａ－17 ブレンディッドラーニングが叶える英語
対面授業時間の活性化

中部大学　小栗　成子
主体的で持続可能な英語学修を行うためにブレン
ディッドラーニングは必要で、これにより授業が活
性化される。対面授業とe-Learningをうまく循環さ
せ、学生の主体的学修時間を多く取ることにより、
よりよい学修成果が得られる。また、学生の英語に
対する不安感も減少し、学修意欲向上にも貢献し
た。

Ａ－18 日本語教員養成と日本語学習者のため双
方向学習プログラムの研究

神戸女子大学　安原　順子
双方向学修プログラムの実施により、学生の主体
的学修の向上が見られた。このプログラムは、遠隔
授業の一形態として、様々な学修者主体の学修プロ
グラムにも応用が可能であり、学びを促進するツー
ルとして活用できるとともに、学びのネットワーク
の起点となる。

Ａ－19 新しい学びのための初級日本語教科書と
そのウェブ教材のための開発

城西国際大学　林　千賀
初級日本語のウェブ教材として、言語学修ポータ
ルサイトとして、音声教材の開発とビデオ教材の開
発を行っている。実際の現場で使用可能な画像の提
供、大学以外でも使用可能な教材を目指している。
また、汎用性のある言葉を中心にした画像を提供す
るプロジェクトを進めている。

Ａ－20 ｅラーニング教材使用における学修方略と
出題方法が及ぼす効果の分析

東海大学　結城　健太郎
学修者の負担を減らす課題は、学修者の課題実施

Ａ－７ 振り返りでのインサイトを可視化、情報デ
ザイン力の向上に組んだ実践報告

敬愛大学　彌島　康朗
AIを活用した分析ソフトを開発し、AIに機械学習
をさせた。これにより多様な分析が可能になり、学
生の結果評価だけでなく、プロセスを可視化し、指
標化することができた、管理用データとばかりでな
く、成長を支援する効果的なフィードバックやプロ
グラム改善に果たした効果は大きい。

Ａ－８ 基礎力学のブレンド型授業の実践
神奈川工科大学　神谷　克政

ブレンド型授業による主な改善効果は授業外学修
時間の増加であった。学力下位層と学力上位層で、
全学平均を大幅に上回った。その理由は、宿題のオ
ンライン化で学生の学修活動の自由度が高まったこ
とである。また、宿題と授業内活動と関連づけるこ
とで、学生の学修意欲が高まった。

Ａ－９ OneNote Class Notebookによるｅポートフォ
リオのクラウド化

甲子園大学　梶木　克則
OneNote OnlineにClass Notebookを付加すること

で、これまでのｅポートフォリオで必要とされてい
た機能を追加できた。入力画面が分かりやすく、無
理なく入力できるようになった。また、サーバーを
置く必要がないクラウドサービスを利用し、ｅポー
トフォリオのクラウド化を実現できた。

Ａ－10 技術系大学におけるポートフォリオシステ
ムの活用と改善の取り組み（１）
－学修成果の可視化－

広島工業大学　加藤　浩介
ポートフォリオシステムHITPOを独自開発し、

2016年度から全学利用を開始した。学修成果の可
視化により、適切な学生指導が可能になった。今回
HITPO機能の問題点に対する改善を報告した。今後
はさらなる充実を図るとともにディプロマ・サプリ
メントへの展開を試みる予定である。

Ａ－11 技術系大学におけるポートフォリオシステ
ムの活用と改善の取り組み（２）
〜教養科目の大人数授業における活用例〜

広島工業大学　萬屋　博喜
初年次技術者倫理教育の必修科でのMoodleの活用
事例とその成果を示した。アクティフブ・ラーニン
グ手法の再現は、学生相互の意見共有の機会を増や
し、学修態度を向上させるという利点かがある一方
で、ネット接続環境の不安定さや教員側のスキル不
足という課題が浮き彫りになった。

Ａ－12 技術系大学におけるポートフォリオシステ
ムの活用と改善の取り組み（３）
〜事前事後学修〜

広島工業大学　大谷　幸三
フォローアッププログラムにより、新入生の単位
取得率は向上し、その目的を達成できた。また、退
学率の減少もこの効果であると考えられる。しかし、
このプログラムの授業が放課後にしか開講できない
ことから、履修範囲や学生のレベルに細かく対応す
ることが難しい。次年度以降改善してきたい。

Ａ－13 Moodleにおける学力可視化および効果的な
指標について

九州産業大学　石田　俊一
学力可視化により、学生が自身の学力を把握でき、
学修すべき箇所を確認できるようになった。学生の
学修意欲も向上し、一定の効果を発揮できたと言え



をうながすことにはつながらなかった。成長志向・
参加志向の学修者は、負担がある程度大きいと、課
題取組みが促されるが、完了志向・防衛志向の学修
者は、負担を軽くすると行動を起こさない傾向があ
ることがわかった。

Ｂ－１ 出席管理および学生ポートフォリオ・シス
テムを用いた学生の中退予防に関する取り
組み

湘南工科大学　三浦　康之
授業出欠状況を準リアルタイムに管理する出席確
認システム、及び学生個々の目標管理・出欠状況・
成果物・教員所見の記録等を集約した学生ポートフ
ォリオシステムの構築について。これらシステムに
基づき欠席過多学生を抽出し教職員間で情報共有し
て対応。状況によっては保護者と連携し、その対応
記録をポートフォリオに記載する。本取組みにより
欠席過多学生はピーク時よりも半減し中退率も低下
した。次年度はピアチューターとの連携により更な
る中退学者の減少を目指す。

Ｂ－２ 学修ポートフォリオに対する学生の意識　
名古屋女子大学　三宅　元子

学修ポートフォリオを紙媒体から電子媒体に変え
たことによる学生の取組み状況と学修意識の変化に
ついての報告。紙媒体では予習内容・時間、授業内
容、復習内容・時間、質問、理解度を手書きさせた
が、電子媒体では更に自由記述と成果を付加した。
学生への調査では、溜め書き増加、年次に伴う予
習・復習時間減少、学修意識低下等、学修ポートフ
ォリオの理想と現実の乖離がみられた。学修ポート
フォリオの意義とメリットを学生に提示することが
今後の課題となる。

Ｂ－３ ディプロマ・ポリシー対応ルーブリックの
ICTによる学生自己評価の実施について

金城学院大学　渡辺　恭子
本学共通DPに基づく学生自己評価DP対応ルーブ
リックの作成、及びその実施についての報告。ルー
ブリック評価項目は知識、論理的思考、コミュニケ
ーション等の８項目から成り、到達度の自己評価は
４段階、評価基準は４レベルとした。入学生に実施
しほぼ全員が回答。各項目の評価から本学共通AP

に対応した基準１の選択が多いのは妥当といえる
が、学修以外の影響が大きいチームワーク、自律性、
コミュニケーション項目については評価が低く、そ
の要因の検討を要する。

Ｂ－４ 学生のファイル管理とGoogle Drive
松山大学　安田　俊一

学生のファイル管理の現状とGDFS（Google Drive

File System）利用促進の効果についての調査報告。
アンケート調査によれば、ファイルの未保存、紛失、
未整理を多くの学生が経験している。一方、GDFS

を学生に利用させた場合、これらの問題発生が減り、
クラウドを利用したファイル管理に効果が見られ
た。ファイル管理上、学生へのGDFS利用促進が望
ましいが、スマートフォン等の浸透によりフォルダ
やファイルの概念が希薄となっている学生に対して
ファイル管理の作法を教えることも重要である。

Ｂ－５ RubyGirls―大学生によるICT支援活動の取
り組み事例

京都女子大学　丸野　由希
プログラミング言語Rubyのコミュニティ活動を受
け、プログラミングの楽しさを高校生に体験しても
らうために開始したRubyGirls活動の報告。活動の中
心は年数回のオープンキャンパスにて催されるプロ

グラミング体験会であり、学生は企画、運営、チュ
ーター対応の役を担う。この活動により学生は、学
びの深化、自己成長、プログラミングの社会的意義
を確認できる。また、学修履歴の追跡可能なオンラ
イン学習システムを導入し、高校生が継続的に学べ
るようにした。

Ｂ－６ 悪徳商法への注意を促すインタラクティブ
ゲーム教材の開発

共栄大学　伊藤　大河
マルチ商法の概要と具体的な手口を理解し、マル
チ商法に巻き込まれないための教材を開発。ゼミ生
のプロジェクトによって開発の全工程を遂行した。
教材形態は、学習者の興味関心を高め理解度向上に
効果のあるノベル風インタラクティブ・ゲーム。ゲ
ーム内容は、マルチ商法、ブラックバイト、学生ロ
ーン、複利計算等の理解を含むシナリオとし、確認
テストも含めた。脚本作成、音声編集、コーディン
グを行い、PC・スマートフォン・タブレット上で
動作可能な教材として完成した。

Ｂ－７ 3Dバーチャルフィッティングソフト導入に
よるパターンメーキング力向上への効果

武庫川女子大学　末弘　由佳理
アパレルメーキングの授業において3Dバーチャ
ルフィッティング機能搭載のアパレル3Dソフトを
利用し、完成度の高い作図を目指した取組みの報告。
利用ソフトは作図、裁断・印付、仮縫、着付、確認、
修正の工程を3Dバーチャルで行える。授業では、
ソフトの基本操作、一連の工程、課題を実習した後、
同一デザイン画からパターンを起こす最終課題に取
組ませた。作図の完成度は筆者考案の離れ値で評価
した。学生の声から、本ソフトがパターンメーキン
グ力向上に役立つことが示唆された。

Ｂ－８ 出欠情報集約による学生の欠席許容意識の
検出と出席率改善の方策

東大阪大学　石川　高行
授業への出欠情報集約に基づく、欠席許容回数に
対する学生意識の分析と学生指導への活用について
の考察。「５回超の欠席で科目受験資格が欠格」と
の説明を「５回までなら欠席できる」と解釈してい
る学生が少なくない。そこで、今年度導入した出欠
情報集約機能を利用して、こう解釈している学生の
意識を分析した。結果からは、科目による欠席数の
使い分け、大学と短大の違い、真面目な学生の比率
等、いくつかの知見を得た。出欠情報による適切な
学生対応が今後の課題である。

Ｂ－９ （発表中止）

Ｂ－10 地域の歴史的建造物を題材としたプロダ
クトデザイン教育の実践

新潟経営大学　齊藤　光俊
地域資源を題材としたプロダクトデザイン教育の
実践報告。地域についての興味と魅力をプロダクト
デザインとして昇華させることが目標。授業では
3D-CADでデザインした小物を3Dプリンタで印刷
した。制作物を手に取れるので、ものづくりが実感
でき教育効果も増幅された。応用課題として、地域
の歴史的建造物である旧七谷郵便局ポストと旧中島
浄水場排水塔を題材に小物を制作させた。今後の課
題は、プロダクトデザイン検定につながるような座
学の授業を設けることである。

Ｂ－11 ICTを利用した教育の功罪
聖隷クリストファー大学　石津　希代子

ICT利用教育のメリットとデメリットからみえて
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Ｂ－16 ICTを利用した反転授業と双方向型授業の
試み

順天堂大学　鈴木　良雄
反転授業とコミュニケーションツールによる自主
的な予習復習・学習内容理解を促進させるための授
業実践報告。授業スライドと小テストを予め授業
HPにアップロードしておき、学生には予習の上で
授業に臨ませ、授業で予習内容を確認した。授業形
態はコミュニケーションツールSli.doを利用した双
方向型。小テスト解答・感想記載用の小冊子を授業
開始時に配布し、記載後に回収し採点とコメントを
付した。反転授業により成績が向上、Sli.doにより
理解度把握・学生対応が向上した。

Ｂ－17 VR（実質現実）・AR（拡張現実）を活用
した語学教育教材の開発

沖縄国際大学　小渡　悟
VR空間内での対話性を向上させたVR学習システ
ムの開発、及び学習者間のコミュニケーションを容
易にするAR学習システムの開発について。試作VR

学習システムは学習者によるVR空間内での移動と
物体操作が可能であり、身体動作を通しての単語学
習が期待できる。試作AR学習システムでは予め準
備したマーカーにカメラを向けると画像等により単
語の意味を確認できる。これらシステムを用いた講
義を行い、意見収集、学習効果の測定評価を行って
いきたい。

Ｂ－18 コンピュータを用いた映像制作授業への
ミニチュア模型制作の意味

十文字学園女子大学　角田　真二
ミニチュア模型が織り成す映像制作、授業連携へ
の展開についての報告。ICTによる映像制作の受講
学生が、卒業研究テーマとして古い住居のミニチュ
ア模型を製作した。単独で取組む場合は制作するだ
けで終わってしまうが、それらを後輩が受け継ぎ民
話等の映像制作に利用する流れ、卒論研究と映像制
作との授業連携が生まれ、また、このことがミニチ
ュア模型製作の動機付けとなっている。手を動かす
ことによる学びと面白さ、そこから派生する想像
力・創造力の重要性を再認識した。

Ｂ－19 VR動画教材を用いた基礎看護技術の学習
プログラムの開発－2D動画教材との比較－

聖徳大学　駿河　絵理子
看護技術の主体的な学習促進のために開発した

VR動画教材に対する学生の視聴・評価の報告。１
年次演習科目において「清拭」のVR教材及び比較
対象として「洗髪」の2D動画教材を視聴させ、視
聴デバイス、視聴場所、教材評価等々について調査
した。結果から、2D教材は帰宅後に携帯端末で、
VR教材は空き時間に大学で視聴という傾向がみら
れ、VR教材は「自分が実施している感覚がある」
の評価は高いが「見にくい」との回答もあった。視
聴環境と見にくさ改善が課題である。

Ｂ－20 実習のためのアセスメント・システムの
構築に向けて

東京家政大学　尾崎　司
実習中における学習支援と学生ケアのために、保
育実習ルーブリックのICT化である実習アセスメン
ト・システムを構築した。Googleフォームを活用し
たシステムであり、学生は実習中でもスマートフォ
ン等でアクセスできる。このシステムにより実習中
の情報を直ちに収集し学習支援と学生ケアの両面か
らの迅速な対応が可能となる。また、収集情報は教
員間で共有でき、実習指導への活用、研究への活用、
教育への活用の道も拓ける。収集情報の分析と可視

くる実践的な課題についての報告。Moodleを利用し
た反転授業にアクティブラーニングを組合せたICT

利用授業を実施例として、そのメリットは、授業準
備の効率化、授業外学習支援の円滑化、自分のペー
スでの学習可、グループ協働活動の実現等々にある。
一方、デメリットは、理解の曖昧さ、能動的思考の
減衰、インターネット検索への依存、フリーライダ
ー等々。懇切丁寧な対応が学生を受動的にしてしま
うという実践的課題が生じている。

Ｂ－12 教養教育における主体的な学びの工夫
豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一

時事問題をテーマとする講義において実施した、
学生に興味を持たせる工夫についての報告。採用試
験での必要性から渋々受講との側面があるため、講
義では興味を持たせるための工夫を凝らした。すな
わち、目標の明確化（ニュース時事能力検定２級合
格）、パワーポイントの活用（学びの気付き）、相互
学習の導入（集団討論の訓練）、クリッカーの利用
(興味・緊張感の持続)等々。クリッカーについては
学生からの好評価の声が高かった。クリッカーの利
用を目標につなげる工夫が今後の課題である。

Ｂ－13 数理科目における授業ビデオ配信とその
教育効果

金沢工業大学　西　誠
学生の自由な視聴のために配信した数理科目のビ
デオ教材に関して、学生の視聴状況と教育効果検証
の報告。ビデオ教材は１コンテンツ10〜20分に抑
えた講義、演習等であり、ｅシラバスを通じて配信
した。月別アクセス人数とコンテンツ視聴数から、
視聴数は月を追うごとに増加、視聴数20コンテンツ
以下の学生は約半数、60コンテンツ以上の学生は約
25％であり定常的に視聴していた。また、視聴の有
無と試験得点の関係が認められた。ビデオ教材の教
育効果の詳細な検討が今後の課題。

Ｂ－14 反転授業の実践を踏まえた「ピアノレッ
スンメソード」

広島文化学園大学　和田　玲子
ピアノレッスンメソードと音楽療法の授業連携に
より、学生の指導力向上と発達障害児の援助を目指
した授業実践報告。ピアノレッスンメソードは実践
的なピアノ指導力の修得を目的とした授業で、レッ
スン録画による事前学習、協働討議、振返り等を取
入れている。音楽療法は音楽療法士としての自覚促
進を目的とした授業で、障害児施設において対象児
のレッスンを実施している。対象児が問題をクリア
する度に学生が自信を付けていく様子がみられた。
体験事例を学生や地域レスナーに伝えていく予定。

Ｂ－15 実習系科目における「高次技能習得型」
反転授業のデザイン

九州産業大学　緒方　泉
オンライン学習教材を用いた反転授業の実践報

告。教材は博物館学芸員業務を効率的効果的に伝え
るために開発した。博物館実習における反転授業は
「高次技能習得型」と考えられ、内化と外化を繰返
す学習活動が重要となる。反転授業の実践例として
「掛軸の取扱い」を取り上げ、事前学習時と事後学
習時の教材映像視聴のログ分析を行った結果、学習
時間の増加、学習行動の見える化、学習の動機付け
誘発等の教育効果が確認できた。学ぶ側から教える
側への転換が今後の課題である。



Ｃ－８ 英語教育におけるPBLの試行
愛知工業大学　加藤　久佳

英語教育の中で学生にCritical Thinkingを修得して
もらう工夫について報告がなされた。時間外学習の
ノート作成課題の中に英語に関する内容だけではな
く、Critical Thinkingに関する問題も含め、教員がそ
れを添削することで一定の効果があることが示唆さ
れた。

Ｃ－９ 初学者を対象としたプログラミング教育実
施前後の意識変化

関西学院大学　岩田　一男
一般学生を対象としたプログラミング教育の進め
方を検討するため、初学者を対象に授業の前後で行
った質問紙調査の結果が報告された。初学者は授業
を通してプログラミング能力習得に難しさを感じる
反面、論理的思考力や発想力を高める上で重要だと
考えていることが分かった。

Ｃ－10 社会科学系学生の情報活用能力を向上す
るサービス・ラーニング環境の構築
拓殖大学北海道短期大学　庄内　慶一

地域住民を対象としたコンピュータ資格取得公開
講座に学生がSAとして参加することにより、学生
の情報活用能力を高める試みについて報告された。
一定の効果は確認できたが、地域住民との協働を進
めるためには学生に対する情報教育の改善が必要で
あることが課題とされた。

Ｃ－11 IT教育の入り口としてのドローンの活用
熊本学園大学　新村　太郎

ネットワークシステムに関する教育の入門として
ドローンの制御を課題とすることが効果的であると
の報告がなされた。ドローンに対して学生の興味関
心は高く、ドローンの制御を通してネットワークの
基礎知識も得ることができた。また、課題の達成度
も高かった。

Ｃ－12 短大数学科目において、授業内・外の学
習で選択肢を提供することに関する検討
福岡工業大学短期大学部　上村　英男

「学びのユニバーサルデザイン」理論に基づいて
実施された授業の事前学習・授業内学習・事後学習
それぞれにおいて、学生がどのような学習行動を選
択したかについて報告がなされた。どの場面におい
ても学生の行動選択は画一的ではなく、UDL理論の
適用が可能であることが示唆された。

Ｃ－13 デジタルとアナログの融合を考慮したICT
の効果的活用

愛知文教大学　小林　正樹
大人数授業の授業内学修にICT機器を活用する試
みとして、通常の対面授業の中に機器を操作して回
答を求めるようなLIVE授業を展開した内容とその
効果について報告がなされた。授業全体に対する満
足度が改善することが分かったが、他の要因も考え
られることが課題とされた。

Ｃ－14 全学共通教育科目ハテナソンセミナーの
設計及び実践

京都産業大学　佐藤　賢一
質問駆動型学習を中核とする授業「ハナナソンセ
ミナー」の目的や授業設計、学習効果などについて
報告がなされた。この授業は問いを自ら立てるため
に必要な知識や方法について学び、問題解決の計画
策定や実行を行うもので、その学習過程で動画教材
が重要な場面で活用されていた。

化によるシステム検証が今後の課題である。

Ｃ－１ LMSの活用による初年次情報リテラシー教
育の改善の試み

日本大学　毒島　雄二
日本大学文理学部で2020年度に予定されている
情報関係スキル修得を目的とするカリキュラムおよ
び授業内容見直しについて報告がなされた。LMSの
全面的な活用を通して授業内容の質を保証し、習熟
度が基準に満たない学生をより基本的な内容を学ぶ
科目へ誘導する仕組みなどが報告された。

Ｃ－２ LMS利用の阻害要因の探求　
―専任教員と非常勤教員との比較―

山梨学院大学　原　敏
専任教員に比べてLMSの利用率が低い非常勤講師
に対してLMSの非利用理由に関する質問紙調査を行
い、非利用の理由が専任教員の場合と同様であるこ
とが明らかになった。そこで、非常勤講師に対して
はLMSの活用事例を伝える教学的なFDの促進が有
効ではないかと提案された。

Ｃ－３ 簡易プレイスメントテストの開発とその効果
城西国際大学　尾本　康裕

留学生の日本語習熟度を効率的に測定し、学習者
のレベルに合わせた日本語クラスに所属できるよ
う、LMSを使ったプレイスメントテストの開発に関
する経緯が報告された。現在、簡易版が作成され完
全版に向けた開発および効果検証が行われている

Ｃ－４ 学習管理システム（LMS）によるスチュー
デント・アシスタントの「学び力」の養成

金城学院大学　岩崎　公弥子
情報系科目の授業補助を行うSAのスキルや責任
感を身につけ、学びに主体性を持つことができるよ
うになることを目的として導入された研修制度につ
いて報告された。SAが立てた目標設定と日々の振
り返りを職員やSAでLMSを用いて共有することで、
SAの積極性が向上することが示された。

Ｃ－５ RPAの教育分野への応用
－BizRobo!とGoogleClassroomの連携

香蘭女子短期大学　田中　健吾
LMSを含む複数のアプリケーションにまたがる情
報処理をRPAと連携させることによって工数の軽減
ができることが報告された。具体的には、Google

ClassroomとBizRobo!を連携させ、Google Formに入
力された学生の回答を集約し、評価結果を再び登録
する事例が説明された。

Ｃ－６ LMSを活用した社会人基礎力育成のための
授業改善の取り組み

熊本学園大学　嶋田　文広
PBL授業においてLMSを用いることで学生対応の
レスポンスが改善された結果、PBL授業前後で測定
した社会人基礎力の自己評価が向上したことが報告
された。これによりPBL授業においてデジタル的手
法を用いても成果が得られる可能性があることが示
唆された。

Ｃ－７ aibo Project Based Learning
－aiboから私たちの未来を考える－

愛知学泉短期大学　神谷　良夫
PBLの課題としてaiboを用いて行った実践例につ
いて詳細な報告がなされた。主題は「aiboがキャズ
ムを超えるためには？」であった。学生は事前学習、
グループ討議、店舗スタッフへのプレゼンテーショ
ンを通して知識や経験を獲得し成長した。
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Ｃ－15 MBA教育におけるICT活用に関する事例報
告
－授業収録配信の実践と遠隔授業の計画－

青山学院大学　川口　央
MBA教育に活用されているオンデマンド配信の

利用状況や双方向遠隔授業の計画について報告がな
された。この授業はMBA取得を目指す院生の学習
支援のもので、配信動画に対して学生は画質や音声
について高く評価しなかったものの、有用性につい
て高く評価していることが分かった。

Ｃ－16 データサイエンス教育を実現するための
問題解決型統計教材の開発

江戸川大学　山口　敏和
統計知識の実践的な活用力を身につけることを目
的とする統計教育の授業設計の例として、ICTを用
いた問題解決型の学習課題を導入する試みについて
報告がなされた。教材から必要な統計手法を発想さ
せるような仕組みを導入し、今後実践することで効
果検証を行うことが報告された。

Ｃ－17 工学系専門基礎科目における協働学習導入
の試み―「機械製図」での実践例―
北海道科学大学短期大学部　亘理　修

講義主体で行われていた３次元CADを利用して図
面を作成する授業において、ALの手法を導入し、
協同学習を行った。その結果、学生が授業に能動的
に参加することや学習内容に関する理解が深まるこ
とが示された。一方、教員の力量向上や教員間の協
働の必要性も指摘された。

Ｃ－18 大学入学共通テストに向けたピア・インス
トラクションを導入した物理学授業の開発

金沢工業大学　工藤　知草
物理学を学ぶ授業でピア・インストラクションを
導入した授業の設計と内容について報告がなされ
た。物理学の事象に関する問題に対してクリッカー
を利用したり、実際に測定データを収集したりする
ことで理解を深め、集団討議も加えながら正解にた
どり着くような試みが発表された。

Ｃ－19 Google Classroomを用いた地域の計画提案
の協調学習

立命館大学　笹谷　康之
建設系学科の学生を対象に行った地域の計画提案
に関するグループワークにGoogle Classroomを導入
した実践例について報告がなされた。評価としては、
学内システムと比べ使い勝手がよいこと、効果とし
ては、知識・技能・態度すべての面で向上している
ことが示唆された。

Ｃ－20 「テレまね」システムを用いた遠隔地を
結んでのSTEAM教育の展開

北海道科学大学　木村　尚仁
まず、北海道科学大学でこれまで行ってきた「ク
ラウドキャンパス」プロジェクトの中からSTEAM

教育に関する内容を取りあげた遠隔講義の実践例が
報告された。次に、これまでの実績を踏まえて「テ
レまねシステム」という遠隔教育システムの構築と
運用を検討していることが報告された。

Ｄ－１ 大東文化大学教学IR委員会発足と今後の展望
大東文化大学　三嶋　啓仁

学内データを収集・分析し、改善施策立案と実行
および大学執行部の意思決定の根拠資料の作成のた
めに設置された、登壇者の所属大学における教学IR

委員会について、組織の発足、委員の構成、活動
（データの収集と管理・分析ツール・データ分析項
目履歴）について報告された。

Ｄ－２ 全学のFD活動を支援する学修基礎データの
組織的な整備と可視化　ダッシュボード機
能の実現に向けて

名古屋学院大学　児島　完二
全学FD活動のひとつとして、学期ごとの授業実
績データ（授業実績、成績分布、出席状況）を教職
員に公開しているが、このデータの準備に自動集計
を取り入れたことと、将来的にダッシュボート機能
を導入して各種のデータをリアルタイム表示し、離
籍対策への活用が期待されることが報告された。

Ｄ－３ 講義収録システムLecRecの運用・利活用と
その評価

京都産業大学　大本　英徹
平成24年度から継続している、講義映像を自動収
録してネットワークを介してオンデマンド配信する
システムについて、システムの導入から更新の経緯
と運用状況について紹介された。学生の利用状況に
基づいて、学業成績と視聴状況に関する分析を行っ
た結果について報告された。

Ｄ－４ ICT活用による教育改革の取り組み
－BYODの有効利用のために－

長崎大学　若菜　啓孝
平成26年度入学生から実施しているPCの必携化
による、ICTを活用した教育改革について、動画教
材をベースとした授業設計が必要となり、スライド
の動画化、コンテンツ事例紹介、学習成果の確認方
法などに関するFDやマニュアル作成を通して普及
活動を進めていることが報告された。

Ｄ－５ CMSとVBAによるWebアンケートシステム
の開発

皇學館大学　張　磊
授業アンケートのWeb化について、MoodleやExcel

という汎用的なツールを利用して開発したシステム
について紹介された。安価性・即時性・安全性・自
由な利用形態などのメリットはあるが、本人照合・
回答率に問題があることが報告され、改善点として
教務システムや成績評価との連携が提案された。

Ｄ－６ G Suits for Education 活用による情報伝達
システムの構築

武庫川女子大学　蓬田　健太郎
スマートフォンやSNSの普及に伴い、学内の情報
伝達システムとしてG suits for Educationを導入した
ことが紹介された。導入に際し、学内wi-fi環境の強
化などの課題を解決し、クラスルーム機能などが活
用可能となったこと、初年次教育の見直しに向けた
システム構築に着手していることが報告された。

Ｄ－７ 情報倫理教育用e-Learning教材の開発と授
業方法の提案

名古屋文理大学　山住　富也
情報倫理教育のためのe-Learning教材として、モ
ラル・法律・セキュリティなどの広範囲の内容に関
するコンテンツを開発していることが紹介された。
情報倫理に関するアンケートの実施結果を通して、
今後のコンテンツのあり方や授業方法の検討課題に
ついての考察や提案が報告された。

Ｄ－８ 被服製作実習授業におけるICT教材活用の
可能性

武庫川女子大学　吉井　美奈子
教員養成課程の「教科家庭」の被服製作実習にお
いて利用することを想定した動画を活用した教材を
作成したことと、授業での活用の可能性に関し「基
本縫いのスキル」に関する事前調査、「動画の活用
状況」などの事後調査の結果および「考えられる効
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果」について報告された。

Ｄ－９ 出席情報の登録に有効なスマ－ト情報メデ
ィアの提案

湘南工科大学　保坂　良資
学生証などに組み込む認証方法として、RFIDや
ステルスインクで印刷したQRコードを用いること
が提案された。前者は病院内の患者や医療スタッフ
の認証に実用化され、カードリーダなしで教室での
出席状況の確認が可能で、後者は顔認証との併用で
「なりすまし」除去の可能性が生じることが報告さ
れた。

Ｄ－10 講義視聴システムが医学部生の学修行動
に及ぼす効果について

帝京大学　菊地　弘敏
講義を完全自動で収録し、後日学生が視聴する形
態を学修支援について紹介された。この講義視聴シ
ステムの利用状況の解析結果から２年生と３年生の
利用が多く、アンケート結果から利用の理由は欠
席・復習・聞き逃しなどで、利用者が良好な感想を
持っていることが報告された。

Ｄ－11 授業評価アンケートの所感の提出率をアッ
プさせるために  授業成果レポートとワー
ドクラウドによる可視化

名古屋学院大学　加藤　めぐみ
授業評価アンケートの結果に対する教員による履
修者へのフィードバックと所感の提出状況を改善す
るため、授業改善に向けた振り返りのための授業成
果レポートの提示、自由記述のワードクラウドを使
った提示、過去の結果との比較の機能を追加し、教
員支援を改善したことについて報告された。

Ｄ－12 ラーニング・コモンズでのW｜Aを用いた
基礎数学勉強会の試行

同志社大学　伊藤　利明
数値計算・数式処理の可能な計算知識エンジンを
用いて、基礎数学勉強会をラーニングコモンズで試
行していることが紹介された。春学期の高校と大学
の数学の橋渡し、秋学期の大学初年次の基礎数学の
取組み、およびこの方法の他の理系基礎科目などへ
の転用が期待できることが報告された。

Ｄ－13 情報リテラシー科目におけるタイピング
学習の効果に関する研究

大阪商業大学　小林　俊和
コンピュータの操作に不慣れな文系学生に対する
基礎情報科目で、タイピング学習の導入効果につい
て紹介された。タイピングの速度より正確さの方が、
各種アプリケーションやプログラミングなどの応用
科目の学修意欲の向上につながる可能性があるとい
う傾向が見られることが報告された。

Ｄ－14 大学教職科目「初等教科教育法（算数）」
におけるプログラミング教育の導入につ
いて

浜松学院大学　坂本　雄士
プログラミング教育を教職科目である「初等教科
教育法（算数）」に導入することについて、登壇者
が実践したプログラミング教育に関する授業につい
て紹介された。「スクラッチ」などの複数のプログ
ラミング教材について、実践した結果および学生の
アンケート結果について報告された。

Ｄ－15 ビデオコラボレーションプラットフォー
ムを用いた看護技術自己練習の学生によ
る評価

日本福祉大学　水越　秋峰
看護技術教育にビデオコラボレーションプラット
フォームを試行的に導入し、課題を検討したことに
ついて紹介された。ベッドメイキングの動作につい
て撮影された動画をプラットフォーム上で視聴した
学生の使用感評価、これを用いた自己練習について
分析した結果について報告された。

Ｄ－16 ICTを利用したアクティブ・ラーニング
広島女学院大学　中田　美喜子

座学講義にアクティブ・ラーニングを取り入れて
実施する方法について紹介された。講義資料の配布、
課題レポートの提出、SNSによる振り返りなどを導
入してグループ学習を実施した科目について収集し
たアンケート結果を報告するとともに、各種の情報
ツールの利用例について提案された。

Ｄ－17 ICTを活用した海外留学中の学生のフィー
ルドワーク

関西学院大学　木本　圭一
海外留学中の学生が訪問国で実施したフィールド
ワークについて紹介された。日本を含めた９か国で、
各国での就職活動についてインタビュー調査を行
い、その結果をICTによる音声・文書の連絡ツール
を各国間で用いての比較分析することにより、フィ
ールドワークを実現できることが報告された。

Ｄ－18 AI人材の情報倫理教育におけるインフォー
ムド・コンセントを基盤とした能動的学修 

京都女子大学　水野　義之
AI時代の人材に求められる情報倫理教育につい

て、一般社会でのAIの取り扱われ方からAIの定義の
再確認を行うことからその重要性について述べられ
た。AIの倫理教育として医療倫理を範型としたイン
フォームド・コンセントを基盤とし、AI倫理の教育
および能動的学修の議論を進める必要性が提案され
た。

Ｄ－19 世界の消費に対する人口の影響度に関する
基礎ゼミでの統計データ分析学習

関西学院大学　藤澤　武史
登壇者の担当する基礎ゼミ・演習科目での統計デ
ータの分析学習について紹介された。ExcelやSPSS

などのソフトウェアを用いた、世界の消費に対する
人口の影響度について、乗用車購入台数や冷蔵庫や
カラーTVの需要のような具体的なデータを用いた
データ分析の授業内容に関する報告が行われた。

Ｄ－20 仮想経営演習（ビジネス・ゲーム）を通
じて学べること再考

流通科学大学　小笠原　宏
独自開発のゲームエンジンを教材とする「ビジネ
ス・ゲーム」による教育学習効果について紹介され
た。仮想的に経営者の環境と立場を再現し、学生が
体験を重ね「極限まで考え、自ら学習する」ことを
課していることが報告され、希望のある場合には他
大学に教材の提供も可能であると提案された。

事業活動報告



本年９月６日にアルカディア市ヶ谷（東京　私

学会館）にて、「短期大学の地域貢献活動教育の

必要性」をテーマに開催し、16短期大学、４大

学、３自治体の総勢34名が参集した。

本会議の開催趣旨は、短期大学生の社会人基礎

力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する

ため、短期大学と地域が接続した教育のオープン

イノベーションについて認識を共有し、地域市民

の生活向上、地域価値の掘り起こし、地域創生・

活性化の提案など地域社会の課題解決に、ICTに

よるプラットホームを活用した地域貢献支援事業

の在り方について、本協会が構想する具体的な提

案のニーズ及び実現可能性について協議すること

にした。以下にプログラムに沿って詳細を報告す

る。

シンポジウム

「地域の活性化を促進・発展する短期大学の
地域貢献活動教育の必要性」
意見発表者：

日野市企画部企画経営課地域戦略担当
主幹　中平健二朗　氏

実践女子大学短期大学部
教授　三田　　薫　氏

実践女子大学・短期大学部
学長・学部長　城島栄一郎　氏

鹿児島市政策企画課主査　　川畑寿一朗　氏
別府市総合政策課課長補佐　小野　茂行　氏

はじめに日野市から、日野市は高齢化課題の最

大化地域、人口減少地域という課題を背負ってお

り、生活、環境、産業などの変化に備えるため、

これまで接点をもっていなかった企業、大学と社

会課題をテーマに、共通価値の創造を目指して民

間企業と対話を通じて社会課題を見出していく

「リビング・ラボ」の活動を始めた。また、本年

７月には政府からSDGs未来都市に選定され、リ

ビング・ラボを展開しながら、社会課題解決型イ

ノベーションとしてプラスチックの削減､ゴミゼ

ロ化を進めている。その中でSDGsのセミナーを

募集したところ、高校から協力依頼があり、社会

と接点を持ったアクティブ・ラーニングとして、

高校生が高齢者が集うサロンに行き、地域課題が

何であるかを見出し、発表している。

2030年時点の社会の担い手である高校生、大

学生が社会の全体像を俯瞰して、問題を見出し、

解決に取組めるようにすることが、今の教育に求
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められているのではないか。本日のテーマについ

ても行政として非常に関心を持っており、ぜひ連

携・協調させていただきたいとの要請が行われ

た。

続いて、実践女子大学短期大学の三田氏から、

より質の高い教育を提供していくには、教室だけ

の授業に限界がある。社会が複雑化して、大きな

変化が想定される時に、教員の権限だけで教室の

中だけで教育が完結しているようでは、短期大学

の存続も危ぶまれる。地域社会と短期大学が接続

する地域貢献活動の重要性を益々感じている。し

かし、教室外で課外活動を行うには、協力する教

員が少なく苦慮している。教員に限界があるので

職員との協力体制が如何にできるかが重要と思う

との意見があった。

これを受けて、大学のガバナンスからの感想と

して、実践女子大学・短期大学部の城島学長から、

これからの社会では、１人ひとりが社会の中でど

のように社会貢献、生きていくべきか、大学、短

期大学の時から考える必要があるという意味で、

地域貢献活動の教育となっている。教育、研究、

社会貢献はそれぞれ繋がっている。学生の成長に

繋がる地域貢献、社会貢献を継続していくには、

教員の活動時間、交通費などの資金、サポート体

制などの仕組みを考えるとともに、地域と大学・

短期大学が相互にメリットのある制度を作ってい

く必要があることが指摘された。

ここで、鹿児島市と別府市から現状の取組みに

ついてうかがった。

鹿児島市では、SDGs、人口減少も喫緊の課題

となっている。本市では地方創生の総合戦略とい

うのを策定しており、その中の重点戦略の一つに

大学との連携強化と、ふるさと教育の推進を掲げ、

市内の２つの短期大学を含む６つの大学と鹿児島

市で連携協定を結んでいる。連携事業として、昨

年度130を越える事業を行った。例えば、長期課

題解決型インターシップの一環で、上町地区活性

化のため、「よかまちかんまちプロジェクト」の

イベントを11月に実施した。街歩きをし、地元

住民の話を聞き、留学生と地元住民の交流を深め

るイベントを行った。このイベントのために、短

期大学生がロゴをデザインした。また市の職員が

大学に赴き話をしたり、連携講座を行うなど多く

の分野で事業を進めている。

別府市では、近年大学等との連携が積極的に行

われるようになった。行政改革で支出を減らして

しまえば市民サービスが低下してしまうため、市

2019年度 
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民と共同でサービスの低下を補う活動を始めてい

る。「地域応援隊」を結成し、今現在160名の職

員が祭りや草刈り等の手伝いをしている。大学と

も連携したいが、以前ある教員から、ボランティ

アの使い倒しは勘弁してもらいたいという指摘を

受けた。皆勤賞のような、学生の就職活動で有利

になるような仕組みが必要とのことであった。大

学と地域の連携は別府市の総合政策課が窓口にな

っているが、窓口を通さずに現場同士で行ってい

るケースもある。例えば腎臓病の予防のために、

減塩の屋台を設置して、試食をしてもらう手伝い

を別府大学の食物栄養科の４年生にお願いしてい

る。企画の段階から支援できるように、ICT等を

利用して、大学からアドバイスしていただくとい

った仕組みができたらよいと考えていえる。

次いで、参加者を交えて、以下のような意見交

流があった。

＊　短期大学生は２年間で卒業するため、四年制

大学と違って、学生の先輩後輩の繋がりが作れ

ないという問題がある。それを全部教員が引き

受けなければといけないため、教員に相当負担

がかかってしまう。アルバイトはとても熱心で

あるのに対し、ボランティアとして無償で働く

ことについては、あまり責任感を持たないよう

に見える。

＊　本学は製菓学科があり、学生のアイデアを地

域で活かしてもらえる活動を行っている。商品

開発のアイデアを形にする段階では、教員の手

を煩わさざるを得ず、かなりの負担になってい

る。但し、ボランティアや地域活動に参加する

と、学生は成功体験を得て非常に成長するとい

う成果も上がっている。

ここで座長から、短期大学は学修期間が短いた

め、学生の社会貢献活動を単なるボランティア活

動としてではなく、短期大学で学んだことを実践

し、振り返りを行う中で深化させる教育の一環と

いう位置づけをする必要があるので、全体討議で

ご意見をいただきたいとの発言があり、次の事例

紹介に移った。

事例紹介１

「ICT活用による世代を超えた交流活動」
発表者：

実践女子大学短期大学部教授　三田　薫　氏
オンラインのシステムを活用し、学生が物理的

に離れた高齢者とコミュニケーションする機会を

提供することにより、学生自身が課題を発見し、

他学生・教職員・専門家・自治体と協力して課題

解決を目指すシステム作りの試みである。

本試みを考えた背景として、少ない人数で上の

世代を支える少子化時代、人工知能で職業など変

化が予想される時代に生きていくには、学生達に

社会との接点を学ぶ特別な教育プログラムが必要

と考えた。他方、時間的に余裕がある高齢者の増

加に伴う生きがいを見出せる環境作り、社会的に

孤立しがちな高齢者の増加に容易に他者とつなが

れる場の提供が必要となると考え、自治体と共に

高齢者支援のヒントを得るオープンイノベーショ

ンの可能性を探った。

2019年６月に本学が教員対象に実施する「教

育プロジェクト」で採択されたことを機に、本学

日野キャンパスに健康増進活動で参加の３名の高

齢者（女性２名、男性１名）の参加を得て、渋谷

キャンパスの２年生の短期大学生との間で、ネッ

トを活用してオンラインで会話する活動を始め

た。日野キャンパスでは実践女子大学の３年生・

４年生からICT利用の支援を受けるとともに、大

学職員からスカイプによる音声・動画を介してオ

ンライン会話に協力いただいた。

会話時間は話が盛り上がり30分になることも

あったが、20分で以外と交流ができることがわ

かった。会話の内容は、人生経験豊富だから人生

経験を語ってくださいとしたが、そんな大げさな

ことではないとのことで、実際は世間話や困って

いることなどから始め、学生はほぼ事前の準備な

く参加することができ、次のようなスケジュール

で実施した。

・７月２日：オンライン会話１回目

・７月９日：オンライン会話２回目

・７月16日：教職員と学生のオンライン会議

・７月30日：短大生・大学生・自治体職員の

オンライン３者対談

４回の様子は動画情報として、この事例紹介の

中で紹介された。スカイプによるオンライン会話

は、PC画面から相手の様子を把握しながら普通

に話せるため、日野と渋谷といった距離を感じる

ことなく、円滑に会話を行うことができた。

以下に会話内容から得たこと、感じたことが報

告された。女性の高齢者からは、これからのこと、

食や料理、学生の就活、チャレンジなど多様な考

え方を聞くことができ、男性からは専門的な知識

を聞くことができた。話しているうちに年齢相応

という意識が薄れ、その様子を聞いた日野市の方

からは、元気なアクティブシニアが増えていると

いう印象を聞くことができた。また、食生活化学

科の学生は高齢の女性から栄養について多く質問

を受けたことについて、日野市の方から「高齢者

にとって学生から栄養の知識を得ることはフレイ

ル（食が細くなり筋力が弱まって老い衰える状態）

の予防に繋がる」と本試みの効果の一端が見え

た。

学生にとっては、面識のない相手とのコミュニ

ケーションや会話の掴み方の訓練となり、就職活

動にも活かせる有用な経験となった。この活動を

就職試験の面接での自己アピールの一つとして述

べて、内定を獲得した学生もある。また、学生は

ボランティアなど事前の準備が必要な社会活動に

比べ、高齢者との会話は準備がほとんど必要ない

にもかかわらず、社会を知る有用な経験を得る機

会ととらえている。

この試みによる、オンラインが作り出す緩やか
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な絆から、学生が見ず知らずの人と話すこと自体

が、コミュニケーション力の向上につながること、

短期大学生の一見頼りないところ、素直さが高齢

者との会話を豊かなものにする効果があること、

学内の授業に較べ、人生経験豊富な人からのアド

バイスが、より説得力があると感じていることが

確認できた。

本試みで利用したICTは、スカイプ搭載のPC、

撮影するビデオカメラ、撮影した動画を配信する

メールなどであった。

今後の計画としては、2019年後期に渋谷と札

幌を結ぶ異世代交流や子育て世代とのオンライン

会話の実現を検討している。また、現在は単位と

ならない課外活動としているが、今後は単年度で

はなく継続的な活動としていく必要がある。さら

に、今後はAIアシスタントのALEXAなど可能性

のある技術の利用法を検討する予定でいる。

余談となるが、７月にたまたまロンドンの学会

で本試みの紹介のポスト発表を行った。反響は驚

くほど高く、例えばオーストラリアとイギリスの

ロンドンの先生からは、「これは本当に自分たち

の国では問題になっていて、もっと高齢者と次世

代の交流を作れる方法を改革していきたい」との

意見をいただくなど、今後の展開の可能性に手ご

たえを感じている。

事例紹介２

「卒業時における質保証の強化の取組み」
～大学教育再生加速プログラム採択事業
PROPERTIES～
発表者：

山梨学院短期大学食物栄養科長・教授
羽畑　祐吾　氏

学修成果を学内・学外で評価する仕組み、学修

成果を３回見える形で提示していく仕組みを開発

整備し、これらを活かして、学生の主体的な学び

の促進や学修時間の増加、教育活動の改善を図り、

卒業時の質保証を強化するというプロジェクト

で、「社会に貢献しうる力」の獲得を目指してい

る。具体的には４つの視点で進めている。

一つは、ディプロマ・ポリシー（DP）を

ROPERTIESの３要素（専門的知識、専門的実践

力、総合的人間力）に対応さている。二つは、３

要素の学修成果を学内の・学内部評価、学外の外

部評価で評価する。三つは、ｅラーニングが可能

なタブレット端末、学修支援システムを導入する。

四つは、学修成果を社会に提示するためのレーダ

ーチャートを作ることを中心に、2016年から

2019年の採択事業として進めている。

学修成果の学内評価は各科目のGPAで評価して

いる。外部評価は「専門的知識」、「専門的実践力」、

「総合的人間力」の３つの柱で実施している。

「専門的知識」は、外部の資格試験を活用して

いる。パティシエコースは毎年11月の製菓衛生

師国家試験、栄養士コースは栄養士実力認定試験
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を適用している。保育科は国家試験の保育試験に

準拠した試験を新設し、国家試験の合格率と同じ

６割で評価している。

「専門的実践力」は、各コースで直接外部専門

家による実践力の試験を新設した。パティシエコ

ースは、３人の学外専門家で独創性、視覚性など

５つの評価視点で審査している。栄養士コースは、

２月の昼食献立の作成と調理を３人の学外専門家

で10の視点で審査している。保育科は、２年次

の実習期間中の取組みを学外者（実習園の教員）

から、保育における気づきの早さ、的確さなどの

３視点で審査を行っている。年２回、学外助言評

価委員会を開催し、外部者からの助言・意見を公

的な場で発言いただくことで、教育改善に反映す

るようにしている。

「総合的人間力」は、18項目で定義し、入学

時・卒業時に自己評価しきた結果を踏まえて、

「地域に貢献していきたい」というボランティア

を推進することを重視し、学外機関と協働して

「ボランティア・パスポート」を開発し、学外に

示すツールとして活用することにした。イメージ

は、活動記録にどこへ行き、いつ何時間活動した

か、自分のボランティア活動の内容を感想文にし

て自己評価し、主催者にサインをもらうようにし

ている。

本年３月の卒業生活動状況では、全学生235名、

延べ活動数は1,000を越えており、平均活動数は

4.5で平均活動時間は約30時間となっている。ボ

ランティア・パスポートを集計したところ、２年

間でだいたい20時間活動している。

以上、専門的実践力を導入することで、学生に

とって卒業前に評価されることにより、自信を持

って社会に踏み出せる、又は弱点を知って社会に

踏み出していくことになる。教員にとって、地域

社会で求められる学修成果を確認でき、教育改善

へ繋がることを信じている。

最後タブレット端末を導入し、学外で授業外学

修時間を伸ばすために導入している。授業外学修

時間の取組みが30年度10時間、今年は20時間を

目指しているが無理かもしれない。

学修成果を分かりやすく可視化することを目的

に、学修成果レーダーチャート（学修成果報告書）

を開発し、就職先に提示するよう30年度卒業生

に配付した。内容は、資格、卒業レポートのテー

マ、学修時間のデータ、卒ゼミの担任の総括、

GPAと外部試験の結果、ボランティア活動の詳細

などとしている。

専門的知識、外部試験、実践力外部試験、学外

助言評価委員会、ボランティア・パスポート、レ

ーダーチャートは卒業時に質保証をすることにな

る。

今後の課題として、今年初めて地域社会に提示

したレーダーチャートについて、学生、就職先へ

の認知を浸透させることにしている。

事業活動報告
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学との連携・接続の推進、協力いただく高齢

者・施設の確保、ネット環境、録画した映像を

Webサイトに掲載する許諾などの準備が必要と

している。

以上の構想案説明の後、意見交流に入り、討議

した。全体的に構想案については否定する意見は

見られなかったが、それぞれの短期大学に相応し

い仕組みを考えるなかで、コンソーシアムとして

展開していくことができるよう、今後も検討を重

ねる必要を感じた。以下に主な意見や反応などを

紹介する。

①　自治体からの反応として、社会を俯瞰できる

視点が自治体・企業に広がってきており、社会

的視点を持った教育が本協会で提案できるよう

になれば、「キャリアの見える化」が期待でき

るので地域貢献活動支援事業の協働を希望した

い。

②　地域の短期大学からの反応として、大学は積

極的に自治体との連携が進んでいるが、短期大

学部ではカリキュラム的に難しく、連携が進ん

でいない。非常に教育成果が高い活動は分かる

が、実施するノウハウがない状態なので、コン

ソーシアムで大学、自治体の取組みが可視化さ

れ、共有できれば、教育的な価値を受けられる

ことを期待している。

③　実戦女子大学短期大学部で体験した感想とし

て、事前準備としての指導が必要かと思ったが、

まったく逆で地域活動よりもはるかに容易に導

入できた。ICTを通して社会に放り出して、学

生が絶対に接することのないような高齢者と

20分間話したということが、学生にとって非

常に大きな学びの場になった。高齢者世代が意

外に元気で、趣味も人生経験も豊富の方を知る

ことで、社会を俯瞰して見られる力が育ち様々

な可能性を感じる。

④　３年前からインターンシップ、ボランティア、

チーム学修を一体化して単位化している。学期

期間中に教員が行ける時間がなく負担が非常に

大きいことと交通費負担などが今後の全学展開

のネックとなっている。

⑤　芸術系の短期大学として高齢者の遺影撮影を

３日間のプロジェクトで単位認定している。企

業と協定を結び実費を回収している。スカイプ

等を活用すれば事前・事後の交流が一層深まる

と思う。

⑥　３年前から大学近隣の高齢者が２ヶ月に１度

50人程度集まり、物作りや体操など２時間の

交流の場を提供している。リスクを抱えている

高齢者との接し方など実体験を通して成果をあ

げており、対面での支援も一つの方法である。

⑦　学生が地域貢献する中で起こり得る問題、例

えば公開講座で大学に来られる高齢者の事故へ

の対応として大学負担で保険加入するなどの情

報を収集理し、リスクヘッジの対策を共有でき

るプラットフォームがあると非常に有効であ

る。

全体討議

「短期大学と地域接続による地域貢献活動の
具体的な構想案について」
はじめに運営委員会から、「短期大学による地

域貢献支援事業の構想案」の説明が行われた。

①　提案の趣旨は、短期大学生の社会人基礎力の

強化、短期大学のプレゼンス向上を促進するた

め、短期大学と地域が接続し新たな価値創造や

SDGS（持続可能な開発目標）の活動につなげ

ていくオープンイノベーションとして、ICTに

よるプラットホームを活用した地域貢献支援事

業を2020年度に希望する短期大学でコンソー

シアムを形成し、試行する。

②　地域貢献支援事業の内容は、本年度中にアン

ケートで事業を募り決定する。例えば、高齢者

の様々な体験を対面やネットを通じて聞き出

し、自治体のWebサイトからの発信、高齢者の

孤立化問題や生きがいの促進支援などの課題解

決に自治体の専門家から知見を聴取し、学生チ

ームで解決策を自治体等に提案する「高齢者と

の交流促進、課題解決策を導き出す支援事業」

や、地域特有の文化などのコンテンツ作成・発

信による「地域価値を発見・発信する支援事

業」、「地域課題のアーカイブと解決に向けた取

組みを共有する支援事業」などとしている。

③　支援事業の意義と期待される効果は、一つは

短期大学生の社会の役に立ちたいという高い精

神性、自由で豊かな感性、情報の発信力と教員

の研究力、職員のマネジメント力を一体化した

「短期大学力」の存在感を強く発信できる。二

つは地域社会とどのように関わっていくべきか

を気づかせる市民の育成が期待できる。三つは

分野横断的な学びを通じて、社会人基礎力の向

上、問題発見・解決力、コミュニケーション力、

行動力の向上を通じて、学修成果を社会実装に

つなげる貴重な機会を提供できるとしている。

④　課外学修の仕組みは、「課外学修」を教育の

成果として位置付ける。学生の自発的な意思に

基づく社会貢献活動を通じて、大学での学びを

社会に還元し、社会体験を通して知識や理解を

深めるサービスラーニングなどとして単位認定

の可能性を考える。

⑤　情報共有するためのプラットフォームの環境

は、市販のクラウド型グループウエアなどを導

入し、参加短期大学の負担を年間３万円程度と

なるよう目指す。また、私立大学改革総合支援

事業「地域社会への貢献」の活用を検討すると

ともに、プラットフォームの運用方法は引き続

き小委員会で検討する。

⑥　本協会の役割は、地域貢献支援事業のモデル

を短期大学に提案するため、試行を通じて事業

のニーズ、効果などを検証し、支援事業実現の

促進を図る。

⑦　有志短期大学の役割と情報環境の準備とし

て、教職員の連携体制の確保、自治体と短期大

事業活動報告
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473
E-mail：info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集

公益社団法人 私立大学情報教育協会

電 子 著 作 物 相 互 利 用 事 業
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募 集

教育コンテンツ相互利用システムの利用方法（大学での参加の場合）

本ご案内は、未参加の国公私立大学・短期大学へ令和元年10月29日に学長先生宛で郵送しています。

１．コンテンツ利用者の登録

①　システムトップ画面（http://sougo.juce.jp/）にあるログインボタン（図の枠線部分）をクリックし、

大学管理者用のＩＤ・パスワードを入力して

下さい。

ＩＤ・パスワードは、事業案内の公文書

（公社私情協発第93号、令和元年10月29日付）

に記載しております。

ご不明の場合は、前ページの問い合わせ先へ

ご連絡願います。

②　表示された「利用者登録」画面に利用者情

報を入力し、利用者の登録を行って下さい。

＊コンテンツの利用する場合は、「著作物の

利用権限」項目にある「利用可能」ボタン

にチェックを入れて下さい（図の枠線Ａ）。

＊コンテンツの登録もできるようにする場合

は、「著作物の登録権限」項目

にある「登録可能」ボタンに

チェックを入れて下さい（図

の枠線Ｂ）。

③　入力後に「登録内容確認」ボ

タンを押し内容を確認後、「登録」　

ボタンを押して完了です。

④　CSVのテンプレートを利用し

た一括登録機能により、複数名

を一括で登録することも可能で

す（図の枠線Ｃ）。

⑤　利用方法の詳細は、画面の

HELPボタンからご覧いただく

かマニュアル等をご覧下さい。

マニュアル等関連資料　

http://sougo.juce.jp/documents.html

２．事業参加申込書、管理者届け出用紙の送付

下記サイトよりダウンロードし、必要事項を記入（申込用紙には捺印）の上、下記まで郵送下さい。

参加申込書　　　　（Word形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.doc

（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.pdf

管理者届け出用紙　（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.pdf

（Excel形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.xls

郵送先　　　　　　〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

公益社団法人私立大学情報教育協会事務局

C

A

B
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学生収容定員
視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
2019年度 ：152件

平成30年度：122件

平成29年度：129件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2019年12月１日〜2020年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）ICTを活用したアクティブ・ラーニング等の研究
教育の質的転換に向けた教育改善を促進するため、ICTを活

用した能動的学修（アクティブ・ラーニング）への取り組み方策
等について関連する分野が連携して研究し、オープンに教員有志
による対話集会を開催し、理解の促進を図ることにしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理するため「私立大学情報環境基本調
査」を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学習成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②情報リテラシー教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」の獲得を通して、健全
な情報社会を構築するための知識・態度とICTに関する科学
的な理解・技能を統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス教育の研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みのモデルを研究しています。また、文・理融合によるデー
タサイエンス教育の目標、内容・方法等を研究しています。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・
活用を呼びかけています。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織
正会員は189法人（207大学、58短期大学）となっており、賛助

会員59社が加盟しています（会員数は2019年12月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調

査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて著作権法の改正を働きかけています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

改革と教学マネジメント体制の研究
５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニング専門人材の育

成、ｅラーニング推進の拠点校に対するマネージメント等の協力・
支援、「日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC)」への支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
189法人（207大学　58短期大学）

（2019年12月１日現在）

名　簿

77

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

中央学院大学

市川　仁（学長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学長）

東北工業大学

佐藤　篤（情報サービスセンター長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（情報処理センター長）

東京歯科大学

井出　吉信（理事長・学長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

東北福祉大学

大谷　哲夫（学長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

東洋学園大学

鵜瀞 恵子（共用教育研究施設長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

筑波学院大学

橋本　綱夫（理事長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学アドミニストレーション研究科教授）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

大澤　清二（総合情報センター所長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

共立女子大学・共立女子短期大学

岡田　悟（共立女子短期大学生活科学科教授）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（計算機センター所長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

慶應義塾大学

中村　修（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　明夫（理事長・学長）

国際基督教大学

小瀬　博之（学修・教育センター長）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

椎原　伸博（情報センター長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

昭和女子大学

金子　朝子（学長）

淑徳大学

松山　恵美子（社会福祉学科長）

成蹊大学

石井　卓（高等教育開発・支援センター所長）

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）



創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）
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名　簿

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

法政大学

尾川　浩一（学術支援本部担当常務理事）

高千穂大学

寺内　一（学長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

明治学院大学

鶴貝　達政（情報センター長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

中央大学

平野　廣和（情報環境整備センター所長）

立正大学

小林　幹（情報環境基盤センター長）

立教大学

木村　忠正（メディアセンター長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学

中嶋　卓雄（情報教育センター所長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

早稲田大学

笠原　博徳（副総長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

保坂　克二（コンピュータシステム管理センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

富樫　慎治（学園事務部管財課長）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

東京農業大学・東京情報大学

髙橋　新平（コンピュータセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

福井工業大学

山西　輝他（情報メディアセンター長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東京未来大学

横地　早和子（情報処理センター長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（情報基盤センター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

日本大学・日本大学短期大学部

本橋　重康（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（理事長・学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

佐藤　悦成（学長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）
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愛知淑徳大学

伊藤　真理（情報教育センター長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

大阪医科大学・大阪薬科大学

濱田　松治（情報企画管理部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

白石　克孝（副学長、総合情報化機構長）

岡崎女子大学

鈴木　伸一（法人事務局長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

大阪経済大学

小谷　融（副学長、情報社会学部教授）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪歯科大学

辻林　徹（教育情報センター所長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

名古屋学院大学

伊藤　昭浩（学術情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

追手門学院大学

湯浅　俊彦（図書館・情報メディア部長）

南山大学・南山大学短期大学部

鳥巣　義文（学長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浦山　あゆみ（研究・国際交流担当副学長）

皇學館大学

齋藤　平（教育開発センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

阪南大学

加藤　清孝（副学長、情報センター長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

京都女子大学

中山　玲子（教務部長）

京都産業大学

中井　透（副学長）

神戸松蔭女子学院大学

稲澤　弘志（情報教育センター所長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

京都ノートルダム女子大学

萩原　暢子（図書館情報センター館長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

神戸親和女子大学

中植　正剛（学習教育総合センター長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森岡　真史（教学部長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

流通科学大学

中内　潤（理事長・学長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

奈良学園大学

根岸　章（人間教育学部教授）

福岡大学

末次　正（CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

筑紫女学園大学

荒巻　龍也（情報化・ICT活用推進センター長）

就実大学・就実短期大学

大崎　泰正（情報センター長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

利光　和彦（情報基盤センター長）

広島工業大学

土井　章充（情報システムメディアセンター長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

熊本学園大学

得重　仁（ｅ－キャンパスセンター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）

広島女学院大学

下岡　里英（総合学生支援センター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

神垣　太持（情報処理センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

崇城大学

坂井　栄治（総合情報センター長代行）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

田中　宏二（学長）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

宮本　和典（学術情報センター情報システム部長）

高松大学・高松短期大学

山口　直木（情報処理教育センター長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）

沖縄国際大学

平良　直之（情報センター所長）

九州産業大学・九州産業大学造形短期大学部

下川　俊彦（総合情報基盤センター所長）
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